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日 本 原 電 の 使 命

日本原子力発電株式会社

取締役社長 飯 田 孝 三

養

勲

初めに私事であるが,私 もとうとうほん ものの原子力屋になった。電力会社 で長 らく工務関

係の仕事をしていたが,13年 前急に原子力の担務 を命ぜ られた。最初はワンポイン ト リリー

フと思っていたが,大 事な仕事 であ り,き ちんとしなければ と思ってや っているうちに,会 社

では原子力本部長 とな り,電 気事業連合会の原子力開発対策会議の委員長 を仰せつか り,こ の

たび 日本原電社長の御指名 を頂 いた。ほぼ同時に原子力学会会長に もな り,電 気事業に一生 を

捧げることを念願 として きた私に とっては,将 に天命 を感 じるとともに,使 命の厳 しさに胸 を

しめつけ られる思いがする

電気が水や空気 と同 じように,い つで も手に入るような気がするため,そ の有難さと作 り出

すむつか しさと,そ して また,大 事に使わない と不足して しまうことも忘れがちになる。 こう

したことを世間に知 って頂 くことは大切な仕事 であり,あ わせて,電 気事業は巨大産業である

ため安全安定運転に専念 していることを知って頂 き,信頼 して頂 くことが何 よりも大切である。

特に原子力は平和利用であるが,原 爆を連想 されるため危険視 され我々の努力 も冷 たく見 られ

るのは,誠 に残念である。 日本原電は原子力発電のパ イオニア会社であ り,ま たその専業会社

であるため電力会社の先頭 をきって,原 子力の難局打開に全力投球す る所存である。

日本原電は,ガ ス炉,BWR,PWRな ど違った型の原子炉 を開発運転 しているため,夫 々

の長所短所 を知 り,こ れ を今後の改良,改 善に反映することが大切である。また,新 型炉の研

究開発は,将 来電力会社で利用 して頂 くための実証開発であ り,パ イオニア会社 としての使命

である。特にFBRは 原子力発電の究極 目標であり,実 証炉開発に万全 を期す所存である。更

に,将 来の電力需給の逼迫に備 えて電源開発 を推進す ることは,電 気事業の使命であり,わ が

社はこの点からも貢献 したい と思っている。

日本原電の もう一つの強みは,昔 一緒に勉強 した原子力技術者が,今 や各電力会社で中枢の

技術者経営者 とな り活躍 されていることである。安全対策を始め,原 子力政策について連携を

密に し,日 本の原子力発展に寄与 されることを願っている。

日本原電には選択肢がない。そのため経営方針には迷 いがな く,原 子力発電 を強力に進める

ことがすべてである。今後 とも皆様方の御支援 を切にお願いす る次第である。
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一 理事長対談

今後の地球環境への対応 について

川 口 順 子(通 商産業省大臣官房審議官(地球環境問題担当))

寛(㈲ エネルギー総合工学研究所理事長)

」

山本 川 口さんは6月 末に審議官になられ ま

したが,そ れまでは駐米公使でいらっしゃっ

たと承 ってお ります。 日米摩擦が厳 しい折か

ら,さ ぞご苦労 も多かったことでしょう。

川 口 湾岸戦争の頃 とプ ッシュ訪 日の頃の二

回,日 米関係がさほどよ くなかった時期があ

りましたし,個 別貿易 問題 での交渉 が難 し

かった時期 もありましたけれども,そ れにも

かかわらず,日 米関係は基本的には強い相互

理解 の下に良い関係にある と思ってお りま

す。一時期余 りうまくいかないことがあると

しましても,双 方の努力でそれをマネージし

て良い関係 にもってい くことができます。

山本 それでは私 どもの研究所について少し

紹介させて頂 きます と,こ の研究所は石油危

機の発生後に発足 しましたので,エ ネルギー

の供給側の問題を主体に仕事 を進めてきたの

ですが,そ の うちエネルギー を使 う側の調査

研究 もす る必要があるということで,そ ちら

の方にも手を広げてまいりました。

例 えば電力需要の平準化 とか,夜 間電力を

生かす と恥 うことで電気 自動車の開発などの

問題 にも取 り組んでお ります。

地球環境問題にあって もエネルギーは大 き

な関わ りをもつ ものですか ら,関 心は大いに

持 ってはいるのですが,残 念ながらその問題
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を専門にフォロー している者はまだお りませ

ん。

去 る6月 にはブラジルの リオデジャネイロ

で国連環境開発会議(UNCED)と いう大

きな会議があ りましたが,総 体的にみればか

なりの成果があった会議 だと思いますが,こ

れから後が大変だろうと思ってお ります。 し

か も,何 分にも広範な領域にわたってお りま

すので,こ れに対応 してい くのは容易なこと

ではないと思 うのですが,具 体的にどのよう

にあの会議 をみてお られますか。

川 ロ 私 はこの間,2週 間ほ どか けま して

ヨー ロッパ とアメリカを回って,そ のような

ことを話 し合 って きた ところなのですが,皆

さん,成果があった とおっしゃっていまして,

私 どももそう思っています。

他の皆さんが共通 しておっしゃるもう一つ

のことは,こ れは,こ れか ら始まる段階の始

ま りに過 ぎない,出 発点であるというご意見

でした。

内容的には気候変動枠組み条約 とか生物多

様性条約 とか一後者にはアメリカは加わ りま

せんで したが一などがまとまり,先 進国 も発

展途上国 も含めてそれぞれの条約に150余 り

の国が署名 したわけです。それだけの国が署

名できるような形にまとまった ということ自

体が大変なことだった と思 うのです。

さらに 「リオ宣言」が出されましたし,「ア

ジェンダ21」 といって,21世 紀に向けてのこ

れか らの行動計画 を示す ものが出され まし

た。

森林の保護については,ア メリカをはじめ

先進国は条約化 したかったのですが,条 約に

はな りませんでしたけれども、森林に関す る

原則声明が出されました。

環境問題は開発 と切 って も切れない関係に

あります。

20年 前のス トックホルム会議では 「環境が

重要だ」 と言ったはずなのですが,そ の頃に

比べ ると南側の国が強 くなったこ ともあっ

て,環 境 と開発 を一緒に とらえ,持 続的な開

発つまりサステイナブル ・ディベロップメン

トとい う言葉がキーワー ドになったと思いま

す。その言葉で象徴 されるような,開 発 と環

=境問題は密接不可分なんだという認識が表に

出てきたことが,今 度の会議の特徴の一つで

した。

持続的な開発 とは何か ということは,多 分

開発の方に足を入れて見る人と環境の方に足

を入れて見 る人 とでは多少解釈が違 うような

ところがあるとは思 うのですが,南 側の国か

らいえば開発が重要であり,リ オ宣言で も開

発の権利 ということが書かれています。

ただ し開発 をす る ときに も環境が大事 で

あって,後 世 でも開発をし続けることができ

るように,環 境に配慮 した開発の仕方をしな

ければいけないということだと思います。

それか らまた,や は り環境の再生策 といい

ますか,メ インテナンスが重要だと思われ ま

す。

南は開発が大事だ といい,今 まで環境を汚

して来たのは北の責任であるというわけです

が,北 の立場か らいえば,発 展途上国も関与

しているわけで,こ れか ら開発をしていけば

これらの国々 も環境問題にいろいろ遭遇す る

ことになる。地球環境問題の,あ る意味で加

害者になってい く前に,彼 らの政策な り行動

な りを枠組みの中に入れてしまったとい うこ

とだ と思います。

そ ういう意味で,北 と南の双方にいろいろ

3



■「

な対立があったところを折 り合って枠組み条

約ができた というのは大変 なことだったと思

います。

各国の元首が多数出席 しましたが,そ の影

響 は今す ぐにはないか もしれませんが,政 治

の指導者たちが環境問題 をそれだけ重要なも

のだと認識したことは,多 分後々の政策に反

映されてい くことと思われます。

プレスやNGOの 人達 も大勢来た というこ

ともそうであって,世 界全体が環境 と開発 と

い う枠組みの中で,そ れぞれの人が合意でき

るような内容の出発点が形成できた というこ

とは評価すべ きことではないでしょうか。

とにか く,こ れか らや ってい くことが大事

なことでして,そ ういう点か らいうと,今 回

の リオの会議のもう一つの特徴は,プ ロセス

管理 をや る仕組みに作ってあるとい うことで

す。アジェンダ21で もそうです し,気 候変動

枠組み条約でもそうですが,各 国が何をした

かをたえず報告することになっています。 そ

れは,10年 先に 目標があったとして,10年 たっ

てか ら 「さあ,や りましたか。見てみ ましょ

う」というのではな くて,そ れぞれが何 をや っ

たかを毎年発表す る場が用意 されていまし

て,し たがって本当にや り得るかどうかにつ

いてもちゃんと考えられる制度にで きていま

す。

山本 先進国 というか北側の国々が環境を守

るために研究開発 とか技術開発を進んでやる

ことは大事 なことですが,南 北問題で一番か

み合わないのがお金の問題ではないで しょう

か。 日本 も北側の国 としてこの問題にぶつか

ることと思 うのですが。

川 ロ そうですね。アメ リカも非常に大 きな

赤字ですし,他 の国 も,日 本 も含めて経済成

長が高い という状況ではな く,財 政的にはな

かなか苦 しい立場 にあ ります。その中でア

ジェンダ21と いうのは,貧 困の克服から何か

ら何 まで入っていまして,そ れ を全て きちん

とやってい くためには膨大なお金がいるわけ

です。

UNCEDの 事務局はアジェンダ21の 所要

費用 として年間6千 億 ドル,こ のうち先進国

からのi援助が年平均1250億 ドル必要だ という

試算 を出 しましたが,そ れは現在の先進国か

ら発展途上国への資金のネッ トフローに匹敵

するほどの額になります。

1250億 ドルは承認された数字では全 くあ り

ませんが,そ れに しても世界的な資金不足の

時代ですか ら実施 に当たってはそれぞれの事

柄 の重要性 を判断することが大事になると思

われ ます。多分,重 要度 をっけ ることは政治

的には とて も難しいことなのでしょうが,や

らざるを得ないことだろうと思われます。

日本への期待には大 きな ものがあ りまして

日本は リオの会議 で70億 ドル ぐらいの拠出を

しましょうという話をしましたが,こ れは大

変インパ クトがあ りました。ECは 全体 とし

て30億 ドル ぐらい ということでしたが,EC

の場合 は,EC委 員会 として出すの とメン

バー国がそれぞれ出す出し方がこれから決ま

ることで して,そ ういう意味でも日本の申し
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出は大変に評価されました。

あるアメリカのシンクタンクが出した今回

の会議の評価 というのを読んでいましたら,

アメリカの国際社会におけるリーダーシップ

が十分に発揮されなかったということと,そ

れに引きかえ日本 とドイツの国際的なステー

タスが非常に上がったということが書かれて

あ りました。

山本 そのお金 を北側の国が捻出し準備 した

としまして,こ れを使 う場合 に南側の国が勝

手に使ったのでは困るわけで,そ の辺の使い

方について 日本 としてはこういうふ うにして

欲 しいといったことはいえるのでしょうか。

川ロGEF(地 球環境基金)と い う地球環

境関連プロジェク トへの融資制度がありまし

て,い ま世銀 と国連のUNDP一 国連開発計

画,一 それにUNEP一 国連環境計画の3者

が実施委員会 を作 って運営 しているの です

が,そ こにお金 を出している国が32ぐ らいあ

ります。このGEF(地 球環境基金)を 拡大

してお金を増や していって,気 候変動などの

問題 を扱っていこうということです。

GEFが 拡大 されてメンバーの国 も増 え,

どういう意思決定メカニズムでお金 を使 うか

といったことは,今 いろいろな案が出ていま

すけれども,こ の秋から冬にかけて議論 をし

て決 まることになっています。

アジェンダ21を フォローアップす るための

委員会が,国 連の経済社会理事会の下にでき

ることまでは決っていますが,具 体的にどの

ぐらいの規模にす るとか,何 をするとか,い

ろいろなことは秋のニュー ヨー クでの国連総

会で決まります。

山本 私はよく知 らないことなのですが,生

物の多様性条約については通産省 としてはど

ういう点で関係がおあ りで しょうか。

川ロ 課でいうと生物化学産業課 という課が

ありまして,そ こがバイオテクノロジーの観

点か ら検討 しています。

この条約にアメリカがなぜ入 らなかったか

といいます と,い まもお話があったように,

この条約に基づ いて資金を出す ときに,ど の

国がどれ ぐらい発言権 を持つかという点がア

メ リカに とっては不満足だったということで

す。それから知的所有権の問題 もございます。

そのため重要 なアメ リカが抜けて しまったの

ですが,世 界にいまあるいろいろな種が,保

存 されないままに失われていって しまっては

いけない という基本的 な考 えが あるわけで

す。

森林については,そ れはCO2の 吸収源の一

つ であ るわけで,森 林条約 といった ものを

作って保護す ることが考 えられたのですが,

発展途上国からいえば,開 発のための非常に

重要な資源でもあります。その権利が認め ら

れな くなってしまうのでは困る。そこで具体

的にどうや ってい くか ということはこれか ら

詰めていこうと思っています。

山本 大気保全の問題は,こ の研究所 といた

しましても,エ ネルギーに関係 しますので大

いに関心があ りますが,炭 酸ガスを除去す る

とかあるいは炭酸ガスの発生量を低 く抑える
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ということにな ります と,ど うしてもエネル

ギー コス トが上が らざるを得ないわけで して

そうなるととくに産業界には直接響いて くる

わけです。その辺のところは,こ れか らいろ

いろ検討されることで しょうけれ ども,非 常

に難 しい問題ではないか と思 うのですが。

川口 そ うですね。その問題は各国 とも非常

に意識 していまして,例 えばECで はCO2税

によって,経 済的手段でCO2の 排出を抑 えよ

うという提案が出ていますが,そ れに対する

各国の反応は国によって様々で,賛 成 してい

る国もあるし,反 対 している国もあります。

反対 している国の言い分 としては,例 えば原

子力に課税す るのはおか しい。 またECだ け

が同意すると,ECの 経済競争力に差が出て

しまう。 したがって,他 の国もや るのであれ

ばやっていいという意見 もあ ります。

しかしどういう手段 を使えばどの程度の排

出抑制が可能かということについては,ま だ

よ くわか らないことがた くさんあ りますね。

日本の場合には,産 業のエネルギー消費が非

常に効率的になっていますか ら,税 率 を非常

に高 く70%以 上に しな くて効果がないとい う

研究結果がOECDか ら出ています。

オランダでは炭素税 を設けたという話です

が,車 の数は決 して減 らなかった という話 も

あります し,ど ういうふうに税 をかければ生

活様式な り行動に影響するか とい うことをき

ちんと押さえてからや らないといけないと感

じています。

日本はこれまでいろいろな変化 に比較的 う

まく対応で きた国だとは思いますが,だ んだ

んに対応する余地が減って きていますから,

これからは容易でないと思います。

山本 これか らはライフスタイルを変えてい

かな くてはいけないといわれた りしています

が,20年,30年 先の社会が どう変わってい く

ものか容易に予想がつきません。三位一体 と

申しますか,経 済成長 とエネルギー消費と地

球環境問題のバランスをどうとってい くべ き

か,少 な くとも今 までの ようなや り方 では

やっていけない と思 うのですが,そ の辺はい

かがお考えで しょうか。

川 ロ アメ リカに住んでいました ときに,た

またまあるゴミ捨て場の見学に行 ったことが

あ りまして,そ こはボス トンの近郊の小 さな

町なんですけれ ども,ゴ ミは基本的に自分が

ゴ ミ捨て場 まで持ってい く。取 りに きてもら

う人はそれに対 して代金を払 う。共稼 ぎだっ

たりするとなかなか持 っていけない人がいる

のです。

そのゴ ミ捨て場に行 ってみます と,捨 てる

ところが分けてありまして,ビ ンでは茶色の

ビン,白 いビン,透 明のビン,青 いビン。紙

は段 ボール,新 聞紙,な どになっていて,そ

の他に刈った芝を捨てるとか,庭 の手入れを

して出てきた植木の枝や木材 を捨てるとか,

古 タイヤ,電 池,古 着などなど20ぐ らいに捨

て るところが分かれているのです。その結果,

燃やすものは本当にちょっとです。

そうい うや り方になったのは,し ば らく前

に大 きなゴ ミ処理場を作 ろうとしたら,町 の

住民が反対 して,じ ゃあどうすればいいか と

いったところから変わってきたということで

した。

山本 ライフスタイルというと非常に範囲が

広いので全般的には申せ ませ んが,例 えば 自

動車のモデルチェンジをする期間を少 し長 く

す るとすると自動車会社の営業成績に響 く。

家電製品のモデルチェンジもそうか も知れま
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せ んね。女性の服装の今年の流行色は何色 と

かいったことも資源の浪費に繋がっている。

こういうことはしか しなかなか変えていくの

は難 しいことでしょうね。

総合的に判断するとして,一 体 どれ ぐらい

資源の消費を抑えることができるものかにつ

いて,役 所の方ではどんな考 えをお もちで

しょうか。

川ロ 社会のなかに住む人問一人一人が もつ

価値感の違いが以前よりも広がってきていま

すね。先程の 「持続可能な開発」という話に

して も,環 境 が非常に大事 だ とい うことに

ウェイ トを置 く人もあれば,環 境に対す る配

慮は重要だけれど,経 済成長がゼロやマイナ

スでは環境に使 うお金 も出て きませんか ら,

それが出て くるような開発成長はな くてはい

けな野と考える人 もいます。

社会全体の環境 と経済成長のバ ランスをど

うとるかということなので しょうが,ど こが

いいバ ランスかということについて も,こ れ

からの時代 は人によって考 え方にずれが出て

きて,社 会全体のコンセンサスはなかなか難

しいことだ と思います。

山本 持続的な開発について日本だけで考 え

た場合にはある答えが出るとしても,グ ロー

バルで考 えてい くには大変難 しい問題になろ

うか と思いますね。

川ロ 森林減少 を例 にとれば,そ れは焼畑農

業によるところが大 きいという話ですが,そ

ういう国が早 く豊かになるよう,先 進国の援

助ができれば,そ ういう種類の環境問題はだ

んだん減 ってい くと思います。そういう意味

で援助は非常に大事です。

そして経済成長があるところまで進むと,

今度 は開発に伴 ってCO2の 発生 とか酸性雨

とか,水 の汚染や土壌の汚染 とかの問題が出

て くるので しょうが,そ れは我々が歩んでき

た道でもあるのですか ら,そ れに対する技術

の移転が大事な問題 です。

そうい う意味で国際協力の問題はグローバ

ルだし,解 決の方向もグローバルでな くては

いけません。

とくにCO2に よる地球温暖化の場合は,ど

こかが出せばその影響が全体に及ぶわけです

から,自 分だけがよければいいというわけに

はいかない。

そういう意味で自分たちの持っている技術

を移転 し,そ れで間に合わないところは我々

が開発 をし,さ らに移転 を進めてい く。これ

が先のヒュース トン ・サ ミッ トの折 りに出し

ました 「地球再生計画」のエ ッセンスでござ

います。

そこで国際協力の枠組みを考えていくこと

が とても大事なことにな りますが,い まIC

ETT(国 際環境技術移転研究センター)と

い う財団法人が技術移転 を担当しています。

また技術開発についてはRITEと いう組

織で検討を進めています。

通産省には またグリー ンエー ド・プランと

い う政策がありまして,こ れは発展途上国が

環境問題に政策面か ら対応することができる

ように,研 修生や,こ ちらから人を派遣する

ことや,そ の国にとって必要な研究開発があ

れば一緒に研究開発をするといったことも考

えています。

山本 その場合の問題 としては,企 業が どう

絡むか とい うことと,や っぱ りお金の問題が

絡んで くるでしょうね。

川ロ そうですね。今はまだ表面化 していま

せ んが,ア メリカなどが気に しているのは,
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「

日本の企業は公害などで今 まで経験があ り,

いろいろな知識 も技術 も持っていて,そ れ ら

を移転 できる。他方,ア メリカの企業は,国

土が広いおかげでこれまであまり厳 しい制約

を受けることがなかった。そのため,い ざと

なると環境関連機器の海外市場が 日本企業に

とられてしまうのではないかといったことを

危惧 している人 もいます。

我々はそうい うつ もりで移転をす るのでは

あ りませんが,世 界にはいろいろな立場の人

がいますから,微 妙 な配慮 をしていかなけれ

ばいけないのか もしれません。

さヰ 　チ'灘

i

難
曝

、難 灘

で も,ア メリカもヨーロッパ も日本 も,技

術での国際協力は非常に重要だ ということで

は一致 していると思 います。

山本 南北間はもちろん,先 進国の間で も意

見の一致 をみないものがた くさんあるで しょ

うか ら大変でございますね。

川 ロ ああそれか ら,環 境 と成長 とを二律背

反みたいに考 えるのは間違っていると思いま

す。

日本の例では,公 害防止の技術にた くさん

投資をしたことが将来の成長のばねになった

経験があ ります。環境対策 を一生懸命にや る

ことが必ず しも経済成長 を阻害す ることには

ならないとい うことは,是 非 とも諸外国に教

えてあげたい と思います。

それにしても海図なき世界みたいなところ

があ りますから,こ れか らはすべてが新 しい

チャレンジだ と思っています。

山本 南側の国は貧困の状態から良い方向に

向かうのでしょうか ら問題は少ないとしても

先進国の方はこれからはどこかで我慢 しなけ

ればならない。そうな ります と,や は り国内

の人々の十分な理解が一番大事で しょうね。

政府が決めたか らやれ といってもできるもの

ではありません し。

川 口 今の世代の人がある程度我慢 をする代

わ りに,後 世の人がその分得 をするというこ

とになるかもしれませ んし,そ の逆になるか

もしれません。

CO2の 排出抑制 目標 をめ ぐってECと ア

メリカの間に対立があ りました。ECは,日

本 も同調 しましたが,政 治的に目標 を示すこ

とが重要だ と主張 したのに対 して,ア メリカ

は 自分はや ろ うと思 えばで きるのだけれど

も,政 治的にそれをプレイアップす るのは反

対だ という考 えではなかったか と思います。

山本 アメリカが どうしてああい う言い方を

したのか,私 どもには詳 しくはわか りません

が,ま った くわか らないのは共産国ですね。

実際,炭 酸ガスの排出 という面では旧ソ連や

中国の排出量は非常に大 きいのですが。

川 口 旧ソ連や東欧などの環境問題に援助 を

する ということもこれか ら大 きなテーマに

なってい くと思います。アメ リカの環境庁 も

それは一生懸命考えていますけれ ども。

山本 例えば中国が出す硫黄酸化物や窒素酸

化物の影響は 日本に直接及びますか ら,や は

り日本か らお金 を出 して,日 本が直 に掛け

合 ったほうが結局は得 ではないか と思います

が。
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川 ロ さっき申しましたグリー ンエー ド・プ

ランの一つの対象は中国でして,中 国が使え

るようにコス トの安い脱硫装置をつけるため

の開発をいま電源開発㈱ でやっています。

山本 予定の時間 も迫 って参 りましたが,最

後にこれか らの社会での女性の活躍について

お考えを伺ってみたいと思います。

川 ロ 日本では例えば女性の大使はいま2人

おられます。女性の活躍の場が次第に増 えて

きていることは事実ですけれども,女 である

ことが意識される聞はまだまだ本物 とはいえ

ないのではないで しょうか。

そうはいって も実はアメリカなんかでもま

だ女性はかな り意識 されていると思いますけ

れど。

先週,オ ース トラ リア との間で 日豪環境専

門家会議 というのがあ りましたが,向 こうか

ら来たチームの リーダー格は女性 でして,本

省 と大使館か ら合 わせて5人 の人が出てきま

したが3人 が女性でした。こちらは地元です

か ら各省の方が出席 しましたが,女 性は私1

人でした。

女性に も場 を与えて経験を積 ませれば,そ

こか ら自信 も自然に出て くると思います。男

の人たちも皆 さんそのようにして育ってきた

のではないでしょうか。

山本 今 日はどうも貴重なお時間をさいてい

ただいて有 り難 うございました。 これからの

ご活躍を期待 してお ります。(1992.8.3)
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図1は1990年6月 に通商産業省総合エネル
1.日 本のエネルギー需給見通し

ギー調査会がまとめた日本の長期エネルギー

21世紀後半の日本のエネルギー供給は,核

融合 と,太 陽 を中心 とした自然エネルギーに

依存す るとしても,地 球環境問題がクローズ

アップされた今,そ こまでのつなぎは核分裂

型原子力 と天然ガスに比重が移ることとなろ

う。メタンを主成分 とす る天然ガスは,同 じ

発熱量 を得 るのに石炭に較べて二酸化炭素の

発生量が50%,石 油に較べて35%減 となり,

その供給の安定性から見ても,ま ことに貴重

な燃料資源である。
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需給見通 しを筆者が図に表 した ものである。

石油の輸入量を現状のままに抑える一方で,

省エネルギー を徹底 し需要の伸 び を抑 えて

も,2010年 までに天然ガスと原子力への依存

量を現状の2倍 程度まで伸ばして行かなけれ

ばならない。

現在,日 本全国に営業運転 中の原子炉 は41

基あるが,こ れとほぼ同数の原子炉 をあと20

年ほどの間に建設してゆ くことは極めて困難

が予想 される。仮に,新 規の立地点を考えず,

既存の原子力発電所の構内に増設す ることを

主体に考 えることとすれば,2010年 までにあ

と15基 ほどの建設は可能 と考 えられるが,こ

こで原子力発電所25基 ぶんほど,つ まり2500

万kW程 度の電力設備の不足を生ず ることとな

る。

一方
,図 中の破線はその後のエネルギー消

費の実績値を示 している。っまり,総 合エネ

ルギー調査会が想定 したような省エネルギー

の実効はあが らず,エ ネルギー消費は加速的

に伸びている。他方で原子力発電所の建設が

進まない となると,こ のまま放置すれば,極

めて重大な予測違 いを犯すことになる。省工

※ 芝浦工業大学システム工学部教授,東 京大学名誉教授
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ネルギー と電源確保の緊急性は極めて深刻で

ある。

もう1つ の重大な問題は,電 力のピー ク負

荷の問題である。周知のように,夏 期の冷房

負荷の増大によって,日 本全体では毎年500万

kW程 度ずつピー ク負荷が増大 してお り,こ れ

をまかなうためには毎年原子力発電所5基 ぶ

ん程度の発電設備 を増設 していかなければな

らない状況にある。これもまた深刻な問題で

ある。

2.省 エネルギーの本質的概念

省エネルギー と電源確保の重要性 を述べた

が,こ れを地球環境制約の もとで実現 して行

かなければならない。

わが国は,高 価な代金 を払って石油,石 炭,

LNG(液 化天然ガス),核 燃料など1次 エネ

ルギーの90%以 上を輸入 し,これをすべて"燃

や して"し まい,高 温の 「熱」にしてから利

用を始める。燃料を完全に燃焼 させ たときに

得 られる熱は,1,800℃ 前後の"高 温熱"で あ

るが,日 本全国で作 り出された全熱量の うち,

約半分が 「熱機関」のインプ ッ トであ り,動

力に変換されて発電機や自動車 を駆動 し,「電

気エネルギー」や 「機械的仕事」を発生する。

残 りの半分は熱の形のまま産業用および民生

用の 「加熱」に用いられている。

熱力学の第1法 則によれば,エ ネルギーは

不滅であ り,は じめ 「化学エネルギー」や 「核

エネルギー」の形で保有されていた一次エネ

ルギーが,「 熱」に姿を変え,さ らに 「機械的

仕事(力 学的エネルギー)」 や 「電気エネル

ギー」,「光 ・電磁波エネル ギー」に形をかえ

ても,そ の総和は常に一定に保 たれている。

そして,人 間にとって有用な仕事を終えたあ

と,す べてのエネルギーは"常温の熱"と なっ

て,大 気や海水 といった環境の中に入 り,雲

散霧消す るが,そ の総量は最初 に作 り出され

た熱の総量 と等 しい。

自動車 を例 にとって考えてみよう。 自動車

はエンジンの出力によって空気の抵抗に打ち

勝 ち,ベ ア リングの損失や地面 との摩擦に打

ち勝って,人 や物 をある地点か ら目的の地点

に運ぶ。ガソリンや軽油の燃焼によって,エ

ンジンにインプットされた熱の うち,25%ほ

どが機械的仕事に変わり,残 りの75%は エン

ジンの冷却水及び排気ガスの中に捨てられて

大気中に逃 げてしまう。 自動車が信号待ちな

どでアイ ドリング状態にある間は,輸 送の目

的 を果 たす ことな く,無 駄にエ ンジンが ま

わっていることになるから,真 の目的のため

に有効であったと見積 もられる機械的仕事 を

分子にとった効率 は,わ が国の場合20%以 下

である。エンジンで発生 した機械的仕事は,

空気,ベ ア リング,地 面などとの摩擦によっ

て発生する熱 とバランス してお り,摩 擦で発

生 した熱 も最終的には,大 気や地球 といった

環境の中に常温の熱 となって雲散霧消す る。

環境の温度,す なわち常温まで下が りきった

熱は,墓 場に到着 した熱であって,も はや使

いものにならない。

このようにエネルギーは,高 温の熱に始ま

り常温の熱 となってその一生 を終えるまで熱

力学第2法 則に基づ き,温 度の高いほうから

低いほ うへ一方向に,不 可逆的に流れ,自 分

では決 して元に戻 らない。「覆水盆に返 らず」

である。先に述べたように,よ く"再生可能"

なエネルギーという言葉が使われるが,エ ネ

ルギーは,"再 生不能"な のである。

したがって,熱 は生 まれた ときの高温か ら,
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墓場に到着す る常温 まで下がって来 る間に

しゃぶ りつ くさなければならない。わが国の

場合,熱 の総合的な利用率は35%程 度で,最

初に作 り出した熱の6割 以上は大気中かある

いは海水中へ捨てられている。 この効率の悪

さの大半の原因は,高 温の熱に始まって常温

の熱で終わる 「熱」の利用技術の"ま ずさ"

による。 したがって 「省エネルギー」 とは庶

民にエネルギーの節減や我慢 を強いることで

はな く,技 術開発によってこのロスをせめて

半分にすることである。

3.コ ー ジ ェネ レー シ ョンの す す め

日本 人 は 往 々 に して"熱"と"温 度"を

こ っ ち ゃに す る。 小 さ い 頃 か ら母 親 が 子 ど も

の額 に 手 を 当 て て,「 あ な た熱 が あ る 」 と言

う。 「あ な た,体 温 が 高 い 」とい う母 親 は 滅 多

に い な い 。 子 供 の 頃 か ら この よ う な教 育 を受

け て い るか ら,熱 と温 度 の 区別 が つ か な い 。

英 語 で は 熱 が あ る とい う こ と を"Ihavea

temperature"(温 度 を持 って い る)と 言 う。"I

amheated."(私 は加 熱 さ れ て い る)と は 決 し

て 言 わ な い。 お 隣 の 中 国 で も,熱 の 字 の 音 符

"執"は
,下 に 力 をつ け れ ば 勢 とな る よ う に,

ポ テ ン シ ャ ル を表 し,意 符 の"_"は 火 の 意

で あ るか ら,熱 と は"火 の 勢 い"を 表 した も

の と考 え られ る。 一 方,温 度 の 温 は サ ン ズ イ

で水 を表 し,皿 の 上 に 人 が 囲 まれ て,あ た た

か く保 た れ て い る意 で あ ろ う。 中 国 語 で 熱 が

あ る と言 うこ と を"我 発 焼",若 し くは"我 発

熱"と 言 う そ うで あ るが,こ れ も"熱 が あ る"

とは意 味 が 違 う。 こ の よ う に,中 国 ま で は 欧

米 系 と同 じよ うに,熱 と温 度 を合 理 的 に 区 別

して い る。 熱 と温 度 を 区 別 しな い 日本 人 は,

高 温 の 熱 も低 温 の 熱 も区別 しな い 。 こ れ が 問

題なのである。

化石燃料の燃焼や核燃料の分裂によって生

成 された高温の熱エネルギー,す なわち同じ

熱の中でもポテンシャルの高い高級なエネル

ギー をそのまま熱 として使 うプ ロセ スは鉄

鋼,セ メン ト,窯 業など産業界でも限 られて

いるから,高 温の熱はまず熱機関によって可

能な限 り効率 よく他の利用 しやすいエネル

ギー形態に変換 しておき,最 後にどうにもな

らない低温の熱エネルギーをプロセス,暖 冷

房,給 湯などの熱源 として利用するのが理想

的である。最近 まで,そ のような総合的熱利

用 システムは開発されていなかった。省エネ

ルギー というとす ぐ"廃 熱回収"と か,"未 利

用エネルギーの有効利用"な どという。200℃

以下程度の低温域の熱の回収 も大切ではある

が,意 外に見過 ごされているのが,む しろこ

の"高 温部の熱の回収"な のである。

山の上にダムを作 り,水 が海面まで流下 し

て くる間に,川 の流れに沿って高度の高いと

ころから順々に水力発電所 を仕掛け,水 の落

差 を使 いつ くすことは誰で も考えることであ

る。熱のほうの"落 差"に 相当す るものは"温

度差"で あるが,不 思議なことに熱のほ うは

温度の高いところか ら順々に使って くること

が行われていない。バーナーに火を点けて風

呂をわかす。石油ス トーブで暖房 をする。バー

ナーや ス トーブの火炎帯は1,500℃ 以上の高

温であるが,46℃ の風呂のお湯や25℃ の室温

を得 るために,1,500℃ 以上の熱を直接投入 し

て誰 もあまり不思議に思わない。廃熱回収や

未利用エネルギーは水の流れでいえば,も は

や河 口近 くになった水の落差を利用 しようと

す るようなものである。上流の温度の高いと

ころは回収せずに直接流して しまって,中 流

一12一



から河口のあたりを使って来たのが これまで

の多くの場合の熱利用であった。熱力学の始

祖 カルノーは,生 涯にたった一つの論文 「火

の動力についての考察」(1824)の 中で,「動

力の発生 を伴 わない熱の高温か ら低温への移

動は,正 味の損失と見なさなければならない」

と喝破 しているが,そ の後170年 間,我 々,特

に熱屋はこの指摘 を一顧だに してこなかった

といえよう。

燃料に火を点けたらまずいったん動力に変

換 し発電機 あるいはポンプ,圧 縮機な どの駆

動に用い,し かるのちその排熱を熱 として加

熱な り暖房,給 湯などに用いればよい。たと

えば各家庭で も,都 市ガスを燃やすなら,ま

ずガスエンジンやガスター ビンを駆動 し,発

電機,あ るいは圧縮機を回して ヒー トポンプ

で暖冷房 を行 なうと同時に,排 ガスやエンジ

ン冷却水の熱を利用 して給湯 を行なう。高温

部は動力に,低 温部は加熱に という熱エネル

ギー利用 システム が コージェネ レーション

(Cogeneration)で ある。 このようなシステ

ムの普及 を図ることが省エネルギー技術開発

の最 も重要 なポイン トであると考え,筆 者は

第1次 オイルショックの直後からその技術の

振興に努めて来たが,や っと最近理解 して下

さる方が増えつつある。

図2は わが国のGNPの 伸展 とエネルギー

需要の伸びを,第1次 オイルショック時点 を

基準に指数で表 した ものである。GNPは 順

調に伸び続けているが,こ の 日本経済の進歩

を支えて来たわが国産業界のエネルギー消費

は,省 エネルギー技術の徹底によ り未だ第1

次オイルショック時点の消費量まで戻 ってい

ない。 ところが,民 生用 と運輸用エネルギー

消費はGNPの 伸びに連動 して伸び続けてい

る。運輸用エネルギー消費の議論は本稿では

措 き,民 生用エネルギー消費の伸びについて

考 えてみる。民生用エネルギー需要はまず第

1に,業 務用の コンピュー タの普及 と家庭用

を含めた暖冷房需要の伸び,更 に家庭用の朝

シャンなど給湯需要の伸びに基づ くものであ

ろう。このような民生用の暖冷房,給 湯の需

要は,す べて50℃ 以下の常温近辺の熱である。

先述のように,す べてのエネルギーは,電 力

も,動 力も,熱 も,電 磁波 も,す べて常温の

熱へ 向かって流れ下 りて くるわけであるか

ら,これを集めて利用す るシステムがあれば,

本来 あ り余 るほ どの量であって,と て も朝

シャンなどでは使いきれない筈である。よく

朝 シャンをやめれば石油何 リッ トルの節約な

どという省エネキャンペー ンがあるが,電 気

を作るときについでに出て くる排熱 を利用で

きるシステムさえ定着すれば,実 は民生用の

熱 の大半 は充分それでまかなわれ る筈であ
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る。そのような民生用の熱を得 るためにあら

ためて燃料 を焚いたり,高 級な電力を用いた

りす るこ とは誤 りであると言わざるを得 な

い。そのような社会 システム,つ まりコー ジェ

ネレーションの定着 ・普及をはかることが熱

力学の原理に則った方向なのである。

4.ス ー パ ー ゴ ミ発 電 コ ー ジ ェネ レー シ ョン

植物の光合成作用により太陽エネルギーが

固定 されて出来た資源をバイオマスと総称 し

ている。地球上には約2兆 トンが賦存 し,毎

年約2000億 トンが再生されている。バイオマ

スのエネルギー としての利用形態は,直 接燃

焼 させ て熱 を取 り出すか,若 しくは発酵,熱

分解等によってアルコールを発生させ,こ れ

を燃焼させて熱を取 り出す。バイオマス資源

としては,イ モ,サ トウキビ,ト ウモロコシ,

ユーカリなどの栽培植物,海 藻,ホ テイアオ

イなど水生植物,稲 ワラ,も みが らなどの農

産廃棄物,お が クズ,パ ルプ屑,チ ップ,廃

材などの林産廃棄物,家 蓄糞尿 などの蓄産廃

棄物,都 市ゴミ,産 業廃棄物 など未利用動植

物資源 と多岐にわたっているが,ど の地域に

も賦存す ることが特徴である。

中でも,日 本全国で1日 に約13万 トン発生

する一般都市ゴ ミの処理の問題 は,最 近,深

刻な社会問題 ともなっており,こ れを資源 と

して有効に利用す ることが,バ イオマスエネ

ルギーの最大の課題であるといっても過言で

はない。都市ゴ ミは現在,焼 却処理が75%,

残 りは埋め立て処理である。埋め立てする場

所が無 くな りつつあ り,焼 却処理が増大す る

傾向にある。 ところが後述するように,ゴ ミ

を焼却 した ときに発生す る熱は日本の場合殆

ど大気中に放出され,捨 てられてしまってい

る。近時,下 水排熱,河 川水,地 下鉄排熱な

ど未利用熱エネルギーの有効利用が叫ばれて

いるが,こ のゴミ焼却廃熱は温度も高 く,未

利用熱エネルギーの最たるものである。

ところで,米 国では,原 子力発電所を資金

不足,住 民反対など様々な理由で天然ガス焚

きコンバイン ドサイクルコージェネレーシ ョ

ンに転換す る例が実現 しは じめた。 ミシガン

州Midland発 電所の例 では,数 千億円の損失

を覚悟の上で,85%完 成していた原子炉 をあ

きらめ,新 たに85MWガ スター ビンを12台並

べて,原 子力発電用に計画された蒸気ター ビ

ンを生か し,137万kWコ ンバインドサイクルに

切 り換えた。蒸気は隣接 したDowChemica1

社の工場に供給 している。このように既設の

ボイラー蒸気ター ビンのシステムに,新 たに

ガスター ビンやピス トエンジンを付加 して,

熱 を一層高い温度か ら使 い始めるような努力

をすることをリパワ リング(Repowering)と

呼んでいる。先述のように省エネルギーの基

本に忠実に,熱 を高温から低温 まで しゃぶ り

つ くすためには蒸気 タービン程度の温度,つ

まり500℃ ぐらいか ら下だけを使 うのではな

く,1000℃ 以上の高温から熱 を使い始めなけ

ればならない。先の水力発電の例 で言えば,

既設の水力発電所の"川 上"に もう一つ水力

発電所 を増設するようなものである。水力発

電 と違 うところは,熱 の場合,川 上に発電所

を増設す ると下流の発電所の取水 口まで上流

に引き上げられるような効果 を発生 し,下 流

の発電所の出力が増 し,且 つ効率 も上昇する

ことである。

わが国でも,既 存の蒸気ター ビンあるいは

極端に言えばボイラーのみを持 っているプラ

ン トをガスター ビンやピス トンエンジンで リ
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パワーす ることを,も っと検討すべ きである

が,真 っ先に検討する価値があるのがゴ ミ発

電である。

現在,日 本全国に約2000箇 所のゴミ焼却場

があるが,燃 焼ガス中の塩化水素や亜硫酸ガ

スなどでボイラーチューブが腐食されるのを

おそれて燃焼熱 を利用す ることが殆 どおこな

われていない。 ボイラーで取 り出す蒸気の温

度が300℃ を超 えるとチューブの腐食が急速

に進行するとされてお り,300℃ の蒸気で蒸気

ター ビンを駆動 して も熱効率はせいぜい12%

程度であ り,努 力の割に効果が小 さいし,そ

れでは発電は諦めて焼却場の周辺に例えば温

水プールやサ ウナなどを作って熱を利用 しよ

うとしても,そ れらの施設で利用できる熱は

たかがしれている。それではフランスのパ リ

市のように暖房配管をは りめ ぐらせ て地域暖

房をやろうとす ると,日 本の場合配管の費用

が膨大 となりとて も採算が合わない というこ

とで,結局燃焼熱は捨ててしまうことになる。

燃焼熱 で発電 を行 ってい るのは全国で僅 か

110箇 所,32万kW程 度である。

新エネルギー ・産業技術総合開発機構(N

EDO)で は,'91年 度からゴ ミ焼却炉過熱管

の耐腐食性の向上の研究に着手 したが,こ れ

までもゴミ焼却炉か らの蒸気条件の改善につ

いては幾多の努力が重ねられてきてお り,簡

単に解決の途が見いだされるとも思えない。

そこで,熱 力学の原理 に従い,上 記の リバ

ワ リングの発想 を適用する。つまり,ボイラー

チューブが腐食しない程度の蒸気温度,即 ち

290℃ 程度の蒸気温度でも,別に燃料を焚いて

ガスタービンを駆動 し,そ の排気ガスでこの

蒸気 をスーパーヒー トすれば,コ ンバイン ド

サイクル発電が可能 となり極めて高効率の発

電所 となる筈である。

働エネルギー総合工学研究所では,筆 者の

この提案 を受け入れ,㈱ 石油産業活1生化 セン

ターの委託の もとに 「高効率石油エネルギー

システム適用モデル事業」の一環 として,'91

年10月 より調査研究を開始 した。

ガスタービンとの組み合わせの方法には,

幾つか考 えられる。ガスタービンの排気ガス

の中にはまだ充分酸素が残っているから,こ

れをゴ ミ焼却炉の火炉に導いて燃焼空気の予

熱の ように使 うとか,上 記のようにガスター

ビンの排熱をゴ ミ焼却炉から出てきた蒸気の

スーパー ヒー トに用いるとか,あ るいは給水

加熱に用 いるなどであるが,原理的に500℃ 以

上ある折角のガスタービン排気の温度 を下げ

て しまうのはもったいない。つま リスーパー

ヒー トに用いるのが最 も全体効率が高 くなる

であろうことは当初か ら予想されていた。

図3に 従来型の ゴ ミ焼却発電 システムを

べ一スに,排 気再燃,及 び蒸気過熱のそれぞ

れのフローチャー トを示 し,表1に,200ト

ン/日 ゴミ焼却炉2基 で構成され るプラン ト

について,発 電出力,効 率 などを試算 した一

例 を示す。

計算にあたってはガスタービンには灯油 を

使用す るものとし,ゴ ミ発熱量は,2300kca1/

kg(低 位)と した。また時間的に余裕がなかっ

たため,シ ステムの最適化は行っていない。

また経済1生の検討も今後に残 している。また,

排気再燃方式は総排ガス量の増加 をミニマム

に抑えることと同義であ り,蒸 気過熱方式は

NOxの 排出量 を基準ケースか ら増や さない

条件で計算を行なっている。

結果から明か なように,400ト ン/日 ガス

ター ビンコンバイン ドゴミ焼却発電システム
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表1

図3-・3モ デ ル の 排 ガ ス ・蒸 気 ・復 水 系 物 質 収 支(ケ ー ス3)

モデルの発電可能量と発電効率

ケー ス
項 目 ① ② ③

蒸気 ター ビン
発電出力(kW)

5,300 8,000 16,000

ガスター ビン

発電出力(田)
一 6,900 33,600

発電 出力計(kW) 5,300 14,900 49,600

所 内消費電力(kW) 1,800 2,200 2,800

送電 出力計(kW) 3,500 12,700 46,800

発電端効率(%)

(低位,高 位)
11,9,10.0 22.0,19,2 33.0,30.0

送電端効率(%)
(低位,高 位)

7.9,6.6 18.7,16.3 31.2,28.3

では,当 初の予想 どうり焼却炉から出て来る

蒸気 をガスター ビンでスーパー ヒー トす る場

合が出力 も効率 も最大 となり,発 電端出力50

MW(蒸 気ター ビン出力16MW,ガ スター ビ

ン出力34MW),発 電端効率33%(LHV基 準)

となった。全国の連続焼却炉にこの方式 を導

入すれば,1,000万kW以 上の発電が可能 とな

る。 さらに,前 節で述べたように蒸気の一部

を抽気 して周辺に熱供給 を行えば,高 効率の

「スーパーゴ ミ発電」 コージェネレーション

システム となる。この提案は幸い自治省の施

策 として取 り上げられることとな り,検 討委

員会が発足 した。

5.む す び

冒頭に述べたように,省 エネルギー と電源

の確保は喫緊の課題である。これ までゴミを

ただ焼却するだけで,二 酸化炭素 をただ放出

するだけだったゴミ焼却場が,高 効率の発電

所に生 まれ変わることになれば,そ の分だけ

石油火力発電を減 らすことが出来,地 球環境

保護のためにも2重 のメ リッ トが期待 できる

筈である。

この ようなシステムの実現 を図 るため に

は,解 決すべ き課題が多数あるが,技 術的に
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は既存技術の組合せ であ り,新 たな開発要素

はな く,大 半は制度 とか法律,さ らに関係者

の意識の問題である。

まず第一に,関 係す る省庁が通産省,自 治

省,地 方自治体など多数であ り,省 庁間の緊

密な協力がなければ実現はおぼつかない。次

にゴ ミ処理担当者の深い理解 と協力がなけれ

ば実現しない。 ゴミ焼却場の人々が,発 電な

どという厄介なものを背負い込むのは迷惑 と

いう意識があれば とても進まない。"お国のた

めに"発 電 をしてや ろうとい う位 の度量 を

もってことに当たって貰えれば有難いわけで

あるが,そ れは期待す るほ うが無理 というも

のであろう。

だとすれば,近 々のうちに電源の不足に泣

くであろう電力業界が,自 らのために実現 を

図るのが最 も現実的である。つ まり電力業界

が 自らのガスタービンをゴミ焼却場の中に持

ち込んで,あ るいは置かせて貰ってスーパー

ゴミ発電 を実行 し発生させた電力をみずから

の系統に引き取 るのである。

なかなかそこまでの意識改革は望み難い と

すれば,つ ぎに可能性のある方法は,こ れが

最 も実現性が高いのだが,地 方公営電力とし

て実現する方法であろう。その場合に原子力

発電に対 して行われているような,立 地する

地元に交付金 を与えるようなしっかりしたイ

ンセンティブが必要 と考えられる。

いずれにしても,こ のスーパー ゴミ発電を

政策の中にきちん と位置づけて,地 球環境問

題に貢献 しながら,省 エネルギー と電源の確

保,な らびにゴ ミ処理の三重苦の解決 を図る

ことを提案 したい。

本稿 をまとめ るにあたり,働 エネルギー総

合工学研究所に設け られた 「未利用エ ネル

ギー を利用した高効率エネルギー供給 システ

ムモデル調査委員会」の委貝各位に深甚なる

感謝 を捧げる。
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「電力 と技術 」懇談会 報告 書 につ いて

中 富 泰 三 ※皇
臨翻臨概翻翻翻蹴欄躍躍棚懸躍躍臨翻脳躍躍脇躍蹴翻躍瀦躍躍脇脇脇臨躍懸棚蹴蹴

平成3年4月 に,資 源エネルギー庁長官官

房審議官の私的研究会 として 「電力 と技術」

懇談会が設置された。同懇談会は,慶 応大学

の石井威望教授に座長を務めていただき,21

世紀初頭にかけた電力技術 を取 りまく動 向,

諸課題を踏 まえ,技 術開発,人 材の育成,確

保等,技 術力の維持向上のための今後の取 り

組み方について検討 を行ってきたが,先 般,

同懇談会の報告書が とりまとめ られたので,

ここにご紹介 したい。

なお,本 懇談会での議論 を有効かつ効果的

に展開させ るため,エ ネルギー総合工学研究

所に事務局 を務めていただいて,懇 談会の下

にスタディーグループを設け,合 計14回 の会

合 を開いた。スタディ ・グループでは,毎 回

各界を代表する2名 の有識者の方からご講演

をいただき,そ れを受けて自由な討議を行 う

とい う形式によ り,本 懇談会を進めてい く上

でも極めて有益な,多 くの御意見,御 指摘 を

頂いた。 これ らについては,極 力本報告書に

取 り入れられているが,一 部については残念

ながらご紹介できなかった。それらについて

も,折 角いただいた貴重なご意見であり,別

の機会にで もご紹介 したい と考えている。

以下に,本 報告書の概要を紹介するが,今

後,本 報告書で指摘 された事項を踏 まえて,

電気事業者においては,「技術のユーザー又は

コーディネータとしての電気事業者」か ら「優

れた技術 とサービスの提供者 としての電気事

業者」への移行を目指す とともに,電 気事業

における技術力の維持向上により一層努め る

ことが期待 される。

「電力と技術」懇談会開催の背景 について

近年,世 界的に政治経済 システムの激変や

技術革新の大 きなうね りが見られる中で,企

業活動の自由化や規制緩和及び国際化が進む

一方
,企 業の社会的責任論や グローバルな貢

献論が台頭 し,ま た,需 要家や社会のニーズ

が高度化,多 様化するなど,電 力 を巡る状況

が大 きく変化 している。 このような時代の流

れの中,電 気事業者に対 して,公 益事業及び

地域のリーダー としてそれらにふさわ しい新

たな役割が求め られて きている。 さらに,地

球環境問題,資 源制約克服,経 済活性化,生

活の質的向上等への対応は,今 後の電気事業

の存続,健 全な発展を維持する上で,極 めて

重要な課題 となって きている。

一方,21世 紀に向けて,技 術 とそれを支 え

る人材や組織によって,グ ローバルにみた産

※ 資源エネルギー庁公益事業部技術課総括班長

一19一



「電力と技術」懇談会

合理化 ・効率 化

世 界に誇 る高い供給信頼度の達成
・豊富 ・良質な電気の安 定供給
・発電規模,販 売電力量拡大重視の経営
・供給サ イ ド重視 の設備形成

技術 の ユ ー ザー 又 は コー デ ィ ネー タ と して の電 気事 業者
・技 術 の ブ ラ ッ クボ ッ クス化 ,外 部 依 存 度 上 昇
・革 新 的技 術 開 発 ・新 サ ー ビ ス創 出 の イ ンセ ン

テ ィブ不 足
・電 力分 野 の一 流 技術 者 の 不 足

電 力 関 連 セ ク タ ー

工事 業 界●繍撫 響 卿 ●響 撚 臨灘

改良技術 積極的海外技術導入

大学 ・研 究所
・電気系人材の滅少(研 究環境

の悪化,博 士過程 進学希望者
の減少)

L」
《電力技術を巡 る状況の変化〉「

〈社会 ・技術動 向〉

・生活の質的向上

・情報化,ハ イテク化
・大都市集 中 と地域間格差の拡大

・地球規模 の環境,資 源 問題への関心 の

高 ま り
・我が国の国際的地位 の向上

・規制緩和 と市場 メカニズムの重視

・若年労働 力の減少 と理工系離れ
,製 造

業離れの進展

〈電力業界関連〉

・電力需要の増大 と電力化率 の上昇

・需要 サイ ドの 多様化,高 度化
・電源立地難 と需給の地域間アンバ ラン

スの拡大
・環境,資 源制約問題,省 エネルギー
・技術 のグローバル化

・新 エネル ギー
,分 散型電源

・従 来型電力技術 の成熟化 と新技術の出

現

〉く

一…}一 一/

技術輸 先導 米

公益事業 ・地域 リーダー としての社会的役割1,

1… 一 化 ＼
,電 気事業の存続 ・健全 な発展

技術力の維持向上
(高い供給信頼度と効率性の維持)

1
需要サイ ド重視,良 き市民,良 き地域住民 としての電気事業者,グ ローバ ル企業への脱皮

↓

1優 れた技術 とサー ビスの提供者 としての電気事業者

↓
IlI [

技術開発力の強化1 需要家へのサービ級 ぴ地域貢酬 国際化対応1 人材 の 育成 ・確 保1
・需要サ イ ドを重視 した技

術開発
・先端,基 礎,夢 のあ る技
術分野への積極 的取 り組
み

・技術 開発 にお ける新 たな

役 割分担 と電気事 業者の
位 置付け

・技術開発体制 の設備 と賃

金確保
・技術開発部 門 とラ イン部

門の密接 な選択
・技術開発成果 と技術 開発

担当者の有効活用
・技術 開発状況 と成 果の公

開,PR

・需要家 と地域 ニー ズの把

握
・電気利用 の全般 に関す る

サー ビスの拡大
・人 間的 ぬ くも りの あ る

サー ビス
・都市計画 との協調
・地域 と共生 した発送電設

備形成

・環境保全,安 全性,省 エ
ネル ギー,資 源確 保等に
配慮 さた国際協力

・先進 国間技術協 力の積極

的展開
・途上国へ の技術移 転
・資材調達
・国際化 に対 応 した体 制整

備 と人材養成

・技術者 の育成,確 保のた
めの総合戦略づ くり

・専 門技術者 の育 成,確 保
・研修施設 の充実 と共同利

用の促進
・大学,研 究機 関 との交流
促進

・次世代 を担 う若 い層への

働 きか け
・技術 と社会 の接 点 を重視

した専 門技術 者の養成

II 1 1
l

t電 力技術ネッ トワークの構築i
・電 力 関連 セ クター の研 究 所 ,研 修 所 を核 とす る技 術 ネ ッ トワー ク
・地 域 に 開 かれ た技術 ネ ッ トワー ク

・世 界 に 開 かれ た技術 ネ ッ トワー ク

図1「 電力 と技術」懇談会の報告書の構成
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業構造や企業経営の将来像が ますます決定的

に方向付け られることが予想 される。こうし

た中,経 済の安定的な成長を支えつつ,環 境

資源等の制約に対処 して適切なエネルギー供

給を行 うという,ト リレンマの克服のために

は,電 気事業の根幹 をなす 〈技術〉への積極

的取 り組みが重要な鍵である。

電気事業の技術力は,様 々な要素が複雑に

絡んでお り,し か も,リ ー ドタイムの長 さ,

慣性の大 きさにより,そ の維持向上のために

は長期にわたる継続的努力の積み重ねが必要

とされ,一 度技術力の空洞化や脆弱化が始ま

ると取 り返すのが容易ではない。

そのため,電 気事業者においては,技 術力

及び経営力,企 業イメージ,人 材等の間で良

循環を実現するため,長 期的展望 に立った本

格的な技術戦略の構築が期待 されるところで

ある。

「電力と技術」懇談会報告書の概要

第1章 電力技術の現状

(1)電 力技術の発展過程

電気事業は従来,積 極的に海外の技術 を導

入し,発 送変配電技術,系 統運用技術,情 報

通信技術の開発,適 用,改 良,ま た,社 内的

には組織の合理化,効 率化 を図ることにより

世界的にも信頼性の高い電力供給システムを

構築 してきた。そして,豊 富で良質な電力の

安定供給 とい う国の基幹産業 としての責務を

全 うするとともに,供 給力の拡大に徹 して き

た。

(2)技 術のユーザー又はコーディネータとし

ての電気事業者

電気事業者は,事 業規模の急速な拡大に対

応 して経営の合理化及び効率化を積極的に進

め る過程 で,設 備の設計,建 設,保 守等に関

し,メ ーカーや関連企業等,外 部への依存度

を高めてきてお り,技 術のユーザー又はコー

ディネータとしての立場が築かれて きた。 ま

た,設 備面において,省 力化,高 度化に対応

した自動化の進展に伴い,電 気事業者にとっ

てのハー ドウェア技術の身近感が薄れたこと

も,技術の外部依存度を高め る一因であった。

電気事業者 においては,設 備 のブラック

ボックス化が進み,さ らに,メ ーカー,工 事

業界等外部への依存度の一層の上昇に伴い,

技術の空洞化が懸念 され始めている。

(3)そ の他の電力関連セクターの現状 と問題

点

重電メーカーにおいては,国 際競争が激し

くまた成長のポテンシャルが より高い情報通

信分野やハイテク分野へ経営の重点を移す傾

向があ り,そ の結果,投 資及び人材の両面に

おいて電力部門へのウエイ トは縮小傾向にあ

る。

電力設備建設等基礎 を支えている工事業界

等の関連業界においては,3K問 題,世 代交

替問題等があるなかで,人 材の育成,確 保が

大 きな課題 となっている。

さらに,電 力業界の将来を担う人材 を育成

す る大学等においても,若 者のハイテク指向

等による電力関連技術の相対的な魅力の低下

により新たな人材 をひきつける力にかげ りが

見 られている。

第2章 電力技術を巡 る状況の変化

(1)社 会の動向

近年の電力技術を巡 る状況変化の うち,電

気事業 を大 き く取 りま く主な社会動向 とし

て,次 の項 目が着 目される。①生活の質的向
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上 ②情報化,ハ イテク化 ③大都市集中と

地域間格差の拡大 ④地球規模の環境,資 源

問題への関心の高まり ⑤我が国の国際的地

位の向上 ⑥規制緩和の進展 と市場メカニズ

ムの重視 ⑦若年労働力の減少 と理工系離

れ ・製造業離れの進展

(2)電 力関連の動向

近年の電力技術 を巡 る状況変化の うち電気

事業に直接関連する主な動向として,次 の項

目が着 目される。①電力需要の増大 と電力化

率の上昇 ②需要サイ ドの多様化,高 度化の

進展 ③電源の立地難 と需給の地域間アンバ

ランスの拡大 ④環境,資 源制約問題や省エ

ネルギーの必要性の高まり ⑤技術のグロー

バル化 ⑥新エネルギー,分 散型電源の導入

⑦従来型電力技術の成熟化 と新技術の出現

第3章 技術力の維持向上のための基本的考

え方

(1)技 術力の維持向上の必要性

電気事業の技術力については,技 術革新へ

の取 り組み姿勢が,企 業イメージを形作 り,

これが人材の育成,確 保に大 きく影響 し,人

材の質が技術力及び経営力を決定するという

環の中で形成 されるものである。電気事業の

存続 と発展のためには,こ うした技術力の環

の中に在って,良 循環 を維持す ることが不可

欠である。

また,電 気事業者はそれぞれの地域におい

ては,公 益性が高 くかっ最大の企業の一つ と

して,地 域の リーダー として中心的な役割が

求め られている。このような公益事業 として

電気事業者には,一 企業 としての利益 にとど

まらず,そ の優れた技術 と更なる技術革新の

ポテンシャルを活用 して地域や世界の発展に

役立つような技術開発 と普及に積極的に取 り

組むことが望 ま九ている。

(2)技 術力の維持 向上のための総合 的アプ

ローチ

技術力の維持向上のためには,高 いレベル

の技術に積極的に取 り組む とともに,す そ野

が広 く,層 の厚 い技術力を持つことが必要で
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人材の育成,確 保

図4

ある。そのため,電 力関連セクター全体の技

術力を総合的に維持向上させ るためには,技

術革新の先導的役割 を担 うとともに,ラ イン

部門を中心 とする幅広 く層の厚い技術基盤の

強化が必要である。

電力技術の良 ・悪循環

(3)電 力技術の目指すべ き基本的方向

今後の電力技術が 目指すべ き基本的方向 と

しては,電 気事業者が新 しい技術開発や発想

に基づ き,「技術のユーザー又はコーディネー

タ」から 「優れた技術 とサー ビスの供給者」
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へ と自らを変革することが必要である。

サー ビスの提供者 としての電気事業者の原

点に立ち戻った場合,需 要サイ ドのニーズに

重点 を置いた技術の開発が従来にも増 して重

要である。

また,地 域貢献 をとおして,親 しみ と信頼

を得 られるような良き企業市民 となるために

は,都 市や地域に役立つ ような技術開発へ積

極的に取 り組むことが期待 されている。

さらに,電 気事業者はローカルな企業か ら

よりグローバルな企業へ と脱皮を図 り,電 力

技術を中心 とした国際協力推進のための世界

的なネットワー ク作 りに貢献 し,自 らもその

中の ひ とつ の優 れ た核(COE:CenterOf

Excellence)と なることが望 まれる。

第4章 技術力維持向上のための対応策

(1)技 術開発力の強化

今後,電 力技術のレベルを維持向上させて

いくためには,技 術開発力とライン技術の強

化が重要である。特に技術開発力については,

電力技術の高度化に伴い,先 端及び基礎的領

域にまで立ち入った技術開発が必要 となって

きてお り,そ の担い手 も,メ ーカーにおける

電力部門ウェイ トの相対的低下,大 学等での

研究環境整備の停滞が見 られる中,電 気事業

者 自ら取 り組むウェイ トを高めることが必要

となってきている。そのため,組 織 人材,

資金面での より一層の充実が求め られてい

る。

一方 ,先 端,基 礎分野の技術開発部門と発

送配電部門のライン技術 との関連 において

は,双 方の連携 を密接に行 うことにより,技

術開発 を一層促進するとともに,そ の成果が

より優れたサー ビスに早期 に反映されること

が重要である。

さらに,電 気事業者による技術開発への取

り組みについて,技 術者が夢 と誇 りをもてる

ように配慮するとともに,広 く国民による理

解が得 られるよう,積 極的にPRを 実施する

ことが必要である。

表1我 国主要企業における研究開発費比率
(平成2年 度実績)

企 業 名 研 究費 の
売上高比率

備 考

収 入12兆5,828億 円

(12兆6,857億 円)

研 究 費!,755億 円

(1,758億 円)

1.40% 《参考〉
電 気 事 業 上記研究費に,電 源

(1.39%) 特別会計の研究費
1,764億 円 を加 え た

場合,売 上 高比率は
2.80%(2.78%)と

な る 。

売上 高13兆300億 円
鉄 鋼 業 2.33%

研 究 費3,038億 円

売上 高5兆9,584億 円
NTT 4.39%

研 究 費2,617億 円

売上 高34兆7,500億 円
自動 車 工 業 3.73%

研 究 費1兆2,956億 円

売上 高57兆7,000億 円
電気機械工業 5.45%

研 究 費3兆1,463億 円

売上 高332兆500億 円
全 産 業 2.79%

研 究 費9兆2,672億 円

(注)・ 電気事業 の()内 は,沖 縄電力㈱ を含む場

合である。
・鉄鋼業 ・自動車工業 ・電気機械工業 ・全産業

のデー タは 『科学技術研究調査結果の概要』

(平成3年12月)に よる。

(2)需 要 家 へ の サ ー ビ ス 及 び 地 域 貢 献 の 推 進

近 年,需 要 家 の ニ ー ズ は ます ます 厳 し くか

つ 多様 化 して きて お り,こ れ に 積 極 的 に 対 応

す る こ とが 求 め られ て きて い る。 こ う し た対

応 は,公 益 事 業 と して 供 給 義 務 が あ る電 気 事

業 者 が,新 た な 時代 の要 請 に 応 え て い く上 で

の 基 本 的 責 務 と も い え るが,さ らに,企 業 の
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イメージ向上,人 材の確保に寄与するのみで

はな く,電 源開発のPA効 果 も有す るもので

ある。

また,地 域貢献についても,公 益事業者 と

して,あ るいは地域の リーダー として望 まれ

るだけではな く,均 衡ある国土の発展 を実現

し,長 期的な安定経営を維持するうえでも重

要である。

今後は,営 業 と配電部門等 とが技術開発部

門 とも密接に連携 をとりつっ,需 要家や地域

のニーズに積極的に応えた事業展開や技術の

開発利用 を促進す ることが必要である。さら

に,電 力分野における高い技術力 と地域共生

型の電力設備の活用な ど地域に貢献 し得 る高

い総合的なポテンシャル を幅広 く活かすこと

により,地 域全体の技術 レベルの向上に資す

るとともに,優 れた技術者,研 究者 を地方に

引きつけ,地 域産業振興や新産業立地を促進

することが必要である。

(3)国 際化対応

我が国の経済活動の国際化が急速に進展 し

てきている中で,電 気事業においても資材調

達,燃 料調達等,取 り引 きの国際化に対応 して

い くことがますます必要 となってきている。

また,技 術の急速な進歩 とグローバル化を踏

まえ,自 らグローバルな企業へ脱皮 を図ると

ともに,内 外 の幅広 い技術開発成果について

も,電気事業への適切な還元が望 まれている。

一方,我 が国電力技術の国際的評価の向上

に伴い,原 子力や環境関連技術に代表される

ように,国 際貢献に対す る期待 も高まってき

ている。同時に,我 が国の経験を活か し,環

境保全,安 全性,省 エネ,省 資源,資 源の確

保等に配慮 した国際協調 を一層推進すること

が今後 ますます重要 となってきている。

(4)人 材の育成,確 保

技術開発力の強化,需 要家へのサービス及

び地域貢献の推進,国 際化対応 を今後,図 っ

てい くためには,そ れらの活動 を支える,高

いレベルの専門技術者から,す そ野が広 く層

の厚いライン技術者に至る,幅 広い人材 を育

成 ・確保す ることが不可欠である。特に,電

力設備 の設計,運 転,保 守に係 るライン技術

者の技術力維持 向上 を図 るこ とが重要 であ

る。

一方において,人 材の育成 ・確保のために

は,技 術 と経営にわたる良循環の確保が必要

であ り,そ のためには,技 術革新の急速な進

展,需 要家ニーズの多様化,社 会環境の変化

などに対応 しつつ,長 期的な視点を持って,

総合的,計 画的な対策 を講 じることが求めら

れてきている。

(5)電 力技術ネ ットワーク

①電力技術ネッ トワークの意義

電力技術の維持向上 を図る観点か ら,電 力

分野の技術開発 と人材育成 を効率的に推進

し,需 要家サービス,地 域貢献,国 際対応を

充実 してい くためには,情 報,人 材,施 設等

を関係組織間で柔軟性をもって融通若 しくは

共有することが重要である。 こうした多様で

かつ開放的なネ ットワー クの形成を通 じ,電

力分野を中心 とした各関係組織が,競 争 と協

調によるメ リッ トを得 られ るもの と期待 され

る。また,こ のメ リッ トは,各 関係組織個別

に享受されるのみならず,電 力セクター全体

の技術力向上に寄与する(プ ラス ・サムな)

ものである。

さらに,メ ーカー等電力関連企業や研究及

び教育機関を強化す るとともに,技 術情報の

透明性や関連施設へのアクセスを向上 し,一
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層の競争 と協力の促進を図ることが重要 であ

る。

その一方,電 力技術分野の地域貢献や国際

協力を推進するため,地 域に浸透 しつつ,国

際的にも開かれた有益 な技術 ・情報 ・人材面

での支援体制の整備 を図ることが必要であ

る。

②開かれた電力技術ネ ットワー クの特徴

・電力関連セ クターの研究所 ,研 修所 を核 と

するネッ トワー ク

電力業界において も優れた技術の開発,利

用促進のために,各 社が特色ある研究所及び

研修所 を整備 し,そ れ らを電力技術ネ ット

ワー クを構成す る自律分散型の核 として位置

付ける。地域 と国際ネッ トワー クにおいても,

それ らの設備が有効 に活用され得 るように配

慮す る。

・地域に開かれた技術ネッ トワー ク

今後の地域発展のためには,地 域の技術の

活性化が必要である。そのため地域の実情,

産業に応 じて,い わゆるハ イテク分野のみな

らず,例 えば融雪,養 殖等,地 域に役立つ技

術を蓄積 し,ま た,情 報,人 材の供給及び発

掘 とその積極 的活用 を促す こ とが求め られ

る。さらに,地 域 に対 して電気事業者を始め

多くの関連会社や研究機関を開放 し自由なア

クセスを可能 とすることにより,地 域の産業

や技術の発展基盤強化に寄与す ることが期待

される。

・世界に開かれた技術ネッ トワーク

我が国の電力技術ネッ トワー クを海外に対

しても開放す ることにより,海 外の電力会社

及び関連セ クター との間で技術 ・情報 ・人材

面での交流 を促進す る。特に,各 種情報の開

示,移 転等 を行 うことにより,ア ジア ・太平

洋地域を中心 とする発展途上国に対する国際

協力スキームの拡充 を図る。

国内の電力技術 と海外の電力技術 との相互

アクセスを容易にす ることによ り,電 力技術

分野の国際協力関係 を深めるとともに,競 争

意識の高揚にも寄与することが期待 され る。

また,途 上国向けの環境 エネルギー効率利

用 を重点 とする移転 を図ることも有効 と思わ

れる。

③電力技術ネッ トワークの要件

電力技術ネッ トワークにおいては,情 報,

技術の交換には,最 新のコンピュータ ・通信

技術 を駆使 した,分 散型情報通信 システムが

導入され るが,単 一のセンター(技 術情報の

データベース等)に アクセスするような通信

機能のみではなく,自 律分散型の機能 を持つ

ことが必要 である。つまり,ネ ッ トワー クの

核 となる各社 の研究所及び研修所,㈲ 電力中

央研究所,大 学,メ ーカー,そ の他電力関連

企業等の異なる組織の間をインターオペ ラブ

ルに結び,人 材の交流促進,プ ール化,活 性

化を常に図 り,複 数の核の間で単なる情報交

換を超えた,共 存共栄的な関係の構築が必要

である。ネッ トワークの構成に際 しては,技

術開発の優先順位 を明確にし,既 存の組織を

最大限に活用 しつつ,段 階的に構築 し,重 点

分野に焦点を当てた効率的運用が成 されるこ

とが望 まれる。

ここで,ネ ットワー クを構成す る核は,現

場のライン技術 を的確に把握 し,そ れをネ ッ

トワー クに乗せ ることにより,そ のニーズを

技術開発に反映させるとともに,技 術開発成

果を普及,還 元させる機能 を持たなければな

らない。

さらに,技 術動向と状況の変化 を的確 に捉
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え,新 技術の導入,普 及 を促進す るフレキシ

ブルな対応機能 を持たせ ることが重要であ

る。そのため,技 術の発展,関 連施設の整備,

人材の育成等に応 じ,段 階的にネッ トワー ク

の構成が変化 し,ネ ットワー ク自身が 自力で

成長す る過程が必要 となる。

そうした過程において,研 究所等のネット

ワー クの核 同志の結びつ きが一層強め られ,

その結果,新 たな技術革新 を生み出す機会が

創出されることが期待 される。

以上,「 電力 と技術」懇談会の報告書の概要

をご紹介 したが,本 懇談会がカバーす る範囲

は極めて広範である。また,ひ とつひとつの

テーマについて も,掘 り下げていけば,そ れ

ぞれがひとつの検討会 を設置して検討 を行 う

に足る重要かつ深淵 なものである。 したがっ

て,今 後 さらに一層の議論,検 討が必要であ

ると考えられてお り,「電力 と技術」懇談会の

Partllを,今 秋か ら再 開す ることとしてい

る。

PartIIに おいては,特 に具体的な技術開発

の方向性であるとか,研 究所,研 修設備 といっ

た機関のネ ットワークの構築の方策 といった

具体的な問題について も,さ らに検討が進め

られるもの と考えられる。
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は,セ ルの集積化のための技術開発が必要で
はじめに

ある。このため,種 々の電池形式について研

燃料電池(FuelCell)は,最 近の地球規模

での環境問題等で大 きくクローズアップされ

てお り,特 に固体電解質型燃料電池(SOF

C:SolidOxideFuelCell)は,高 い発電効

率 に加えて高品質な排熱が利用できることや

全て固体 ということ等の種々の特徴か ら今後

の技術開発に対する期待が大きい。

当研究所では,平 成元年度よ り通商産業省

工業技術院のムー ンライ ト計画の一環 とし

て,「固体電解質型燃料電池の研究開発 発電

システムの研究」を新エネルギー ・産業技術

総合開発機構(NEDO)の 委託の もとに実

施 してきた。

ここでは,そ の検討の概要を紹介す る。

なお,紙 面の都合上,SOFCの 原理,開

発状況,種 類の概要などは先に報告 している

ため1),最 近の動向を触れ させていただ く程

度 とした。

1.研 究 目標,研 究 体 制,ス ケ ジ ュ ール

1.研 究目標

固体電解質型燃料電池(SOFC)セ ルを

用 いて発電装置 として大出力を得 るため に

究開発課題の抽出 ・整理,シ ステム構成,基

本仕様等の検討,概 念設計等 を行 う。

(1)電 池材料,製 造法,構 造の特徴 と技術

課題の抽出 ・整理

種々の電池形式について,セル構成,燃 料ガ

ス供給部分,電 力取 り出し部分等について研

究開発課題の抽出 ・整理を行い,解 決策等今

後の見通 しを検討する。また,セ ルおよびス

タックの評価方法等の標準化の検討を行 う。

(2)シ ステム仕様等の検討

固体電解質型燃料電池のモジュール化にあ

たっては,商 業発電設備 としての設置,運 用

面からの要求条件 を明らかにす る必要が あ

る。このため,シ ステム仕様 を検討 し,概 念

設計等 を行 う。

2.研 究開発体制

本プロジェクトの推進は,当研究所内に「固

体 電解質型燃料電池発電 システム調査委員

会」(委員長:工 業技術院化学技術研究所 土

器屋課長)を 設置して行った。また,SOF

C発 電システムの概念設計等は,関 係 メーカ

ーに外注 した。体制の概要は第1図 のとお り

※ ㈲エネルギー総合工学研究所 主任研究員
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工 業 技術 院 .

第1図 研 究

(オ ンサ イ ト用)

体 制

第1表 研 究 ス ケ ジ ュ ノレ

調 査 項 目 平成元年度 平成2年 度 平成3年 度

1.電 池 材料,製 造 法,構 造 の特徴

と技術 課 題 の抽 出 ・整理 等

←一電池材糠 造法

[構 造調査→
・ 技術 開 発状 況調査 一一一一→

1
←一 一 評 価 方法 の検 討一一一→

1
・ 技術 開発 課題 の抽 出 ・整 理一 →

2.シ ステ ム仕様 等 の検 討 一
システ ム要求 仕様 調査

← 一一 シス テム概 念 設計一 一→

【

で あ る。

3.研 究 開 発 ス ケ ジ ュ ー ル

研 究 開 発 ス ケ ジ ュー ル の概 要 は 第1表 の と

お りで あ る。

II.SOFCの 種 類 と材 料 ・製 造 方 法

1.SOFCの 特 徴

SOFCを リン酸 型 燃 料 電 池(PAFC)

や溶融炭酸塩型燃料電池(MCFC)等 の燃

料電池 と比較 した時の大 きな特徴は,主 要部

が全て固体酸化物や金属 などの固体 で形成 さ

れるということ,お よび1000℃ 程度の高温作

動型 ということである。この特徴が もたらす

SOFCの 長所,短 所 を第2表 に示す。

SOFCは,燃 料電池の一般的な長所の他

に多様な長所 を持つが,最大の特徴 としては,

SOFCの 高温排熱 と内部改質によるシステ
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第2表 固体電解質型燃料電池(SOFC)の 特徴

長

所

短

所

① 高温 で作 動す るため 活性分 極 が少 な く,電 極 触 媒 の配慮 が他 の 燃料 電池 よ り重要

で ない こ と。

② 電 池 とガ スマニ ホー ル ドの幾何 学 形状 を成型,加 工 技術 が 許す 限 り自由に選 べ る

こ と。

③ 液体 電解 質保 持(蒸 発,漏 液,反 応 に よ る電解 質 欠損 の 防止)の ため の構造 の工

夫,ま た は電 解質 に よる腐 食に対 す る耐 食材料 が 不要 に な り,か つ 耐久 性 が期待

で きるこ と。

④ 内部 改質 が期 待 で き るため,シ ステム構成 が簡単 とな り,小型化 が期待 で きるこ と。

⑤ 高温 で 高品質 な排 熱 を回収 す るこ とが で きるため,排 熱 の利用 範 囲が広 い こ と。

⑥低 温 型 燃料電 池 で は使 用 困難 で あ る石 炭 ガ ス化 ガ ス も使 用 で き,燃 料 の 多様 化が

図 られ る こ と。

① 高温 作動 であ る こ とか ら固体 接合 面 での 熱膨 張率 の違 いが 深刻 に な る こ と。

② 高温 で 空気 と燃料 を分 離 す るガ ス シール 材 の検 討 が必 要 であ る こ と。

③ 作動 温度 が 高温 で あ るため,使 用 で きる金属 材料 が 限定 され る こ と。

④ 電解 質 をは じめ と した電 池主 要部 が脆 いセ ラ ミックス とな るため,大 面 積化 が容

易 で ない こ と。

ムの単純さと考 えられる。

2.SOFCの 種類 と特徴

SOFCは 全固体電池であるため,こ れま

で種々な形状のSOFCが 開発 されている。

後述するように現在は材料 ・製造方法等の研

究が盛んであるため分類には困難があるが,

便宜上,現 在開発 中のSOFCを 形状/構

成/製 造法で分類す ると,第3表 のようにな

る。

また,円 筒型,平 板型の特徴 は概ね第4表

で代表される。

2.1円 筒型SOFC

現在は,ウ ェスティングハ ウス社の25kWシ

ステム(円 筒縦縞型)が 最 も進んでお り,東

京電力/電 源開発/三 菱重工の1kW機 モジュ

ール(円 筒横縞型)が それに続いている。

ウェスティングハ ウス社の25kWシ ステム

は,関 西電力,東 京ガス,大 阪ガスが共同で

導入 し,現 在,関 西電力の六甲新エネルギー

実験センターで試験運転 を実施 している。

(1)円 筒 縦 縞 型 セ ル ウ ェ ス テ ィ ン グハ

ウ ス社 が 従 来 よ り開発 して きた もの で あ る。

現 在 の 技 術 開 発 状 況 は 以 下 の と お り で あ

る2)。

セ ル の 長 さは,開 発 初 期 段 階 で は30cmだ っ

た有 効 長 が,現 在 で は50cmに な って い る。 今

後 の 計 画 で は,100cm(数 百kW用),MW級 で

は そ れ 以 上 の 長 さ の 開 発 を予 定 し て い る。 出

力 電 圧 安 定 性 に つ い て は,1.4%/1000h

(1988年 製 セ ル,20000h運 転 後)で あ っ た。

また,同 社 は,プ リパ イ ロ ッ ト生 産 設 備(P

PMF:Pre-PilotManufacturingFacility)

を稼 働 させ て,量 産 化 技 術 の確 立 を 目指 して

い る。

(2)円 筒 横 縞 型 セ ル 電 子 技 術 総 合 研 究

所 ・三 菱 重 工 等 が 取 り組 ん で い る。

電 総 研 で は,昭 和61年 度 に500W発 電 実 験 を

完 了 した3)。平 成 元 年 に は,東 京 電 力/電 源 開

発/三 菱 重 工 でlkW級 モ ジ ュ ー ル の発 電 に 成

功 し,最 大 出力1.3kWを 確 認 して お り,平 成3

年11月 に は1000時 間 連 続 運 転 を達 成 した4)。
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第3表SOFCの 分 類

形状による分類 構成法による分類 製造法による分類

S

O
F

C

一 円筒型 セ ル

平板 型 セ ル

ー その他

一 円筒縦 縞 型 セルー

一 円筒横 縞 型 セルー

一 自 立 膜 型 セ ルー一

一

一支 持 膜 型 セ ルー

一EVD法
,湿 式法

一 溶射法

[1ピ騰鞭
共焼結法等

(ハニ カム型 等)

第4表SOFCの 特 徴

分 類 特 徴

円筒型SOFC ・モ ジュー ル 試験段 階(シ ス テム試験)

・シー ル 問題 を解 決(シ ー ル レス構造 等)

平板型SOFC ・セ ル/ス タ ック試 作段 階

・高 出力密 度,低 コス ト化 が期待 で きる
・多様 な製 造方 法 と形 態(湿 式,乾 式,共 焼結)

2.2平 板型SOFC

平板型SOFCは,PAFCやMCFCで

採用 しているいわゆる平板型セル と共焼結技

術による共焼結型セルに分類す ることができ

る。

(1)平 板型セル

平板型セルの特徴は,高 出力密度,大 型化

および低 コス ト化が期待 できることである。

平板型セルは,電 池3層 膜(電 解質/電 極)

の製法により,自 立膜型 と支持膜型に分類す

ることができる。

a.自 立膜型セル 電解質膜を一枚の 自

立した膜 として成形 し,そ の両面に電極 を成

膜する構造である。

b.支 持膜型セル 電極 と同じ材料 を多

孔質基板 として製造 し,こ の表面に電解質お

よび もう一方の電極 を成膜するものである。

(2)共 焼結型SOFC

共焼結型は,高 出力密度,製 造 コス トの低

減に加 えて,シ ールが製造工程 中に確保 でき

る等の利点があ り,SOFCの 大 きな可能性

を示 している。 このジャンルの代表的なもの

は,米 国のANL(ア ルゴンヌ国立研究所)

で提案 したMSOFC(MonolithicSOF

C)で ある。現在は,AIIied-SignalAerospace

社で開発を行っている。

共焼結型セルは,さ らに全共焼結型セルと

3層 膜(電 極/電 解質)共 焼結型セル とに分

類できる。

a.全 共焼結型セル 全共焼結型セルと

は,ス タックの全構成要素 を共焼結す る結果,

これら全構成要素が分離することな く一体化

されているものをいう。

b.三 層膜共焼結型セル 電極 と電解質

だけを共焼結 して一体化 し,別 に準備 したバ

イポーラ板 またはセパ レータとディス トリビ

ュー タを組み合わせて平板型セルを作製す る

ものである。
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3.SOFCの 材料と製造方法

3.1材 料

SOFCに おけ る材料 技術 は,セ ルの形

態 ・製作方法によって材料の選定 とプ ロセッ

シングが多様に変化することが特徴であ り,

それだけに開発初期の現段階では材料技術は

重要 な位置を占めている。

これまで種々検討 された材料の うち,現 在

有力 と考えられているのは,第5表 の とお り

である。

固体電解質は,イ オン導電性や安定性の点

か らイットリア安定化 ジルコニア(YSZ,

8-10mol%)が 主に用 いられているが,機 械的

強度の優 る部分安定化 ジル コニア(PSZ,

3-6mo1%),高 導電性を示す酸化セ リウム固

溶体,ペ ロブスカイ トについての基礎研究 も

進められている。

燃料極は,ニ ッケル等の金属が使用でき,

YSZと の熱膨張率の整合等のためにニッケ

ルとジルコニアのサーメットが主に用いられ

ている。

空気極 としてはランタンマンガナイ トが有

力と考えられており,Laの 一部をCa,Sr等

のアルカリ土類で置換したものを用いるケー

スが多い。

インター コネ クタ(セ パレータ)と しては

ランタンクロマイ トが有望で,導 電性等の改

善のためにCa,Mg,Sr等 のアルカリ土類で

置換 したものを用いる場合が多いが,こ れは

熱膨張率の整合にも有利である。また,Ni℃r

系,Ni-Al系 等の耐熱合金 も有力な候補材料

である。

3.2製 造方法

SOFCの 構成部材には,電 解質や インタ

ーコネクタのような緻密性 と電極や支持管の

ような多孔質性が要求される。

セル製作技術の中心は製膜法であ り,一 般

に乾式法 と湿式法に大別 される(第6表)。

SOFCの 代表的な製造方法 を第7表 に示

す。円筒型セルは,最 近では湿式法の検討が

始められているが,現 在は支持管上に乾式法

で成膜する製法をとり基本的にはバ リエー シ

ョンが少ないといわれている。これに対 し,

平板型セルは,乾 式,湿 式の両プロセスが可

能であ り,し か も既焼結膜の積層や共焼結等

多様な製作法が可能である。

(1)円 筒型SOFC

円筒型SOFCは,多 孔質の円筒型支持管

の表面に電池を形成 したものであ り,製 造手

順 としては,燃 料極または空気極 を先に成膜

し,そ の上に電解質 を形成することになる。

円筒縦縞型はEVD法 と溶射法 を主体 とし

てお り,CSZも しくはランタンマンガナイ

ト支持管上に空気極,固 体電解質,燃 料極 を

順次積層 してお り,イ ンター コネクタを縦の

長 さ方向に配置する。

円筒横縞型は成膜速度で有利なプラズマ溶

射やアセチレン炎溶射法等で作製 される。

(2)平 板型SOFC

自立膜型では,電 解質膜の薄膜化 と強度 と

いう相反す る要件を満足する必要がある。Y

SZで は,テ ープキャスティング法(ド クタ

ーブレー ド法)や ス リップキャスティング法

等が考 えられる。電極材料は,主 にスラリー

コーティング法等によ り電解質膜に付着され

る。

支持膜型では,電 極多孔質基板はプレス成

形法やモール ド成形法などで成形 した板を焼

結法を用いて作製す る。電解質膜は乾式法 と

して溶射法,PVD法,CVD法 などが,湿
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第5表 代表的なSOFCの 構成材料

部 材 代 表 的 な 材 料

固体電解質 イ ッ トリア安 定化 ジル コニ ア(YSZ)

燃料 極(ア ノー ド) ニ ッケ ル ー ジ ル コニ ア サ ー メ ッ ト(Ni/Ysz)

ル テ ニ ウ ム ー ジ ル コ ニ ア サ ー メ ッ ト(Ru/YSZ)

空気 極(カ ソー ド) ラ ン タ ン マ ン ガ ナ イ ト(LaMnO3),ラ ン タ ン コバ ル タ イ ト(LaCoO3)

イ ンタ コネ クタ ラ ン タ ン ク ロ マ イ ト(LaCrO3),Ni-Cr系,Ni-A1系 等 の 耐 熱 合 金

支持体 ア ル ミナ,カ ル シア安 定化 ジル コニ ア(CSZ)

ラン タンマ ンガ ナ イ ト(LaMnO3)

第6表SOFCの 主 な製造 方法

一 警鱗藤鰻∴:
テー プ キャ ステ ィ ング法,カ レンダー ロー ル法,押 し出 し成 形法 等

第7表SOFCの 主な材料と製造法

部 材 主 な 材 料 主 な製 造方法

電 解 質 YSZ,PSZ
プラズマ溶射法(PS)

PVD法,CVD法,EVD法
(緻密 膜) ス ラ リー コ ー テ ィ ン グ法

テー プ キ ャス テ ィン グ法

ス リップ キ ャス ティ ング法

カ レンダー ロー ル法

電 極 空 気極La(Sr,Ca)MnO3
ア セチ レン炎溶射 法(FS)

プ ラズマ溶 射法(PS)
(多孔質膜) 燃 料 極Ni/ZrO2サ ー メ ッ ト

テー プ キ ャス テ ィン グ法

カ レ ン ダ ー ロー ル 法

ス ラ リー コ ー テ ィ ン グ法

La(Ca,Mg)CrO3 プ ラズマ溶 射法(PS),EVD法

テー プ キ ャス テ ィン グ法

イ ン タ ー コ ネ ク タ カ レ ン ダ ー ロー ル 法

(セ パ レー タ) ス ラ リー コ ー テ ィ ン グ法

(緻密 膜) 押 し出 し成 形法,プ レス成 形法

Ni-Cr系,Ni-A1系 の

耐熱合金
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式法 としてスラ リーコーティング法等が考え

られる。 また,次 項の共焼結法を部分的に組

み合わせて,共 焼結する方法もある。

(3)共 焼結型SOFC

共焼結型の代表的な製造方法 としては,グ

リーン(未 焼結)状 態の各構成要素 をスタッ

クに組み立てた後 共焼結 して一体化す る方

法である。グリー ン体の成形方法 としては,

固体電解質や インター コネクタに関してテー

プキャスティング法(ド クターブレー ド法)

やカレンダー ロール法などのテープ成形法が

用いられる。 また,電 極はこれ以外に,ス ラ

リー コーティング法 も用いられる。

3.3ス タック/モ ジュール構成

(1)円 筒型SOFC5)

円筒型SOFCは,他 の燃料電池に類 を見

ない特徴的な配置 となっている。

円筒縦縞型SOFC(ウ ェスティングハウ

ス社)の 接続は,セ ル外側(管 内部:空 気,管

外部:燃 料)の 還元性雰囲気下で,シ ールレ

ス構造 となっているセルをNiフ ェル トによ

り行 なわれている。直列に6本,並 列に3本 接

続 された18本 からなるセルバン ドルがモジュ

ールの最小単位 となっている。バン ドル同士

は,Niの ブスバーで直列に接続 されている。

円筒横縞型は,支 持管上に単セルを配置 し

てインター コネクタで多数のセルを直列接続

した ものである。これまでの製作例では縦縞

型とは逆に支持管内に燃料を流し,外 部に空

気 を流す配置を採用 している。

モジュール化にあたっては,縦 縞型は大電

流タイプのため直列志向,横 縞型は高電圧タ

イプのため並列志向である。

(2)平 板型SOFC

平板型のスタック/モ ジュールは,平 板状

のセル電池部の3層 膜 とセパ レータを交互に

積層 したもので基本的にはPAFC,MCF

Cと 同様の積層 となる。 しかし,1000℃ とい

う高温運転になること,強 度的に弱いセラミ

ックス薄膜を使 うことが大 きく異なる点で,

特別な工夫が必要 となって くる。

平板型については,い くつかの積層セルが試

作されている程度の初期的な研究が行われて

いる段階で,本 格的な検討はこれからである。

III.SOFC発 電 シ ス テ ム仕 様 等 の 検 討

SOFC発 電 システムの最大の特徴は,高

温 ・高品質な排熱とシステム構成の単純 ・小

型化であると考 えられることか ら,シ ステム

検討の基本的なキーポイン トは,こ れらの特

徴を活か した発電システムを探索,設 計 し,

今後の方向性などを検討することであろう。

1.商 用設備からの要求仕様

SOFCは 種々のシステムに期待が大きい

が,本 プロジェク トではその中か ら,SOF

C発 電システムの代表的な ものとして,次 の

電気事業用 とオンサイ ト用の2種 類 を取 り上

げた。それ らの発電システムの要求条件は第

8表 の とお りである。

1.1電 気事業用SOFC発 電システム

SOFC発 電システムの利用分野,形 態は,

10-30MW規 模の都市近郊分散配置用および

100-300MW規 模の火力代替用電源の2種 類

が考 えられる。要求仕様 を第9表 に示す。

1.2オ ンサイ ト用SOFC発 電システム

SOFC発 電システムの利用分野,形 態は,

100-1000kW規 模の業務用,お よび1000kW規 模

以上の産業用の用途が考えられる。要求仕様

を第10表 に示す。
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第8表 代表 的 なSOFC発 電 シ ステム

電 気事 業用 発 電 シ ステム オンサ イ ト用発 電 シス テム

1.利 用 形 態 火力代替用 分散配置用 業 務 用 産 業 用

2.燃 料 LNG,石 炭 LNG 都 市 ガ ス,LPG,メ タ ノー ル

3.規 模 !00-300MW 10-30MW 100-1000kW1000kW以 上

4.発 電 効 率 55%以 上 45-50%(総 合:75-80%)

(注)発 電 効率:HHV基 準

第9表 電気事業用SOFCシ ステムの要求仕様

火力代替用 分散配置用

定格 出力(送 電端) 100～300MW 10～30MW

(ボ ト ミン グサ イ クル) GT/ST GT

燃 料 LNG,石 炭 LNG,LPG,

メ タ ノー ル

改質方式 内部改質 内部改質
運転圧力 加圧型 加圧型
発 電効 率 〔HHV〕 55%以 上(送 電 端) 55%以 上(送 電端)

起動時間(暖 機起動) 2h以 下 2h以 下

起 動 回数(暖 機) 50回/年 50～200回/年

負荷調整速度 10～20%/分 20～30%/分

設置場所 湾 岸 都市近郊
敷 地面 積(総 計) 200m・/MW以 下 100m・/MW以 下

寿命 電 池本体:5年,電 池 以外:!5年

(注)GT:ガ ス ター ビ ン,ST:ス チ ー ム タ ー ビ ン

第10表 オ ンサ イ ト用SOFC発 電 システ ムの要 求仕 様

業 務 用 産 業 用

定 格 出力(送 電端) 100-1000kW 1000kW以 上

燃 料 都 市 ガ ス,LPG, 都 市 ガ ス,LPG,

灯 油,メ タ ノー ル 灯 油,メ タ ノー ル

改質方式 内部改質 内部改質
運転圧力 常圧型 常圧型
発 電効 率 〔HHV〕 45-50%(送 電 端) 45-50%(送 電 端)

総 合効 率 〔HHV〕 75-80% 75-80%

起動時間
冷機起動 8h程 度 8h程 度

暖機起動 1h以 下 1h以 下

起 動 回数(冷 機) 1回/年 1回/年
負荷変動範囲

変動範囲 0-100% 0-100%

瞬 時 50-100% 50-100%

構 造 パ ッ ケ ー ジ パ ッケ ー ジ

据付面積 0.05-0.07m2/kW 0.05-0。07m・/kW

据付容量 0.15m・/田 以 下 0.15m・/田 以 下

据付重量 0.1t/kW以 下

寿命 電 池本体:5年,電 池 以外:15年
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2.SOFC発 電システムの概念設計

2.1概 念設計の進め方

概念設計に当たっては,①SOFCセ ルの

特性を仮定 し,そ れに基づ き,② 種々のシス

テム構成や種々の運転条件におけ るシステム

感度等を検討 した後,③ 期待 され るSOFC

発電システムを検討 し,概念設計 を実施 した。

2.2前 提条件

SOFC基 準性能およびシステムの基準条

件 を第11表,第12表 に示す。

また,SOFCの 電池電圧は,電 池電圧補

正式(第13表)に 基づ き,運 転条件により補

正 される。

2.3SOFC発 電 システムの性能検討

SOFC発 電システムの性能等の検討 とし

て,① 各種発電システムの性能検討,お よび,

②各種運転条件の影響検討 を行った。

性能検討の中か ら抽出したSOFC発 電シ

ステムの要点は,以 下の とお りである。

○内部改質が実現できれば,非 常にシンプ

ル,か つコンパ ク トで高効率なシステム

が期待で きる。

第11表SOFC基 準 性 能

項 目 基 準 性 能

電 池 電 圧

電 流 密 度

0.7Vセ ル

300mA/cm・

基

準

条

件

運転温度

圧 力

燃料ガス組成

燃料S/C

空気組成

燃料利用率

空気利用率

1000℃

常 圧

CH、:100Vo1%

2.5

02:21Vol%

N、:79Vol%

80%

30%

第12表SOFC(シ ス テム)基 準条 件

1

項 目 電気事業用 オンサ イ ト用

SOFC

運転電圧 補正式により算出

運転温度 1000℃ 1000℃

運転圧力 8ata 常 圧

燃料/空 気

電極入口温度 850℃ 850℃

電極出口温度 1000℃ 1000℃

燃料利用率 80% 80%

空気利用率 熱バ ラン スに よ り算 出
1

第13表 電 池 電 圧 補 正 式

電池 電圧:E=700十 △Vp十 △VT十 △VA十 △Vc(mV)

△VT=1.1(T2-T1)

△V・-25・bgli器i錯:8;ll

(YO、)、

(YO、)1

(注)添 字1:基 準条 件,添 字2:計 算 条件

P:圧 力(ata),T温 度(℃)

YH2,YH20,YO2:入 口 と出 口の相加 平 均 モル分 率
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○発電効率は,電 気事業用では,約51%(電

池),約59%(ボ トミング含)と な り,オ

ンサイ ト用(常 圧型)で も約46%(総 合

効率67%)と な り,高 い発電効率が期待

で きる。

○石炭ガス化ガス利用システムは,ガ ス化

プラン トを考慮 したシステム全体 として

の検討が必要である。

○オンサイ ト用の総合効率は今回の検討で

は70%前 後になったが,① 排ガスからの

熱回収 をさらに低温 まで行 うこと,② 空

気利用率 を一層高め ること,を 実施すれ

ば,80%程 度に高めることは可能である。

○ コジェネ用熱回収は,二 重効用吸収式冷

凍機の熱源 として8kg/cm2級 スチームの

発生はもとより,シ ステム的には1000℃

級の高温レベルの排熱等が利用可能であ

り,よ り高度な熱利用が可能である。

○システムの総合効率は,電 池の冷却方法

に大 きく依存する。

○熱電比は,発 電効率が高いので1ま たは

それ以下 と低い値が期待 できる。また,

オンサイ ト用では,燃 料利用率 を変化 さ

せ ることで,総 合効率 をあまり変化させ

ずに.熱 電比を変えることができる。

2.3.1各 種発電システムの性能検討

SOFC発 電 システムの構成,性 能等 を明

らかにするため,種 々の発電システムについ

て,効 率 などの検討を行 った。

(1)電 気事業用SOFC発 電 システム

第14表 に種々の発電 システムの構成 と特徴

を示す。

(2)オ ンサイ ト用SOFC発 電システム

第15表 に種々の発電 システムの構成 と特徴

を示す。

2.3.2各 種運転条件のシステム性能に与え

る影響検討

電気事業用およびオンサイ ト用SOFC発

電 システムの基準 システムを内部改質型シス

テム(SYS.EU1,SYS.OS1)と して,燃 料

利用率,燃 料S/C,電 池入口温度等をパラ

メータにとり性能検討を行 った。効率への影

響の傾 向を第16表 に示す。なお,2種 類の発

電システムで傾向が異なると思われる場合が

あるが,こ れは電気事業用ではガスタービン

での動力回収量に応 じて排出ガス温度が変化

したのに対し,オ ンサイ ト用では排出ガス温

度を一定 として回収熱量 を変化 させたためで

あ り,本 質的には差異はない。

2.4SOFC発 電システムの概念設計

2.4.1エ ネルギーフロー

(1)電 気事業用発電システム

300MW級 加圧 型SOFC発 電 シス テム

(SYS.EU1)の 概略エネルギーフローを第2

図に示す。

20MW級 常 圧 型SOFC発 電 シス テム

(SYS.EU5)の 概略エネルギーフローを第3

図に示す。スチームター ビンでのエネルギー

回収はごく僅かであるため,有 効な熱利用等

が検討 されることになろう。

(2)オ ンサイ ト用SOFC発 電 システム

1000kW級 常 圧 型SOFC発 電 シス テム

(SYS.OS1)の 概略エネルギーフローを第4

図に示す。

W.技 術開発課題と今後の方向性

1.セ ル/ス タック技術

セル/ス タックの技術開発課題は,セ ラ ミ

ックスの長所 を活か し,如 何 にしてその短所

を克服するかにある。
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第14表 各種電気事業用SOFC発 電システムの性能検討結果

シス テム フ ロー図

検

討

条

件

検

討

結

果

出力(送 電端)
燃 料

改質方式

排熱回収

電池圧力
その他

電

池

H

R

総

合

出 力(Netac)

効 率(HHV)

出 力(Netac)

効 率(HHV).

出 力(Netac)

効 率(HHV)

特 徴

内部 改 質型 シス テム

(SYSTEM-EUl/SYS-EU2)

)

1000℃

関o℃
酬 極H鰯 ト

蝋1関o℃
空 気極鑓]`

闘τo

へ
簿ガス

_1」

闘 渚冒 ◎一
Atr

300MW

LNG

内 部 改質

ガ ス タ ー ビ ン

8ata

20MW

LNG

内部 改 質

ガ ス タ ー ビ ン

8ata

外部 改 質型 シス テム

〈SYSTEM-EU3)

262.7MW

50.9%

41.8MW

8.2%

304.5MW

59.1%

1カ ソ_ド 循 環

300MW

LNG

外部 改 質(100%)

ガ ス タ ー ビ ン

8ata

19.8MW

50.7%

246.4MW

47.8%

3.OMW

7.7%

22.8MW

58.4%

53.3MW

10.3%

299.7MW

58.1%

300MW

LNG

外 部 改 質(50%)

ガ ス タ ー ビ ン ・

8ata

カ ソ ー ド 循 環

257.5MW

49.9%

47.3MW

9.2%

304.8MW

59.1%

・内 部 改質 によ り,シ ンプ ルな シ

ステ ム構 成 とな る.
・高 い 発電 効 率が 期 待で きる.
・発 電 規模 の 影響 は,イ ンバ ー タi

等 の 周辺 機 器の 効 率低 下 に よる
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器
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質

器

率

な

冷

ス

改

機

効

と

池

シ

部

温

合

度

電

め

外

高

総

程

石 炭 ガ ス化 ガ ス利 用 シス テム

(SYSTEM-EU4)

緋ガ ス ー 一 一 一 一 一@

Air

庄)下 衰 の うちの 左働(効 串=5ZIX)の ンステ ム フロー

300MW

石 炭 ガ ス 化 ガ ス

内 部 改 質

GT,ST

8ata

CR,0/C=1.5

300MW

石 炭 ガ ス 化 ガ ス

内 部 改 質

GT,ST

8ata

CR,S/C=2.5

常 圧 型 システ ム

(SYSTEM-EU5)

嬉ガス

229.9MW

37.7%

87.6MW

14.4%

317.5MW

52.1%

20MW

LNG

内部 改 質

スチ ー ム ター ビン

常 圧

208.9MWI
34.3%

76.OMW

12.5%

284.9MW

46.8%

19.5MW

47.3%

0.5MW

L3%

20.OMW

48.6%

あたたし吐点

い

で

発
低

の
要

却

循

冷

ド

に

一

特

ソ

.

,
カ(

るなと銚46

出

が

い
必

)

合

を

率

な
が

電
場

スガ化スガ

効

が

討

発

の

電

応

検

T

5

発

反

の

S

2
。

池

質

法

,
卜

電

改

方

環

即

・スチ ー ム ター ビンに よ る

排 熱 回収 とな る.
・実 用 的 には ,熱 の 有効 利 用

を検討 す る可能 性 大.

(注)HR=排 熱 回 収(ガ ス タ ー ビ ン.ス チ ー ム タ ー ビ ン),CRカ ソ ー ドガ ス循 環,GTガ ス ター ビ ン,STス チ ー ム タ ー ビ ン
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第15表 各種 オ ンサ イ ト用SOFC発 電 システ ムの性 能検 討結 果

システ ム フ ロー図

検

討

条

件

検

討

結

果

出力(送 電端)

燃 料
改質方式

電池圧力

電池温度

排出ガス温度
その他

電 池 出 力(Netac)

コ ジ ェネ用 熱源

送 電 端効 率(HHV)

熱 回 収効 率(HHV)

総 合 効率(HHV)

特 徴

内 部 改 質 型 シ ス テ ム

(SYSTEM-OS1//SYS-OS2)

藤
気空

鯉 ・@-92H4

肺 ガ.∩
c

400℃

leOO℃ sse℃

酬
燃料極

且ooo℃

空気極
850℃

排 熟回 収

鍵 焼 影 区】一 区5 剛
観翻

1000kW

都 市 ガ ス(13A)

内部 改 質

常 圧

1000℃

100℃

1000kW

都 市 ガ ス(13A)

内 部 改質

常 圧

800℃

100℃

外部 改質 型 システ ム

(SYSTEM-OS3)

・・@贈 「
400℃

'聯@一 一 旧

郭市ガス
400℃

1蕎℃
燃料極

1000℃

空気極

関0℃

・覧1.

B50℃

剛 改質器

⑤ 一判解魍 収i-29-『

燧 焼器 排熟回収 拠
携 璃回 較 ・田 一隠5.改 質 用触Xf一 ム発 生

供 給 ノλ鉢

1000kW

397Mca1/h

45.6%

21.1%

66.7%

1000kW

都市 ガ ス(13A)

外部 改 質(100%)

常 圧

1000℃

100℃

CR

1000kW

783Mca1/h

1000kW

433Mc註1/h

31.3%

28.5%

59.9%

44.4%

器1;1

1000kW

都市 ガ ス(13A)

外部 改 質(50%)

常 圧

ioOO℃

100℃

工000kW

302Mca1/h

・内 部改 質 に よ り,シ ンプ ルな シ

ステ ム構成 とな る.

・現在のセル特性で低温運転を行

えば発電効率,総 合効率が低い

45.5%

16.0%

61.5%

・電 池 冷却 ,改 質 用熱 源 な どの た

め シ ステム構 成 が複 雑 に な る.
・外 部 改質 器 や循 環 プ ロ ワー等 の

高 温 機器 の設 置 が必 要 とな る.
・総 合 効率 は,カ ソー ド循環 を 行

え ば 内部 改質 と同程 度 とな る.

ア ノ ー ド循 環 シ ス テ ム

(SYSTEM-OS4)

1000kW

都市 ガ ス(13A)

内部 改 質

常 圧

工000℃

100℃

AR(15.6%)

1000kW

456Mca}/h

ノ
0

'
0

/
O

α

/

0

/

0

'

4

0

4

5

4

9

4

2

aU

王000kW

都 市 ガ ス(13A)

内部 改 質

常 圧

1000℃

100℃

AR(45.2%)

1000kyv

578Mca1/h

44.69b

30.096

74.6%

・システ ム内 の ス チー ム潜 熱の 有

効利 用.
・高 い総 合効率 が 期 待で きる.
・循 環 プロ ワー等 の 高温 機 器の 設

置が 必 要 とな る.
・循 環 の ため の シ ステ ム構 成が 複

雑 にな る.

メ タ ノ ー ル 利 用 シ ス テ ム

(SYSTEM-OS5)

空 気 巴
騰 翼2

旧
250℃

s9ラー給 ホ'思

川・ ㊤
器o℃

1000℃

改質器

輔
1000℃

空気極

850℃

Hl

850℃

H隙動 距
髭

一
質

旧
改 割

露瀦

W

ル

k

一
質

℃

℃

ゐ

0

ノ

改

圧

0

0

d

OO

タ

部

00

10

鴻

ー

メ

内

常

ー

S

1000kW

475Mca1/h

40.990

22.6%

63.4%

lOOOkW

メ タ ノ ー ル

外 部 改 質

常 圧

1000℃

100℃

S/C・1.5

ioOOkW

375Mca1/h

40.7

17.7

58.4

/
0

/
0

/0

0
/

0
/
0
.'

・メタ ノー ルは低 温 で改 質可 能 .
・都市 ガ ス と比べ て ,総 合効 率 は同

程度 で あ るが,発 電 効 率 は メ タノ
ー ルが 多少 低 い.

(注)ARア ノー ドガ ス循 環,CRカ ソー ドガ ス循 環
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第16表 効 率 へ の 影 響 の 表

運転条件の変化 システム効率の影響

・燃 料 利 用率 を (電気事 業用)

高 くす る と ○ 電池 発電効 率 は,向 上 す る

(75%→85%) △GT発 電効 率 は,低 下 す る

○総 合効 率 は,向 上 す る

(オ ン サ イ ト用)

○ 電池 発電効 率 は,向 上 す る

△ 熱 回収 効率 は,低 下す る

△総 合効 率 は,低 下 す る

・S/Cを 低 く (電気事 業用)

す る と ○電 池発 電効 率 は,向 上 す る

(3.0→2.0) △GT発 電効 率 は,低 下 す る

○総 合効 率 は,向 上 す る

(オ ン サ イ ト用)

○ 電池発 電効 率 は,向 上 す る

○熱 回収 効率 は,向 上す る

○総 合効 率 は,向 上 す る

・電 池 入 口温 度 (電気事 業用)

を低 くす る と △電 池発 電効 率 は,若 干低 下一
(850℃ →750℃) す る

OGT発 電効 率 は,向 上す る

○総合 効 率 は,向 上 す る

(オ ン サ イ ト用)

△ 電池発 電効 率 は,若 干低 下

す る

○熱 回収 効率 は,向 上す る

○総 合効 率 は,向 上 す る

・電 池圧 力 を高 (電気事 業用)

くす る と ○電 池発 電効 率 は,向 上す る

(2ata→8ata) OGT発 電効 率 は,向 上す る

1
○総合 効 率 は,向 上 す る

注)GT:ガ ス ター ビ ン

○:効 率 向上,△

第2図

:効率低下

イ ン バ ー タ ロ ス(10)

AC出 力(509)

{軽㌃雪弩 鶴
力 スター ピンAC出 力(82)

排 が ス(33.8)

エネ ル ギー フ ロー 図(300MW級)

イ ンハ ー タ ロスuけ

AC出 力(473)

復 水 器(ll3)

スチー ムター・一ピン(1.3)

排 ガ ス(39,0)

第3図 エネ ル ギー フ ロー 図(20MW級)

1インバータロス(28)噺
内動力

AC}⊥1プ)(456)

排 力 ス(30.5)

コ ジ ェ 才(211)

第4図 エネルギーフロー図(!000kW級)

1.1技 術開発動向

従来SOFCに は多様 な形態 ・コンセプ ト

が可能であることが認識されてきた。しか し,

ほぼ出るべ きものは出つ くし,今 後それぞれ

のコンセプ トに対す るハー ド的な検討に基づ

くある程度の絞 り込みが予想される。

しかし,円 筒型セルへの湿式法が部分的で

はあるものの採用されつつあ り,今 後の新た

な製造方法の展開 も予想される。

量産技術については,ウ ェスティングハ ウ

ス社のプ リパイロット生産設備(PPMF)

などにより問題がより一層現実的なもの とな

るであろう。

1.2当 面の技術開発課題

技術開発課題については,SOFCの 開発

レベルが,円 筒型は1kW～ 数十kW級 セルスタ

ック(シ ステム試験)レ ベル,平 板型は数百

W～1kW級 セルスタック試作レベル,共 焼結

型(全 セル)は 材料/製 造方法探索レベルで

あるため,そ れらの技術開発課題が非常に広

範囲にあるのは明らかである。

現在の課題 を概観す ると,円 筒型ではモジ

ュール的な課題に移っているのに対 し,平 板

型では,材 料,製 造法の基礎 デー タの集積や

スタック/モ ジュール構成等が優先的課題に

なっている。平板型の課題の一つである大面

積化は,現 在のセラ ミックス技術 をもってす
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れば,特 に支持膜型で可能であると考 えられ

るが,モ ジュール/ス タック化に当たってあ

る程度の見極めが必要であろう。共焼結の中

心的課題は構成材料の収縮挙動を一致させ る

技術であるため,ノ ウハウの蓄積等長い地道

な努力が必要になる。 しか し,製 作 コス ト低

減,シ ール性,高 出力密度等の利点があると

ともに,平 板型において も部分的に採用され

る重要な技術 であ り大いに期待 される。

1.3内 部改質

SOFCで は,電 池温度が1000℃ と高 く,

また燃料極のNiに 触媒効果があるため,適 量

の水蒸気 を添加 して直接電池に導入すること

によ り改質反応 を行 わせ ることが可能であ

る。内部改質(燃 料 を電池内部で改質反応を

行わせること)は,シ ステム的にも大変魅力

のあるものであるが,改 質触媒等の基礎研究

の段階で詳細な研究は行われておらず,今 後

の一層の研究開発が望まれている。

1.4新 しいSOFC

これまでの研究の結果,既 に述べたような

有望 な材料,形 状,製 造方法等 を見いだした。

しか し,も しこれらの他に高性能 ・高機能な

SOFCが 開発されれば,SOFCの 将来の

エネルギー システムにおいて果たす役割は格

段に大 きくなるもの と考えられる。 したがっ

て,従 来の技術開発 と並行 して,従 来にない

SOFCの 開発等の取 り組みも重要である。

2.SOFCの 評価方法

SOFCは まだ開発途上であることか ら,

評価方法の提言は今後の より高次な開発を妨

げる恐れがあるが,技 術開発の過程及び実用

段階では,開 発の達成度の確認や性能・寿命・

安全性等の検討は必要である。本委員会では

これらの点を踏まえて評価方法の今後の方向

付けを中心に検討 したが,こ のような評価技

術の具体的検討はまだ開始 されたばか りであ

る。

3.シ ステム技術

SOFC発 電システムに対する大 きな期待

は,再 三述べ たように高温 ・高品質な排熱が

利用可能なことと内部改質によるシステム構

成のシンプル性および コンパク ト性にある。

システム化技術はこれ らの期待 をいかにシス

テムに具体化 してい くかにある。

システム技術の課題 としては,① 電気事業

用/オ ンサイ ト用発電プラン ト等を構築する

ためのシステム技術 と,②SOFCの 特徴を

活か した新 しいシステム,に 分けることがで

きる。後者の 「SOFCの 特徴 を活かした新

しいシステム」については,ま だシステムそ

のものの検討は非常に困難であるが,SOF

Cの 将来の夢/ビ ジョンを描いてみようとい

う試みである。SOFCの 利用分野/利 用形

態の展開を含めた新 しいSOFCシ ステムに

ついてはあまり具体的な検討はされていない

ため,無 限の可能性 を秘めている。

おわ りに

以上みてきたように,SOFCは 大変魅力

的なものであるが,克 服 しなければならない

多 くの技術開発課題がある。特に,PAFC,

MCFCの 延長的 ・i類推的なもの という従来

の視点か ら脱却 したセラ ミックスの特性を活

かしたSOFC,あ るいはSOFCの 特質 を

活か したシステムを実現す る新 しい概念の創

出が望まれている。

しか し,こ こ3年 間で当初は予想 もしなか

一41一



圏

った技術が展開されてい ることは,SOFC

の技術が極めて急速に展開 されていることを

示 してお り,今 後の展開が大いに期待 される

ところで'ある。

最後に,本 プロジェクトを進めるに当たっ

て,工 業技術院,NEDOお よび土器屋委員

長 をはじめとする調査委員会の委員の方々,

さらに他の関係者各位に多大なご教示,ご 協

力をいただいた。 ここに紙面 を借 りて深 く感

謝の意を表するものである。

(岩城秀雄氏の現職:東 北電力㈱技術開発部

技術調査課)
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FBR新 技術 フi一 ジ ビ リテ ィ調 査

(実用化 を目指 した新 しいプ ラン ト概念 ・要素技術)

津 久 井 亘圭1※
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FBRの 実用化は,ウ ラン資源の有効利用
1.ま えがき

というFBRの 本質的な成立条件に加えて,

高速増殖炉(FBR)は,発 電 しなが ら消

費 した以上の燃料 を生成する画期的な原子炉

であり,FBRに よるプル トニウム利用が本

格化すれば,我 が国において も,将 来的には

天然ウランの対外依存を大 きく低減 させ,原

子燃料の資源問題 を基本的に解決 しうるもの

と考えられる。 このような観点か ら,FBR

実験炉 「常陽」,原 型炉 「もんじゅ」が開発 さ

れ,更 には,実 証炉建設 を目指 して現在鋭意

研究開発が進め られている。

21世紀前半にはFBR実 用化が期待 されて

お り,こ れを順調に達成するためには,FB

Rの 安全性,経 済性のよ り一層の向上が求め

られる。 このために,(財)エ ネルギー総合工

学研究所では,通 産省資源エネルギー庁の委

託によ り,FBRの 実用化 を円滑に推進す る

ための新技術について,そ のフィージビリテ

イを評価することを目的とした調査研究 を平

成2年 度から平成4年 度 までの3ケ 年計画で

実施 している。本報告では,平 成3年 度 まで

の成果 と今後の計画について述べ る。

2.実 用化段階の新 しいFBRプ ラン ト概念

先行の炉型に勝るとも劣らない安全性,経 済

性 という条件が確保 されて初めて実現 されよ

う。本調査研究では,現 状のFBR技 術に と

らわれることなく,実 用炉に対するニー ズを

満たすために,種 々のアプローチによるプラ

ント概念 を構築 している。すなわち,

①エネルギーの長期安定確保

②人間社会 との調和,及 び

③地球環境への適合性

の3点 のそれぞれに力点をおき,3種 類のプ

ラン ト概念を構築 してきている。これらの概

念のキー となる出力,燃 料等については,将

来の選択に幅を持たせ るため,電 気出力につ

いては,30万kWeか ら400万kWeま で を対象 と

し,燃 料についても,混 合酸化物(MOX)

燃料のみならず,金 属燃料,窒 化物燃料 をも

対象 として検討 している。

以下,こ れらプ ラン ト概念の構築状況を述

べ る。

2,1エ ネルギーの長期安定確保

(大出力FBRプ ラン ト概念の検討)

(1)検討の着眼点

※ ㈲エネルギー総合工学研究所 主管研究貝
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エネルギーの長期安定確保のためには,使

用済燃料の再処理によ り分離されるプル トニ

ウムの利用により,天 然ウランの利用効率の

飛躍的向上が望 まれ る。 これを具体化す るに

は,必 要な電力需要に対応 したFBR発 電所

の建設と,再 処理施設の確保が必要になる。

原子力発電所の立地 を巡る情勢は厳 しくなっ

ているが,プ ラン ト出力の大幅増加を図るこ

とができ,か つ,軽 水炉の既設サイ トを リプ

レー スできれば,増 大する電力需要に対応す

ることができる。FBRは 伝熱特性の優れた

ナ トリウム を冷却材 として使用 しているの

で,現 状のMOX燃 料炉心でも出力の増加 に

対 して余裕があ り,更 に,仮 に窒化物燃料炉

心のオプションを考えた場合には,燃 料 自体

の安全裕度が加わるために,よ り一層の大出

力化を実現できる可能陛がある。このような理

由により,大 出力FBRは,エ ネルギーの長期

安定確保のための有力な手段になり得 る。

(2)検討結果

出力規模400万kWeの 炉心概念において,M

OX燃 料を用いた場合,ナ トリウムボイ ド反

応度5$以 下,燃 焼反応度3%△k/k程 度

の条件 を満たす一つの炉心概念は,ラ ッパ管

削除型集合体による超偏平炉心(等 価直径約

9m)と なり,制 御棒引抜 きによる局所的な

出力歪の検出性が課題(構 造健全性は未検討)

となるが,ATWS事 象(ス クラム不能時の

過渡変化)で の安全性については,中 性子漏

洩効果により,負 のフィー ドバ ック効果が大

きく100万kWeク ラスの炉心 と比べて遜色ない

ことが示された。

また,窒 化物燃料 を用 い,炉 心上部にナ ト

リウムプレナムを設けることにより,炉 心等

価直径の縮小,ナ トリウムボイ ド反応度の低

減等が達成 され,窒 化物燃料が大出力FBR

炉心燃料 として有望であることが示 された。

安全性の検討において,上 記の超偏平炉心

にもとつ く固有の安全機能 と制御棒軸伸び促

進機構やポンプコース トダウン延長策等の工

学的安全機能の適切な組合せにより,更 に安

全性の向上が期待 されることが示 された。

表1に 炉心概念の主要パラメー タ,図1に

その断面図(窒 化物燃料の場合)を 示す。

2.2人 間社会 との調和

(高度技術 ・簡素化FBRプ ラン ト概念の

検討)

(1)検討の着眼点

21世 紀の社会 にFBR技 術が受け入れ られ

るには,人 間社会 とFBR技 術 との調和が求

め られる。 このためには,基 軸エネルギーに

値するほ どの低廉なエネルギーであることは

表1大 出力FBRの 炉心概念

・電気出力/熱 出力400万/1000万kW

・燃料MOX ,窒 化物

1)ラ ッパ管削除型燃料

(燃焼欠損反応度に対する要求達成の

ため)

2)集 合体数(MOX)1980体

(窒化物)690体

・燃焼度

(MOX/窒 化物)15万/16万MWd/t

・増殖比

(MOX/窒 化物)1.27/1.34

・最大線出力密度

(MOX/窒 化物)384/750W/cm

・ナ トリウムボイ ド反応度

(MOX/窒 化物)5$/1.6$
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勿論であるが,わ か りやすい安全性,運 転員・

保守員への負担軽減等の達成 も重要な要素 と

なる。例えば,だ れにもプ ラン トの仕組みが

わか り,だ れにも運転でき,何 が起ころうと

も安全なプラン トは,「 わか りやすい安全性」

が運成されているプラン トと言えよう。固有

の安全性の拡大強化,静 的機器の積極的活用

等は,「 わか りやすい安全性」の具体的な努力

の例である。 また,軽 水炉に対 して不利 と言

われているプラン トの建設 コス トにつ いて

は,その低減のために,機 器の簡素化等の種々

の工夫が必要になる。運転保守性の向上のた

めには,機 器の簡素化 を拡大 して行 きつつ,

AI等 の高度な運転 ・保守システムで補 う形

が求め られよう。

(2)検討結果

炉心概念の具体化では,「冷却材は沸騰 しな

い。燃料は溶融 しない。」を目標 に,核 的・熱

的なプラン ト過渡挙動の解析 によ りSafety

Mapを 作成 し,個 々の設計パラメータの最適

な組合せ を明 らかに した。 これ らの結果をも

とに,増 殖性を確保 しつつ,固 有の安全性の

高い炉心 として,炉 心 とブランケットの混合

構成 ・ラッパ管削除燃料 ・軸方向非均質 ・炉

大出力FBRの 炉心の断面図(窒 化物燃料の場合)

心上部ナ トリウム領域設置等の特徴のある炉

心概念を構築 した。

また,シ ステム・設備の具体化においては,

簡素な自然循環型予熱方式を検討 し,大 幅 な

簡素化効果が得 られ る見通 しを得 た。更に,

ラッパ管削除型燃料の採用により,炉 心が低

圧力損失化され炉心の自然循環流量を約4割

増大 させ ることが可能 となり,炉 心出口のナ

表2高 度技術 ・簡素化FBRの 炉心概念

・電気出力/熱 出力100万/260万kW

・燃料MOX

1)炉上部ナ トリウム領域設置型の炉心

2)ラ ッパ管削除型燃料の使用

(余剰反応度の低減,低 圧損の達成)

・燃焼度14～15万MWd/t

・増殖比1 .1～1.15

・最大線出力密度

(ナ トリウム領域分散型)

(ナ トリウム領域集 中型)

・ナ トリウムボイ ド反応度

(ナ トリウム領域分散型)

(ナ トリウム領域集中型)

約330W/cm

約300W/cm

約2.5$

約3.8$
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トリウム温度 を約20℃ 低減可能であることが

示 された。

表2に 炉心概念の主要パラメータ,図2に

その断面図を示す。

高度技術 ・簡素化FBRの 炉心断面図(ナ トリウム領域分散型の場合)

2.3地 球環境への適合性

(サイクルにやさしいFBRプ ラン ト概念)

(1)検討の着眼点

発電所の運転中を含む燃料サイクル全体か

らの放射性廃棄物が少ないことは,地 球環境

との適合性の観点か ら望 ましいことである。

現在,使 用済み燃料の再処理からの高レベル

放射性廃棄物は,最 終的には,深 地層処分が

安全確保上最 も適切な方法であるとされてお

り,研 究開発が進められているが,仮 に,長

半減期の超 ウラン元素(以 下,Transuranicの

略称TRUを 使用)の 分離や消滅の技術が実

現されれば,放 射性廃棄物の処理 ・処分の負

担が軽減でき,燃 料サイクルの高度化に貢献

できる。

ところで,FBRの 高速中性子の領域では,

核分裂断面積に対する中性子捕獲断面積 の比

が小さいためにTRUを より多く装荷するこ

とが炉心特性上可能である。すなわち,TR

U装 荷は,中 性子の無駄な消費が増加するた

めに,炉 心の反応度低下をもたらすが,FB

Rで は中性子捕獲断面積が小さいのでこの反

応度低下が小 さくなる。 このように,FBR

はTRU消 滅能力に優れたプラントが実現 さ

れる可能性がある。

(2)検討結果

FBRで は,よ り多 くの余剰中性子を利用

できるため,ゼ ロボイ ド反応度及び増殖性 を

確保 しつっ,TRU及 び長半減期FPを 消滅

できるポテンシャルを有 している。このポテ

ンシャル を達成する炉心 として偏平二層型軸

非均質炉心概念(金 属燃料,MOX燃 料)を

表3サ イクルにや さしいFBRの 炉心概念

・電気出力/熱 出力30万/78万kW

・燃料 金属,MOX

1)ラ ッパ管ありの燃料使用

2)偏 平二層型アニュラー体系炉心

3)炉 心 部TRU含 有 率10%HM

・燃 焼 度(金 属)9万MWd/t

(MOX)11万MWd/t

・増 殖 比1 .05～1.1

・最 大 線 出 力密 度250W/cm

・ナ ト リウ ム ボ イ ド反 応 度0$程 度
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選定 し,そ の核的特性評価 を実施 して,概 念

構築 を行 った。 また,燃 料サ イクル施設 との

適合性評価のため,各 種燃料概念の比較 を

行った結果,金 属燃料炉心が全般的に優れた

特徴 を有 してお り,将 来有望な炉心概念であ

ることが示されたが,金 属燃料 と被覆管 との

共晶反応等については未だ不明な点があ り,

今後更に検討の必要があることがわかった。

表3に 炉心概念の主要パラメー タ,図3に

その断面図(金 属燃料の場合)を 示す。なお,

長半減期FP(1-129,TC-99)の 消滅の

ために,炉 心の まわ りにこれらの領域 を設け

てある。

サイクルにや さしいFBRの 炉心断面図(金 属燃料の場合)

3.実 用化段階における燃料取扱いシステム

の概念

本調査研究は,前 述 したプラン ト概念の う

ち,TRU消 滅処理プラン ト概念及び大出力

プラン ト概念に使用す る燃料取扱いシステム

について,そ れぞれ,炉 停止後直接燃料取出

3

7

3

し方式及び炉運転中燃料取出し方式をべ一ス

に,概 念構築 を行 った。

以下,概 念構築の 目的及び検討状況を述べ

る。

3.1炉 停止後直接取出し燃料取扱いシステム

(炉外プル トニウムインベ ン トリ縮小化シ

ステムの検討)

本調査研究は,燃 料取扱条件の厳 しいTR

U消 滅処理プラン ト概念に適用できる経済性

と安全性 に優 れた燃料取扱システム を構築

し,必 要な要素技術 を含めてシステムの成立

性 を明らかにすることを目的 としている。

直接取出し方式のシステム構築の基本アプ

ローチとして,静 的除熱方式 を前提に,高 発

熱燃料の移送 ・貯蔵方式,未 減衰燃料の管理

方法等の検討 を進めた。 また,FP及 び放射

性物質の放散に至る事象の分析 と燃料温度の

解析 を行い,燃 料移送ポット内のナ トリウム

喪失の防止が重要であることがわか った。更
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に,燃 料の炉外滞在期間の長短による炉外プ

ル トニウム量及びTRU量 の減少効果 を検討

し,炉 外プル トニウム量の減少には炉外滞在

期間の長短が効果があるが,炉 外TRU量 の

減少にはこれは効果が少ないことが明らかに

なった。

3.2炉 運転中取出 し燃料取扱いシステム

(高利用率 ・コンパ クト化燃料取扱いシス

テムの検討)

本調査研究は,将 来のFBRプ ラン トとし

て有望な大出力FBRプ ラン トに適合 し,か

つ,実 用化段階において想定される燃料サイ

クル条件,安 全性要求等に適合す る経済的な

燃料取扱システムを構築 し,そ の成立性を明

らかにすることを目的 としている。

大出力プラン トでは,燃 料交換数が増加す

るため燃料交換期間及び炉外貯蔵容量が増大

する。そこで,炉 運転中に炉内貯蔵燃料 を新

燃料 と交換す ることで,炉 停止期間短縮 と炉

外貯蔵量削減 を可能 とする炉運転中燃料出入

れ方式について,そ の効果,成 立性,シ ステ

ムイメージについて,検 討を進めた。また,

炉運転 中に新燃料 を炉内に入れることか ら,

熱衝撃の緩和が必要であ り,こ れについては

新燃料の予熱温度を上げるか又はナ トリウム

中への挿入速度を低減するかで緩和可能であ

ることがわかった。

4.FBR実 用化を支える要素技術

実用化段階におけるFBRを 支える各種の

要素技術について,プ ラン ト概念,燃 料取扱

いシステム概念 と関連 させて,現 在,8種 類

の調査研究を実施 している表4に8種 類の要

素技術の研究 目的及び研究内容 を示す。平成

3年 度は,概 念構築,試 験装置 ・試験体の製

作及び一部試験を実施 し,平 成4年 度は試験

の実施 とその実験解析 によ り,各 要素技術の

成立性 を評価する。

5.あ とが き

本報告は,日 本機械学会の第3回 動力 ・エ

ネルギー技術シンポジウム(平成4年11月12,

13日)の 講演論文集の原稿 をもとに作成 した。

なお,本 調査研究は,東 工大藤家教授 を委

員長 とする委員会(委 貝会の下に,東 大班 目

教授,東 工大斉藤助教授 を主査 とす る2つ の

WG設 置)で レビュー を受けつつ進めている。

表4要 素技術の研究目的及び研究内容

テ ー マ 名 研 究 目 的 研 究 内 容

①安全性向上機 安全性向上のための固有の特性を活 軸伸び機構の基本概念を構築すると

大 構の開発 用 した原子炉 停 止機構 には,種 々の ア と もに,大 出力FBRの 安 全解析 を も

出 イデア が提案 され て きてい る。本 研 究 とに,本 機構に要求される作動条件を

力 は,大 出力FBRへ の適 用性,特 にA 明確化 す る。 更 に,冷 却 材 の異常 な温

F
TWS対 策として出力ピーキングを考

慮 した炉停止系の軸伸び機構につい

度上昇を想定した場合について,軸 伸

び量の解析や軸伸び機構への冷却材導
B て,そ の成 立性 評価 を 目的 とし実 施 し 入等の水試験を実施し,本 機構の成立

R て い る 。 性評価に関す る基礎データを入手す

る 。
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テ ー マ 名 研 究 目 的 研 究 内 容

大
出

力
F
B

R

②合体型機器の

開発

NSSSエ リアの大 幅 な縮小 の ため

に は配管 に よ り孤 立 して い る冷却 系機

器 の合体 が効 果 的 であ る。 本研 究 は,

合 体 型機 器 の概 念構築 を 目的 と し実 施

してい る。

各種合 体 案 の うち,プ ラ ン トの コ ン

パ ク ト化 に有効 なSG・IHX・2次

ポ ンプの合体 案 に つ いて,構 造概 念 の

提 案,成 立性 に係 わ る主要 な部位 につ

いて構 造解 析 を実施 す る。

高
度
技
術

・

簡
素
化
F
B
R

③ ホ ッ トルー フ

デ ッキの検討

原 子炉 ルー フデ ッキは,断 熱層 の設

置等 に よ り複 雑構 造 とな って い る。 本

研 究 は,断 熱 層 を削減 したルー フデ ッ

キ(ホ ッ トルー フデ ッキ)の 概 念構 築

を 目的 とし実 施 して い る。

ホ ッ トルー フデ ッキの概 念構 築上 支

配 的 な カバ ー ガ ス部 の伝 熱 流動 現象 に

つ い て,ナ トリウム実験 に よ り自然 対

流,輻 射伝 熱及 び ミス ト挙動 を把握 し

て,解 析手 法 の向上 に よる概 念構 築 に

役 立 たせ る。

④高信頼性SG
の検討

FBRのSGは ナ トリウム と水 ・蒸

気 の境 界 とな るの で,信 頼 性 の一 層の

向上 が求 め られ て い る。本 研 究 は,高

信 頼 性SGの 達成 手段 として のヘ リカ

ル コイルニ重伝 熱 管 にっ いて成 立性 評

価 を 目的 と し実施 してい る。

今 まで に概 念構築 を図 って きたヘ リ

カル コイルニ重 管SGに つ い て,ナ ト

リウム を使 用 した コイル部 の伝 熱性 能

試 験,及 びヘ リウム を使 用 した漏洩検

出性 確 認試 験 に よ り,成 立性 評価 の基

礎 デー タを入手 す る。
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⑤安全特性に着

目した1次 主

循環ポンプシ

ステムの研究

ナ トリウム とい う冷 却材 の特 徴 を活

用 して プ ラン トの コンパ ク ト化 を図 る

電磁 ポンプ を1次 主循 環 ポ ンプ として

使 用 す る システ ムが今 まで検討 され て

きた。本研 究 は,こ の シ ステム で フ ロー

コー ス トダウ ン時間確 保 等の安 全特 性

の確保 を 目的に実 施 して い る。

電磁 ポ ン プ の 安 全 特 性 と して,フ

ロー コー ス トダ ウン特性,瞬 時 電圧低

下 対応 及 び部分 運転 特性 の3点 につ い

て,超 伝導 エ ネル ギー貯 蔵 システ ム を

組 み合 わせ たシス テム に よ り試 験 を行

い安 全 特性 の確保 状 況 を確 認す る。

⑥TRU回 収技

術に関する調

査研究

高 レベ ル廃 棄物 か らTRUを 高 い収

率 で回収 し,FBRで 効率 良 く消滅 さ

せ る こ とは,燃 料 サ イ クルの観 点 か ら

望 ま しい。本 研 究 は,TRU回 収 技術

と して,湿 式 法 及 び乾 式 法 を組 み合 わ

せ た方法 を選 定 し,そ の 成立 性評価 を

目的 と し実施 して い る。

高 レベ ル廃液 か らTRU,希 土類 の

分離 には,乾 式 法(シ ュ ウ酸沈 澱法)

を使 用 し,TRUと 希 土類 の分 類 には

乾 式法(電 解精 製 法)を 使 用す る回収

技術 につ いて,模 擬TRUと してNd

を使 用 した試験 等 に よ り,本 方 法 の成

立 性 を評価 す る。
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⑦高伝熱性燃料

収納容器の開

発

TRU含 有の使用済み燃料を炉内貯

蔵せずに炉外に取 り出すと,炉 内貯蔵

後の燃料に比較し,そ の発熱量が1桁

程度増加する。本研究は,TRU含 有

の燃料を炉外に直接取 り出すための容

器(高 伝熱性燃料収納容器)の 開発を

目的とし実施している。

伝熱性に優れた容器の概念構築をす

るとともに解析により必要な伝熱量が

確保されることを確認する。更にナ ト

リウムを使用 した伝熱模擬試験によ

り,伝 熱性能データを入手する。

⑧ホット燃料交

換機の開発

大出力FBRは 燃料体数が増加する

ため,定 検時の燃料出し入れでは,そ

の期間が著しく増加する。本研究は,

定検期間の短縮を目指し,原 子炉運転

時に燃料出し入れが可能な燃料交換機

(ホット燃料交換機)を開発するため,

その成立性評価を目的とし実施してい

る。

炉心 出 口温度 の 条件 で正常 な作動 が

期待 で きる ホ ッ ト燃料交 換機 を概 念構

築 す る とともに,新 材料(セ ラ ミッ ク,

耐 熱合 金)の 機構 要 素(燃 料昇 降 用 ボー

ルネ ジ)を 高温 ナ トリウム 中 で作 動 さ

せ,耐 磨 耗 性,耐 蝕 性及 び作 動確 認 に

関す るデー タ を入 手す る。
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一 何 故FBRの 開 発 を続 け るの か

(私 見)一

最近のマスコミでは,プ ル トニウム利用の

見直 し,フ ランスのスーパーフェニックスの

運転再開の延期等が大 きく取 り上げられて,

あたかもFBRの 開発はや らなくてもよいよ

うな印象を与えている。そこで,以 下に,「何

故FBRの 開発 を続けるのか」について,著

者の私見をなるべ くわか りやす く述べてみた

い 。

1.FBRの 開 発 意 義

FBRの 説明資料には,FBRの 開発意義

として炉物理上の特性について最初に記載さ

れることが多い。従 って,今 更説明するまで

もないように思われるのだが,FBRの 論議

にはこの確認がやは り必要である。

軽水炉では,主 として,天 然ウランにわず

か0.7%し か含まれていないウランー235と,

原子炉の運転 中にウランー238か ら変換生成

されるわずかのプル トニ ウムー239と の核分

裂 のエネルギー を利用 しているので,再 処理

で分離 されるプル トニウムの利用(プ ルサー

マル)を 想定 しても,天 然ウランの高々1%

程度 しか利用できない。 これに対 して,FB

Rは,核 分裂で発生 した減速吸収 される前の

高速中性子を使用 して核分裂 を持続 している

ので中性子の数に余裕が生 じ,余 った中性子

により最初に炉心に装荷 した燃料以上の変換

生成が可能である。このために,燃 料サイク

ル途上の損失分 を考慮 しても,天 然 ウランの

約50～70%が 使用可能 とな り得る。

OECD/NEA(経 済協力開発機構 ・原子力機i

関)の1989年 の報告書には,確 認埋蔵 ウラン

資源で再処理 を行 わない とした場合 には,

1000基 の100万kWの 軽水炉 を25年 間運転 させ

ることしかできず,プ ルサーマルを実施 して

も,そ の期間を40%伸 ばすことができるにす

ぎない との記述がなされている。 これによれ

ば,現 在世界には既に100万kW換 算で300基 の

原子力発電所があり,将 来の増加 を考慮する

と100年 以内にはウラン資源が枯渇する恐れ

さえある。更に,同 報告には,こ れらのこと

を踏まえて,高 速増殖炉でプル トニウム利用

が図れるならば,1000年 間にわたって燃料 と

して使用可能であり,こ れが石油や石炭 と決

定的に異なる旨の記述がなされている。

2.FBR開 発の歴史と今後の動向

現在世界の原子力発電は,周 知のように,

殆 どが軽水炉 を中心 とした熱中性子炉による

ものであるが,ウ ラン資源の有効利用の観点

から,米 国,英 国,フ ランス,ド イツ等の先

進国は,FBRの 開発 を数10年 にわた り継続

実施 してきている。なお,意 外に知 られてい

ない事実 として,世 界で最初の発電はFBR

によるものであ り,1951年 米国のEBR-1

というFBRの 実験炉でこれが達成 されてい

る。

FBRの 開発は,他の炉型 と同様に実験炉,

原型炉,実 証炉のステップで開発が進められ

てきたが,実 証炉の段階あたりか ら,ウ ラン

需給の緩和基調の背景のもとで各国の政治的

経済的な事情が絡み,必 ず しも当初計画どお

りに進んできていないのが現状である。すな

わち,米 国では,再 処理路線放棄により民間

のプル トニウム利用は当面中止 されてお り,

ヨーロッパでは,個 別の国毎の実証炉開発か

らヨーロッパ統一炉(EFR)の 開発へ路線

変更がなされている。しかし,大 切なことは,
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米国では,実 験炉 を動か し続けるとともに,

新型の高速炉(当 面は増殖せず)の 設計研究

と乾式再処理技術の開発を現在精力的に行 っ

てお り,ヨーロッパでは,1988年 以降 ヨー ロッ

パ5ケ 国が開発分担して,EFRの 設計研究

と要素技術の開発 を進めているという事実で

ある。

我が国は,前 述の先進国に若干遅れはした

が,実 験炉 「常陽」,原 型炉 「もんじゅ」の開

発を着実に進めてきてお り,現 在実証炉の仕

様 を検討す る段階に至っている。我が国では,

ウラン資源の有効利用 と原子力発電の供給安

定性の向上 を国の基本方針 としてお り,そ の

ために,使 用済燃料の再処理 とプル トニウム

利用の体系確立を目指 している。FBRが プ

ル トニウム利用の柱 であ るこ とを勘案す る

と,今 後,安 全性 ・経済性において軽水炉に

勝 るとも劣 らないFBRを 開発することが至

上命題 となる。

3.FBR実 用化 までの地道な研究開発の

必要性

1987年6月 原子力委員会が定めた原子力開

発利用長期計画では,FBRの 実用化は基本

的には市場 メカニズムによるもので,そ の時

期 を現 時点 で見通す こ とは困難 としなが ら

も,経 済性 ・安全性 を含め軽水炉 によるウラ

ン利用に勝 る技術体系を構築することを積極

的に 目指す ことを基本 として,「軽水炉 と経済

性 ・安全性において競合 し得 る高速増殖炉の

技術体系の確立は,2020年 代から2030年 頃を

目指すこととする」 となっている。

当然のことか もしれないが,自 国にウラン

資源はな く将来的にはFBRに よる発電が必

要不可欠で,か っ,FBRの ような長期的な

研究開発 を継続できる経済的余裕のある国が

積極的に努力すべ きであろう。その意味で,

ヨー ロッパ,日 本が現在FBR開 発に熱心な

のは本来の望 ましい姿 と言えよう。実用化 ま

でに時間に余裕があるか らといって,た だ手

をこまねいていては,そ の時が来た時にも何

もできないことも忘れてはなるまい。

ところで,FBRの 早期導入を躊躇 させる

主要因に発電 コス ト,特 に軽水炉 より高い建

設 コス トの問題がある。我が国の実証炉は,

軽水炉 の1.5倍 以内の建設 コス トを目指 して

いるが,将 来のFBR実 用炉は,燃 料コス ト

等の他のコス トを含めた発電コス トが軽水炉

より低 くなっている必要がある。現時点で重

要なことは,発 電コス ト低減の見通 しを立て

その展望 を描 き,そ のための研究開発を今後

粘 り強 く継続す ることである。現在国内外で

研究 されているプ ラン ト機器の簡素化や合

体,2次 系ループの削除等の物量削減やプラ

ン ト標準化 は建設コス トの大幅低減 を狙った

ものであ り,長 寿命炉心の採用,更 には金属

燃料,窒 化物燃料 をも将来の候補にあげ幅広

く基礎的領域 まで研 究の対象 としているの

は,天 然ウランコス トの大幅上昇 を期待せず

に,FBRの 実用化を達成するためである。

ヨー ロツパのFBRは,種 々の トラブルで

利用率が必ず しも高 くない。この問題がFB

Rの 安全性に絡めて論 じられることが多い。

確かに トラブルは望ましいことではなく,未

然に防止され る必要があるが,炉 心損傷を招

いたTMI事 故や外部へ放射 性物質 をまき散

らしたチェルノブイリ事故 とは全 く性格が異

なることも認識すべ きである。軽水炉に勝 る

とも劣 らない安全性の高巨FBR実 用炉を実

現す るには,現 在のFBR技 術の改善だけで
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な く,発 想の転換に基づ く安全性向上策 も必

要 となろう。FBRが 多数基建設され運転 さ

れ るような状況の もとでは,2系 統存在する

制御棒が全部挿入できな くなるというような

極端な事態 を想定 したとしても,炉 心の固有

安全特性により未臨界を達成可能なようなF

BRも 必要 とされよう。このような研究開発

も長期的な観点か ら早めにスター トす る必要

がある。

4.地 球環境問題への配慮

今後の発電手段の成立条件には,地 球環境

の問題 も避けては通れない。特に,地 球温暖

化はその主原因が炭酸ガスとみなされている

ために,石 油,石 炭等の化石燃料については

その解決が強 く求められている。炭酸ガスの

回収 ・処理の研究が現在積極的に実施 されて

いるが,現 状ではまだその技術的成立性の見

通 しが得 られてお らず,仮 に成立す るとして

も発電 コス トの大幅な増加が避け られない。

水力発電 と原子力発電は炭酸ガスを放出しな

い発電手段の代表選手であり,天 然ガスも石

炭,石 油に比較す ると炭酸ガスの放出抑制が

可能な発電手段 である。今後 も,地 域,国 の

特徴 を考慮 した適切な発電手段の選択の必要

があるが,我 が国のような場合には,水 力発

電は国内には既 に開発余地がな く,天 然ガス

について も海外依存のために多 くを望めない

ので,原 子力発電に対する期待は強 くならざ

るを得 ない。(なお,最 近の報告によれば,原

子力発電の単位電気出力当たりの炭酸ガス放

出量は,ウ ランの採掘,精 鉱,濃 縮 廃棄物

処理,廃 炉等を含めても,化 石燃料の発電に

よる放出量の1/10以 下 となっている。)

一方
,原 子力発電の負の面 として,使 用済

み燃料 を含めた放射性廃棄物の問題がある。

この放射性廃棄物の中には,百 年,千 年の長

期間にわたって放射線 を出 しつづける長半減

期核種があ り,子 々孫々にわたるような処理

処分が必要 とされる。使用済み燃料の再処理

により,放 射性廃棄物 として扱われるプル ト

ニウムが有効 な資源 となるために,長 半減期

の放射性廃棄物の量は,再 処理 しないで全て

を放射性廃棄物 とした場合の10分 の1に 低減

でき,更にプル トニウム以外のアメリシウム,

ネプチニ ウムのようなア クチナイ ドや長半減

期FPを 分離させ ると,長 半減期の放射性廃

棄物の量は100分 の1に 低減できるとされて

いる。FBRは,高 速中性子 を利用 している

ために,こ れら長半減期核種 を炉 内で効果的

に消滅 し得 る特性を有 しているので,原 子力

発電の負の要素 を軽減することにも役立つ。
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1。 は じ め に

最近の地球環境問題か ら化石燃料に代わる

クリーンなエネルギー源の一つ として水素が

脚光を浴びているが、この水素を可逆的に吸

蔵 ・放出する新素材 として,水 素吸蔵合金が

注目されている。

水素吸蔵合金は,1960年 代にアメリカ,オ

ランダで発見された新素材 であり,そ の代表

的 な もの として,希 土類系(LaNi5),Ti系

(TiFe),Mg系(Mg2Ni),Zr系(ZrMn2)な ど

の合金がある。

現在,こ の水素吸蔵合金の持つ種々のエネ

ルギー変換機能や水素貯蔵機能などを利用 し

て,ヒ ー トポンプや冷凍装置,水 素自動車な

ど幅広い分野での研究開発が行われてお り,

その応用分野のひ とつ として最近実用化され

た ものに,Ni-Cd電 池の代替 としてのNi一水

素吸蔵合金二次電池がある。

また,こ れらの利用技術の開発 と並行 して,

より高性能 な合金材料 の開発 も行 われてお

り,今 後 とも各用途に適 した合金が開発 され

ていくもの と見通され る。

本稿では,当 エネルギー総合工学研究所に

おいて,平 成3年 度に九州電力株式会社の委

託により実施した 「水素吸蔵合金利用に関す

る調査研究」の調査結果の中か ら水素吸蔵合

金 の特性 と利用技術 の研究開発状況につい

て,そ り要 旨を紹介する。

2.水 素吸蔵合金 とは

金属あるいは合金の中には,水 素 と速やか

に反応 し,大量の水素 を吸蔵するものがあ り,

この種 の合金 は,水 素吸蔵合金(Hydrogen

absorbingalloys,Hydrideformingalloys)

と呼ばれている。

水素吸蔵合金が水素 を吸蔵 する とい うの

は,水 素が合金の表面等に物理的に吸着す る

のではな く,合 金 と水素が化合物である水素

化物 を形成するからである。

つ まり,金 属は結晶構造をなしてお り,そ

れを構成している金属原子は規則的な格子状

に並んでいる。 しか し,原 子 と原子の間には

隙間があ り,水 素原子が この隙間に入 り込み

水素化物になる。

水素吸蔵合金 と水素の反応は次の式で示 さ

れる。この反応は,比 較的制御 しやすい温度,

圧力条件によ り右へ も左へ も速やかに進む。

M+n/2H2#MH。+Q

ここで,Mは 水素吸蔵合金,MH.は 水素化

*働 エネルギー総合工学研究所 主任研究員
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水素圧力が
上がる

倉

水素

鎖){}
水素吸蔵合金
(水素を含む)

加熱合

墨
水素脱離

吸熱

o
水素圧力を

下げる

o 水素圧力を
上げる

o-fi吸 熱 発熱o駅}熱
水素吸蔵合金

(水素を含む)

水素脱離

水素吸蔵合金
(水素を含まない)

水素吸収

図1水 素 吸蔵合 金 の 原理(出 所)文 献(16)

物,Qは 反応熱を示す。

雰囲気温度 を上げるか,水 素ガスの印加圧

力を下げ ると,水 素が放出され,逆 に雰囲気

温度を下げるか,圧 力を上げると水素が吸蔵

される。(図1参 照)

実用 となる水素吸蔵合金は,通常,水 素 を吸

蔵する金属(ア ルカリ土類,IIIA族 ～VA族 の

金属及びPd)と 水素 を吸蔵 しない金属(Pdを

除 くIVA～IIB族)と が組み合わされている。

水素吸蔵合金の特徴 としては,

①液体水素に匹敵する高い水素吸蔵密度が

ある(表1参 照)

②高圧ボンベの2倍 以上の高い水素含有率

をもつ

③発熱量が大きい(水素1モ ル当り20～65kJ)

④反応速度が速い

⑤安定な化合物である水素化物 を生成する

⑥選択的に水素を吸蔵(水 素の精製機能を

もつ)す る

などがあげられる。

表1水 素吸蔵合金中の水素密度と

水素含有量(出 所)文 献(8)

水素密度 水 素 量

(molH、/dm・) (wt%)

水素ガス(標 準状態) 0,045 100

液体 水 素(20K) 35 100

水(293K) 56 11.2

MgH2 55 7.7

Mg2NiH4 47 3.6

LaNi5H6 52 1.4

TiFeH2 47 1.9

高圧 ボ ンベ(150気 圧) 6.7 1.2*

*ボ ンベ の重量 を含 んだ値

3.水 素吸蔵合金の特性 と利用システムの要

求条件

先にも述べた とお り水素吸蔵合金は,大 量

の水素 と反応熱を伴 う可逆的な水素化,脱 水

素化反応を比較的制御 しやすい温度,圧 力条

件 で起 こすことができる。これにより,図2

に示す ように単に水素の貯蔵のみならず,蓄
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熱,ヒ ー トポンプなどの熱エネルギー貯蔵,

変換機能あるいは,熱 一機械エネルギー変換

機能など種々のエネルギー変換機能が期待で

きる。

また,水 素吸蔵合金には,そ の性能を評価

す るための種々の特性がある。 したがって,

これらの利用 システムにおいては,水 素吸蔵

合金の特性 を十分に考慮する必要がある。

3.1水 素吸蔵合金の水素化特性

(1)初 期活性化特性

水素吸蔵合金は製造直後でさえ,そ の表面

には空気中の水分等が吸着あるいは酸化物が

形成されてお り,水 素 との反応の大きな障害

となっている。 これを取 り除 き,水 素 との反

応がスムーズに行 えるようにす る処理を初期

活性化処理 と呼び,こ れには,一 般 に高温,

高水素圧力の還元雰囲気を必要 とする。

従 って,利用システムの設計においては,そ

の耐圧,耐 熱性能 を越えない条件で初期活性化

が可 能 な水 素 吸蔵 合 金 の 選 択 が 必要 で あ る。

(2)平 衡 特牲

水 素 吸 蔵 合 金 と水 素 の 平 衡 反 応 は,水 素 庄

力(P),組 成(水 素 吸 収 量)(C)及 び 温 度(T)

の 関 係 に よ り表 さ れ る。

一 定 の 水 素 吸 収 量(C)に お け る 水 素 圧 力

(P)は 温 度(T)の 逆 数 と一 次 の 関係 に あ る。

これ をVan'tHoffの 関 係 と呼 び,次 式 で 表

さ れ る。

InP=(△H/R)・T-1十 △S/R

こ こ で,Rは 気 体 定 数,△H及 び △Sは 水

素 ガ ス1mo1が 合 金 と反 応 す る際 の エ ン タ ル

ピー 及 び エ ン トロ ピー 変 化 で あ る。

図3は,代 表 的 な 合 金 一 水 素 反 応 系 のVan'

tHoffプ ロ ッ トを 示 す 。 △H及 び △Sは,

Van'tHoffプ ロ ッ トの 傾 きお よび 切 片 か ら

求 め られ,一 般 に 比較 的 広 い温 度 範 囲 で一 定

値 を持 つ こ とが 知 られ て い る。

ま た,一 定 温 度 に お け る水 素 圧 力(P)と 水

素 吸 収 量(C)の 関 係 は,圧 カー 組 成(P-C)

7H,十M

〔水素〕

↓

水素化 〔放熱,ヒ ー トポンプ〕

発熱

→

〈一 一 一 一

〔鰹 〕吸熱

/蝋
柵.+Q

＼
＼

＼

〔金属水素化物〕

く　

脱水素化 〔蓄熱〕

＼排熱など

へ
＼
＼
＼
＼

機械エネルギー

〔熱機関〕

図2水 素吸蔵 合 金の機 能(出 所)文 献(1)
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図3合 金 一水 素 系 のVan'tHoffプ ロ ッ ト(出 所)文 献(2)

等温線で表される。

図4に,典 型的なP-C等 温線 を示す。

点線で示す理想的な場合に比べ,現 実の水

素吸蔵合金のP-C等 温線には,プ ラ トー領

域の傾斜および水素吸収,放 出圧力の差(ヒ

ステ リシス)が 認められ る。 これ らが小さい

程,反 応の可逆性に優れたエネルギー変換材

料 として望 ましい水素吸蔵合金であると言え

る。これ らの平衡特性は,利 用システムに用

いる水素吸蔵合金の選択及び機器そのものの

設計に必要不可欠である。特に,平 衡水素圧

力は利用 システムの作動温度,圧 力条件に合

致するよう調整す る必要がある。

(3)反 応速度

多 くの利用 システムでは,ト ータルな反応

速度 として,合 金1kg当 り5～10s1/minの 値

が要求され る。

利用システム内での反応速度は,反 応熱の

伝熱が律速す る場合 と,合 金 と水素 との反応

そのものが律速する場合 とがある。

常温以上で作動する利用 システムの場合,

合金そのものの反応速度は,僅 かな反応差圧

(0.1atm程 度)で,要 求される値以上 となるた

め伝熱律速 となり,水 素吸蔵合金充墳容器の

熱交換器の熱交換 性能の向上が重要 となる。

一方,0℃ 以下の低温度域では,合 金その

ものの反応速度が低下することがあるため,

利用 システム設計の際には,熱 交換器性能 と

併せて考慮する必要がある。

(
山

理 想的 な

P-C等 温 線

組 成'Cl

図4典 型的 な圧 カ ー組 成 等温 線図
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(4)耐 久性

水素吸蔵合金の耐久性には大きく分けて,

水素吸放出の繰 り返 しに対す る場合(サ イク

ル寿命特性)と 不純物に対する場合(耐 被毒

特性)と がある。

一般に,水 素吸蔵合金が水素化物 となる場

合,そ の弾性限界をはるかに越える約20%も

の体積膨脹が生 じる。従って水素吸放出の繰

り返 しは,合 金の膨脹,収 縮 を生 じさせ,合

金の微粉化 とともに合金構造その ものを変化

させる。 また,合 金表面の水素に対する反応

活性点が不純物により被毒 された場合に も,

水素吸収量の急激な減少,あ るいは反応速度

の低下 をきたす。従 って,利 用 システムでは,

これ らを考慮 した合金を選択す るとともに,

水素吸蔵合金充唄容器の気密性等にも配慮す

る必要がある。

3.2水 素吸蔵合金の特性

(1)粒 度

水素吸放 出の繰 り返 しにより合金は,平 均

粒径が数十μm程 度にまで微粉 し,1μm以 下

の粒子 も混在す る可能性がある。 これは,利

用システムにおいてバルブ等の動作不良 を引

き起こす原因となるため,水 素流路等にフィ

ルター を設ける必要がある。

(2)熱 伝導度

微粉化 した水素吸蔵合金の熱伝導度は合金

自身に比べて大 きく低下 し,0.5～1J/s・m・

K程 度になる。このことは,利 用 システムを

スムーズに作動 させる際の障害 となる。伝熱

フィン等により,水 素吸蔵合金充填層の有効

熱伝導度を改善できるが,顕 熱の増加による

機器 の効率低下 を同時に考慮す る必要があ

る。

(3)比 熱

水素吸蔵合金の比熱は,他 の金属材料 と同

等の0.4J/g・K程 度である。その水素化物は,

合金中の金属原子 とほぼ同数の水素原子を含

むため,そ の比熱はおおむね合金状態の2倍

とな り,顕 熱の増加 をもたらす。

(4)密 度

水素吸蔵合金の真密度はMg2Ni等 のマグ

ネシウム系で2g/cm・,LaNi,等 の希土類元

素一Ni系 で7～8g/cml程 度である。一般に水

素吸蔵合金は,気 孔率50%程 度の粉体で使用

されるため,水 素吸蔵合金充填容器の設計で

は充填容積 を真密度から計算 される値の2倍

程度にす る必要がある。

3.3水 素吸蔵合金の安全性

(1)発 火性

水素吸蔵合金はその構成元素 として比較的

活性なMg,Ca,Ti,Zr,V,La等 の元素 を

含むが,初 期活性化処理前の合金は極端な微

粉末でないか ぎり,空 気中で自然発火のおそ

れは少ない。 しかし,初 期活性化処理後の微

粉末 は発火石 として知 られるCeと 同程 度の

発火性 を示 し,空 気にさらすだけで自然発火

する場合 もある。従 って,利 用システムにお

ける水素吸蔵合金充填容器の気密性は,合 金

被毒の防止だけでな く,安 全性の点か らも重

要である。

(2)合 金粉体 の膨脹,収 縮及び流動の影響

水素吸放 出による,合 金の膨脹,収 縮及び

流動は,水 素吸蔵合金充填容器に局部的な応

力を生 じさせ,容 器の変形,ひ いては破壊 を

招 く恐れがある。従って,容 器設計では,単

に耐圧設計す るだけでは不十分 であ り,約

20%の 合金充填層の膨脹 を緩衡できる構造に

一57一



1

する必要がある。

3.4合 金材料の現状特性 と利用システムの

要求特性

表2に,現 状合金の特性 をまとめて示す。

これ らの合金の内,各 特性が最 もバランス良

くそろっているのはLaNi5合 金 を代表 とす

る希土類一Ni系 合金であり,利用システム開

発では,こ れを選択 しているものが多い。

また,表3に は,種 々の用途に対 して要求

され る水素吸蔵合金の特性 をまとめて示す。

平衡特性(平 衡水素圧力)は,各 用途に共通

して要求されるため,合 金種の選択において

第1に 考慮すべ き重要な特性 である。

4.利 用技術の研究開発状況

水素吸蔵合金の利用技術 を分類すると図5

のようになる。以下に,い くつかの利用シス

テムの概要を示す。

4.1ヒ ー トポンプ

水素吸蔵合金 を用いたヒー トポンプは,い

ずれ も2種 類の異なる吸蔵 ・放出特性を持 っ

た合金 を組み合わせて利用 されてお り,熱 駆

動式 ヒー トポンプとコンプレッサ式 ヒー トポ

ンプがある。

一例 として,図6に,熱 駆動式 ヒー トポン

プの暖房サイクルの原理 を示す。

①合金2を 温度T1か らTmに 加 熱 して水

素 を放出させ る。(点A)

②放出 した水素は温度Thの 合金1に 吸収

させ,こ の時に発生す る熱エネルギーを

暖房 に利用する。(点B)

③合金1を 温度Tmに,合 金2を 温度T1

にすると合金1の 平衡水素圧は合金2よ

り高 くな り,合 金2は 吸収 していた水素

を放 出して冷却され(点C),放 出した水

素は合金2に 吸収される。(点D)

このようなサイクルを構成 して水素 をA→

表2水 素吸蔵合金の現状特性

合金系
べ 一 ス

合 金

初期活性化

特 性

平衡水素圧力

(室温)
水素吸蔵量 反応速度

耐 久 性

サ イクル寿命 耐被毒,耐 食性

希 土類

一Ni系

LaNi5 100℃ 以下

1MPa以 下
0.01～10MPa

1～1.5wt% 10s1/min

以 上

10000ア ル カ リ耐 食性

サ イ クル以 上

Ca系

一Ni系

CaNi5 100℃ 以下

1MPa以 下
0.0!～2MPa

1～1.5wt% 10s1/min

以 上

10000一

サ イ クル 以 下

Ti系 TiFe

TiCr1.8

TiMn15

100℃ 以 下

!～10MPa

以 下

0.01以 下 ～

10MPa

1～2wt%

ユ～10s1/

min以 上

5000～10000一

サ イ クル 程 度

Zr系 ZrMn2 100℃ 以 下

1MPa以 下

0.01以 下 ～

1MPa

1～1.5wt% 10sl/min

以 上

20000一

サ イ クル 程 度

Mg系 Mg2Ni 200℃ 以 上

1MPa程 度

0.001MPa

以 下

2～3wt% 1sl/min

程 度

1000一

サ イ クル以 下
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表3種 々の用途の水素吸蔵合金に要求される特性

利 用 技 術 合金使用
雰囲気 初期活性化 平 衡 特 性 反 応 速 度 耐 久 性

熱 利 用

(ヒー トポ ンプ,

蓄熱,熱 輸送)

純水素 システム耐圧以下

(1MPa以 下)

適正 な平 衡圧 力

(0.5～1MPa)
平坦 なプ ラ トー,
ヒス テ リシス小

合 金1kg当 り

10sl/nゴn以 上

50000サ イ クル

以上

圧 力 利 用

(コ ンプ レッサー,

ア クチュ エー タ)

純水素 システム耐圧以下 適正な平衡圧力

水素吸収量大

合 金1kg当 り

10s1/min以 上

50000サ イ クル

以上

水素 貯蔵

(貯蔵,輸 送)

純水素 システム耐圧以下

(1MPa以 下)

適正な平衡圧力

水素吸収量大

合 金1kg当 り

1～5sl/min

以 上

1000サ イ クル

以上

水素 純化

(分離,精 製)

不純物含有

水素

システム耐圧以下 適正な平衡圧力 合 金!kg当 り

10sl/min以 上

50000サ イ ク ル 以

上不 純 物 ガ スに 対

す る耐被毒 性

電 池 アル カ リ水

溶液

電 池 缶 耐 圧 以 下

(0.1～0.5MPa)

適 正 な平衡 圧 力

(0.1MPa以 下)

1000サ イ クル 以 上

ア ル カ リ水 溶 液 に

対す る耐 食性

〔利用技術〕

水

素

吸

蔵

合

金

電

用

圧 力 利 用

水素の貯蔵

水素の純化

水素の固定

他

〔用 途 〕

ヒ ー ト ポ ン フ%

冷 凍 一一

蓄 熱 一

熱 輸 送 一

そ の 他 一一

ア ル カ リニ 次 電 池 一

燃 料 電 池 一

コ ン プ レ ッ サ ー 一一

ア ク チ ュ エ ー ター一

ケ ミ カ ル エ ン ジ ンー一

水 素

素

素

水

水

貯 蔵 一一

輸 送 一一

精 製 一一

〔具 体 的 開発 応 用 例 〕

… 「一熱 駆 動 式 ヒー トポ ン プ

L一 コ ンプ レ ッサ 式 ヒー トポ ンプ

ー… 一小 型 冷 凍 シ ス テ ム

… 風 カ ー熱 エ ネ ル ギー 利 用 シ ス テ ム
ー一一l

L-一長 期 蓄 熱 シス テ ム

… 一一一長 距 離 熱 輸 送 シ ス テ ム

ー一一… 水 素 ター ビ ン発 電

… …Ni-H
2電 池

… 一一一水 素/水 素 化 物 一 空気 燃 料 電 池

… 一一一水 素 液 化 用 静 的 コ ン プ レ ッサ ー

一一一一一一下 肢 障 害 者 の 動 力 装 具

… … 水 素 自動 車
,淡 水 化 装 置

一一一「一一定 置 式 水 素 貯 蔵 容 器

L一水 素 自動 車 用 燃 料 タ ン ク

ー一一一一一水 素 輸 送 容 器

… ・一一半 導 体 製 造 用 高 純 度 精 製 シ ス テ ム

L-一発 電 機 内水 素 純 度 化 向 上 シ ス テ ム

水 素 分 離 ・ 回 収 一… … 一同位 体 分 離

中 性 子 の 減 速… 一一… 原 子 炉 の減 速 材,遮 へ い材

セ ン サ ー… … 一温 度 制 御 ス イ ッ チ

触 媒 一一一一一… ア ン モ ニ ア合 成,エ チ レ ン水 素 化

図5水 素 吸蔵合 金 の利用 技術体 系
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合金2
合金1

H、 シ 熱源
B

ノ
熱源

ThTmTl

絶対温度の逆数(1/T)

図6暖 房 サ イ クル(出 所)文 献(9)

Bへ,ま たはC→Dへ 移動 させ ることにより,

温度Tmの 熱源水 と温度T1の 冷却水 を利用

して温度Thの 温水 を取 り出すことが可能 と

なる。

また,水 素吸蔵合金 を利用 したヒー トポン

プが二対の合金で構成されるのは,一 対の合

金のみでは温水発生過程A→Bと 再生過程C

→Dが 交互 とな り,温 水が断続的にしか取 り

出せないからである。そこで二対の合金 を半

サイクルずらして構成 し,連 続的な温水取得

を可能 としている。

冷房サイクルは,暖 房サイクルに対 し水素

の流れ る方向が逆に な り,温 度Thお よび

Tmの 温水からT1の 冷水 を得る。

水素吸蔵合金 を用いたヒー トポンプの特徴

としては,

①作動温度範囲が広い(零 下数十度～プラ

ス数百度)

②媒体 当りの発熱量が他 のケ ミカル ヒー ト

ポンプの媒体に比べ大きい

③反応速度が速い(本 来的には数～数十秒

で反応は完結す る)

④熱駆動式は騒音,振 動が少ない

⑤運転中の消費エネルギーが少ない

⑥ 水 素 ガ ス 反 応 熱 を利 用 す るの で 機 械 式 に

比 べ 構 造 が 簡 単

な どが 挙 げ られ る。

応 用 例 と して,工 場 内の40～50℃ の 低 温 排

水 か ら排 熱 回 収 し,出 力13,000kca1/hの 熱 エ

ネ ル ギー を作 る暖 房 シ ス テ ムや 温 泉 熱 を回収

して,浴 用,ロ ー ドヒー テ ィ ン グに 利 用(暖

房 時15万kcal/h,冷 房 時7.5万kcal/h)し て い

る もの な どが あ る。

4.2蓄 熱

水素 吸蔵合金の単位重量当た りの蓄熱量

は,Mg2Niで250ca1/g,程 度であ り,こ れま

での顕熱型や潜熱型の蓄熱材料(40～70ca1/

g)に 比べす ぐれた蓄熱材料 となっている。

水素吸蔵合金を用いた蓄熱の特徴としては,

①保存中の熱損失がなく熱効率が高い

②長期蓄熱が可能

③取出温度の制御が可能

④出熱温度が高い

などが挙げ られる。

応用例 として,風 力エネルギー を直接熱エ

ネルギーに変換 ・蓄熱させ,施 設園芸ハ ウス

の暖房熱源 として利用システムの研究開発例

がある。 これは,直 径14mの 風車 と圧縮機 を

連動 させ,得 られた高温圧縮熱 を用 いて,

TiFe系 合金から水素 を放 出させ た形 で蓄熱

し,風 のない時は,TiFe系 合金 と水素 を反応

させ,そ の反応熱 を利用 して温室の暖房 を行

うものである。

また,ソ ー ラシステムにおけ る10Mcal規

模の長期蓄熱 システムの研究開発例(図7参

照)も ある。 このシステムは,熱 負荷の小さ

い春期 ならびに秋期の余剰熱を蓄え,冷 暖房

の熱負荷の大 きい夏期および冬期に回収す る

一60一



r

(蓄熱過程)

1!

一 〇 一

(熱媒経路)

水素
貯蔵槽

「

I

l

l

1

1

1

ー

(放熱過程)

長期蓄熱システム

MHx+Q-M+誉H・

MHx

M

Q

H2

金属水素化物

合金

熱

水素ガス

r

図7蓄 熱 シス テム原理 図(出 所)文 献(18)

ことにより,太 陽熱の有効利用を図ろうとい

うものである。 ヒー トパイプを応用 した合金

容器に蓄熱材CaNi5(150kg)系 合金 を充填 し

た蓄熱器 を2器 使用し,90℃ 程度で蓄熱され

た太陽熱 を50℃程度の排熱源を用いることに

より,70℃ 程度の熱が蓄熱効率約85%で 回収

されている。

4.3Ni一 水素吸蔵合金二次電池

Ni一 水素吸蔵合金二次電池は,正 極にNi,

負極に水素吸蔵合金が用いられている。

充電時には,水 を電気分解 して発生 した水

素を吸蔵 し,放 電時には水素を放出して再び

水を作 るものである。

電池の全反応を以下に示す。

充 電

Ni(OH)2十M2NiOOH十MH

放 電

水素吸蔵合金二次電池の特徴 としては,

①エネルギー密度が高い

②民生用電池 として最 も普及 しているNi/

M+XH2→MHx+Q

熱負荷器

Cd電 池 と電池電圧が同 じで互換性があ

る

③過充電 ・過放電に強い

④急速充電が可能

などが挙げられる。

最近実用化 された民生用電池には,従 来の

Ni/Cd電 池に比べ容量が約80%向 上 し,充 電

時間1.5時 間で,繰 り返 し充放電500回 を可能

としたものがある。

4.4ア クチュエータ

ア クチュエータの原理は,水 素吸蔵合金か

ら発生す る水素圧 を利用 して機械的駆動力 を

得 るものである。

図8に 金属水素化物アクチュエー タの一例

を示す。

このアクチュエータは,水素吸蔵合金容器,

ペルチェ素子,水 素圧 を力に変換するベロー

ズ式シ リンダ部から構成 されてお り,フ ィル

ターシ リンダ底部に水素吸蔵合金が封入され

ている。熱電素子であるペルチェ素子を合金
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に接 してシリンダ内部に組み込み,こ の素子

に流す電流の向きを変えることによって,加

熱 ・冷却 を行い合金温度 を制御 している。

合金の水素化・脱水素化反応の平衡条件は,

合金の温度 と水素 ガス圧 によって決 まるた

め,合 金の温度 を変化させ ることにより,放

出す る水素ガス圧の力を利用できる。

水素吸蔵合金 を用いたアクチュエーターの

特徴 としては,

①気体の緩衝作用により衝撃や過負荷に強い

②小型 ・軽量で出力が大 きい

③小出力でも高速動作の可能 な別のア ク

チュエーターとの組 み合 わせ,ハ イブ

リッ ド形態で使用す ることにより制御や

応用面での可能性が広 くなる

などが挙げ られる。

応用例 としては,多 足歩行型ロボッ ト,下

肢障害者の動力装具などが考 えられている。

駆動側(仕 事)
一

ベ ロー ズ式 シ リンタ/

/フ ィルター

水素 貯蔵 合金}'}罵… 瞭 て ・誹//

1＼ ペ ル チェ素 子

島 ↑ ↑ ↑
〃 〃zz〃z〃z〃//η 労
い淀 雄 、∵ 二ごマτ6鴨

三こ;㌦: ロ9駈 ●

lll
、

1副

図8ア クチュ エー タの構 造

(出所)文 献(15)

4.5水 素貯蔵

水素吸蔵合金 を用いた水素貯蔵量は,合 金

の種類 に よって も異 な るが,合 金体 積 の

700～1000倍 の水素ガスが貯蔵できる。

また,水素吸蔵合金を用いた水素貯蔵では,

高圧 または液化する場合のように多量のエネ

ルギーを必要 とせず,液 体水素の ようにボイ

ルオフによる水素 もれ損失もなく,長 期貯蔵

が可能になる。 さらに,放 出する水素が高純

度化 されるので,付 加価値 も高め ることがで

きる。

水素吸蔵合金 を用いた水素貯蔵の特徴 とし

ては,

①高い水素密度が得 られ,体 積エネルギー

密度はメタノールとほぼ同程度である

②重量当た りの輸送水素量が多い

③高圧容器や断熱容器 を必要 としない

④長時間の貯蔵が可能である

⑤純度の高い水素が得 られる

⑥高密度貯蔵であるためコンパ クト

〔容器1000m3(基 準状態)の 水素吸蔵 に

ついて,水 素ボンベ,球 状タンクのそれ

ぞれ1/6,1/32と な り,設 置面積 は1/3,

1/7で,液 体水素の貯蔵容積より小 さくな

る〕

⑦金属水素化物(固 体)貯 蔵のため安全性

が高い

⑧低圧貯蔵のため圧縮機が不要

⑨水素放出が吸熱のため,漏 洩に対 して自

己保護性 を持つ

などが挙げられる。

応用例 として,定 置式水素貯蔵システムや

ヒー トポンプなどに用いられる高速水素貯蔵

容器などの研究開発が行われてお り,水 素吸

蔵合金には,高 い熱伝導性 を持つマイクロカ
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プ セ ル 化 合 金 成 形 体(LaNi5-Cu,LaNi4 .7,

Al。.3-Cu)な ど が 使 用 さ れ て い る 。

4.6水 素精製

水素吸蔵合金の水素精製技術への利用は,

水素吸蔵合金が水素 としか反応 しない という

ことを利用するものである。一旦水素 を吸蔵

させた合金か ら水素を放出させ ると理論的に

は,100%の 純度 をもつ水素吸蔵合金が得 られ

る。 このため,不 純な水素 を精製するのに水

素吸蔵合金が利用で きる。

不純物を含有する水素 を合金の平衡圧以上

に加圧 して合金 と反応させ ると,水 素のみが

選択的に吸蔵され,不 純物は空間に取 り残さ

れ る。水素吸蔵終了後,不 純ガスをパー ジし,

合金 を加熱 して水素 を放出させ ると高純度の

水素ガスが得 られる。

◎水素吸蔵合金 を用いた水素精製の特徴 とし

ては,

①水素の選択吸収性が高い水素密度の低い

混合ガスに対応可能

②低圧操作が可能

などが挙げられる。

応用例 としては,発 電機水素純度維持装置

や半導体製造用高純度水素精製 システムなど

の研究開発が行われている。

発電機水素純度維持装置は,水 素吸蔵合金

容器に発電機内水素ガスの一部 を導入 し,不

純物ガスを分離大気放出後,再 度,高 純度水

素ガスのみを水素吸蔵合金容器から発電機内

へ戻すシステムである。

LRMmNi5合 金が使用 され,水 素ガス中の

不純物ガスを分離 し,99.99%以 上の純度 を有

する水素ガスを96%の 歩留 りで回収 し,こ の

ガスを発電機 タンク内に戻す ことにより,水

素 ガ ス純 度 を99.9%に 維 持 して い る。

5.利 用技術の開発課題

主な利用技術の開発課題 を表4に まとめて

示す。

これらの開発課題を集約すると水素吸蔵合

金 を用 いる利用技術の開発課題は,次 の2つ

に大別 される。

①高性能材料の開発

② システム化技術の開発

高性能材料開発の具体的な要素研究 として

は,水 素吸蔵合金材料の

i)初 期活性化条件の緩和

ii)温 度,平 衡水素圧力の適合

iii)有 効水素吸収量の増大

iv)HSフ ァクターの低減

v)反 応速度の向上

vi)水 素吸放 出サイクル回数の向上

などがある。

システム化技術開発の具体的な要素研究 と

しては,

i)熱 交換器の伝熱速度の向上

ii)容 器の熱損失係数の低減

iii)容 器の熱容量の低下

iv)圧 力損失の低減

v)顕 熱回収を含めた運転制御技術の開発

などがあ り,こ れ らの要素研究により図10に

示すような利用システムの性能向上 を図るこ

とができる。

また,利 用技術の実用化に当たっては,こ

れら合金材料,利 用 システムの高性能化に加

え,水素吸蔵合金の価格 も重要な問題である。

現在,合 金の価格は,そ の種類によって異

なるが数千円～20,000円/kg程 度であ り,今

後,大 量生産や低 コス ト合金の開発などによ
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る低 コ ス ト化 が 望 まれ る。

表4主 な利用技術の開発課題

利 用 技 術 開 発 課 題

・顕 熱 ロ スの 低 減

・水 素 移 動 量 大
,反 応 熱 大,プ ラ トー 性 良,

ヒ ー ト ポ ン プ
ヒステ リシス小,熱 伝導性良の合金の開発

・合金に最適な熱交換器の開発

熱 ・合金材料における水素吸蔵特性の改善

・反応速度特性の向上,長 期サイクル寿命特性の確認

利 冷 凍 ・熱交換器の高性能化

・熱損失 ,熱 容量の低減

・顕熱回収量の向上

用

韮 執
日ヨ,」 、、

・高効率化

・長期サイクル寿命特性の改善

熱 輸 送
・長距離水素配管性能の改善

・合金耐久性(サ イクル寿命,耐 食性)の 改善

圧 コ ンプ レ ッサ ー ・熱交換器の高性能化による応答 性の改善

力 ・水素ガスシール技術の確立

利

用 ・反応速度の向上

ア クチ ュ エ ター
・温度制御の最適化

貯
蔵

水素貯蔵 ・輸送 ・水素吸蔵能力の向上

精
製 水素分離 ・精製

・不純物に被毒されに くい合金の開発

・コス ト改善 のための大型化

そ
・熱伝導性の改善

の セ ン サ ー ・ヒ ス テ リシ ス の 改 善

他 ・水素ガスシール技術の確立
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「

要 素 研 究 システ ムの性 能

〔高性能材料の開発〕

〔シス テム化 技術 の研 究〕

圧 力 損 失 の 低 減/'

顕 熱 回 収 を 含 め た 運 転 制 御r二/

図10要 素 研 究 の 効 果

6.お わりに

水素吸蔵合金の特性 と利用技術の研究開発

状況の概要について紹介 した。

水素吸蔵合金を利用システムの実用化のた

めには,材 料面,シ ステム面,コ ス ト面での

課題がそれぞれあるが,今 後,こ れ らの課題

を解決す ることによりエネルギーの有効利用

ひいては地球環境問題への貢献につながる有

益な技術が完成できるもの と考 えられる。
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蛭 沢 重 信 ※
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本年春,高 レベ ル放射性廃棄物の処分に係

わる法制度に関 し,諸 外国の状況調査を行 う

機会 を得た。調査 を実施 した国は,ス ウェー

デン,ス イス,カ ナダ,米 国,フ ランスの5

ケ国である。高レベル放射性廃棄物の処分に

関しては,計 画の概要,研 究の現状などを紹

介 した報告は他 でも多 く見 られると思 うが,

制度面について紹介 した ものは比較的少ない

と思われる。

ここでは,上 記5ケ 国について高レベル放

射性廃棄物の処分に係わる制度的な面の現状

と将来の予定について,そ れぞれ特徴的な点

を紹介する。制度面の事項 として,処 分に係

わる研究段階から処分の実施に至る道筋の中

で重要なこととして次の4つ を取 り上げた。

① 処分の実施主体

② 処分研究の手順

③ 研究計画書,評 価書 とそのレビュー

④ 地下研究施設の位置づけ

上記4つ の事項について各国別 に紹介 し,

最後に各事項について各国を横断する形でま

とめを行 うとともに印象を述べることとす る。

各国の特徴

1.ス ウ ェ ー デ ン

放射性廃棄物の処分の責任は,そ の発生者

にあることが明確にされていて,そ れが具体

的に現実のこととして成立 している。すなわ

ち,廃 棄物の発生者である電力会社等が出資

して設立 したスウェーデン核燃料廃棄物管理

会社(SKB)が あ り,SKBが 処分実施に

向けた研究,計 画の実施や計画の実行 を責任

を持って主体的に実施 している。

1980年 代に入って本格的に始められた地層

処分研究は,ス トリーパ国際共同研究計画を

通 じて処分場開発のための要素技術の開発,

安全評価のために必要な技術の開発やデータ

の収集を行 うことが中心であった。この他,

80年代には,そ のような個々の技術やデータ

を取 りまとめて処分の実現可能性を示す総合

評価(KBS-3報 告書等)が 行 われるよう

になった年代 でもあった。1990年 代は,こ の

ような80年代の成果 を踏まえて,よ り具体的

に実際の処分場の開発 を目指 した研究開発へ

と焦点が移 ったと思われる。それは特 に,1990

年に建設が始まった地下研究施設(硬 岩研究

所:HRL)の 目的が,処 分場の選定に欠か

せ ないデータを収集するためのものとして位

置づけ られていることか らも明らかである。

また,HRLで 得 られたデー タに基づ き処分

※ ㈲エネルギー総合工学研究所 主任研究員
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場 としての適正 を判断するための主要な因子

や処分地層 の諸特性が,地 層 内部の場所 に

よってば らつ くことによる評価結果への影響

についてSKB-91報 告書(KBS-3以 降

の総合評価書)で は検討されているというこ

とからも,具 体的な実施のための段階に入っ

たことが理解 される。

処分場の選定を進めるためには,そ の根拠

となる研究開発を行い,こ の結果に基づ き選

定の手続 き上必要 な因子 を決め る必要があ

る。その中には,HRLで の研究成果が必要

になると考えられている。処分場の選定は,

三段階の過程 を踏んで進め られることが想定

されている。第一段階(立 地因子の評価)は,

選定に係わる諸因子について全体的評価 を行

う。処分場の予備設計を行い,予 備的な環境

影響評価書 を作成す る。第二段階(予備調査)

では,三 つの候補地点を選定 してそこで予備

調査 を行い,環 境影響評価書 を完成させ る。

HRLで は処分場 としての評価に必要な詳細

なデータの収集を行 う。第三段階(詳 細調査)

で,詳 細調査 を行 う2サ イ トを選定 してそこ

で詳細な調査 を行い予備的安全評価書 を作成

して処分場立地の申請を行 うための根拠文書

を揃 える。 この第三段階の終了時点で処分場

の立地が決定 される。

このように,処 分場の選定には環境影響評

価書の作成,地 下研究所の建設,安 全解析の

高度化,評 価体制の確立 と研究開発の推進と

ともに,様 々な制度的側面が重要になってい

る。規制当局(主 として,ス ウェーデン原子

力検査局:SKI)は,将 来の処分場の規制

に直接関係する予備調査,詳 細調査,立 地決

定の各段階はもとよ り,研 究開発の過程にお

いて も研究開発計画(R&DProgramme),安

全評価書(KBS-3,SKB-91な ど)の

レビュー を通 じて規制側 としての意見が反映

されるとしている。特に,研 究開発計画につ

いては,SKBが3年 毎に作成 して国に提出

し,国(特 にSKI)の レビューを受け るこ

とが法律により定められている。

スウェーデンにおいては,処 分場サイ トの

決定問題が研究開発の段階か ら始まる非常に

長期間にわたって行われるものと考 えられて

いて,実 施者 と規制者の間で研究開発段階か

ら技術的なコンセンサス作 りを進め,最 後の

立地,操 業段階で齪酷をきたす ことのないよ

うに進めようとしているものと理解 され る。

2.ス イス

スイスでは,廃 棄物の発生者に処分の責任

があることが法律で定め られている。1972年

に原子力発電に関与する6つ の電力会社 と,

医療,産 業,研 究活動か ら発生する放射性廃

棄物 を管理す る立場 にある政府機 関の7者

が,放 射性廃棄物の処分に係 る研究開発 を行

う機関 として放射性廃棄物貯蔵全国組合(N

AGRA)を 設立した(現 在では,処 分の実

施が業務範囲に含 まれる)。次いで,1979年 に

は,1959年 の原子力法が改正されて,・貯蔵 と

処分に関する発生者責任が明確にされ,さ ら

に,・新規原子力発電所 の建設許可等に対 し

放射性廃棄物の安全な処分の保証が要求 され

た。

この法律 に従って,電 力会社の要請により,

NAGRAは 結晶質岩を対象にした地層処分

の 実 現 可 能 性 を示 し た報 告 書Projekt

Gewahr1985を 作成し,政 府に提出した。同

報告書は国による公式な評価 を受け,最 終的

には議会 により基本的に了承 された。その際,
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国の規制機関であるスイス連邦原子力安全検

査局(HSK)の 専門家委員会による評価の

結果に基づいて,い くつかの研究開発を行 う

ことが勧告 された。

その一つは,結 晶質岩 とともに,堆 積岩 を

も含めた処分場選定計画を進めるように求め

たことである。HSKに よる同報告書の評価

の過程 で,① 報告書の中に見 られる安全評価

のモデルに用いた結晶質岩の存在が保証でき

る段階に至 っていないこと,ま た,②1983年

か ら1988年 にかけて地域調査計画が実施 さ

れ,処 分場 として期待 できる北部スイスの花

商岩層を広 く調査 した結果,結 晶質岩につい

ても地質構造的に必ずしも単純でないこと,

一部 に温泉があることが明 らかになったこと

などがその理由である。その結果NAGRA

は,結 晶質岩についての研究に加えて堆積岩

の研究 も実施す ることにな り,現 在,双 方に

ついて研究開発 を進めているところである。

結晶質岩(花 商岩)に ついては新たなボー

リング調査が終了し,1993年 に向けて新 しい

総合安全評価書(KristallinI)を 作成 してい

る段階である。堆積岩については,4年 前に

研究が開始され1992年 を目途に最終的な安全

評価書が作成 され る予定であ る。その後,

1995～1996年 頃に地層処分場の候補地 として

結晶質岩か堆積岩かを選定する予定である。

地下研究施設がグリムゼルに存在するが,

ここは処分に必要なモデルの開発,デ ータの

収集,技 術の確立 を目的 としてお り,将 来処

分場にす るこ とは制度的に考 え られていな

い。地元への説明でも将来処分場にしないこ

とを明確に した上で建設を開始 した。

処分に関す る規制 に関 しては,規 制当局(主

にHSK)が,実 際の処分場の評価や規制の

以前,ProjektGewahr1985も 含め,評 価書

の レビューなど研究開発の段階か ら関与 し

て,こ の間に実施者 と規制者の間の技術的コ

ンセンサスを得 ることを考えている。将来の

処分場の建設,操 業,閉 鎖に係る許認可につ

いては,そ の都度段階的に行 うことを予定 し

ている。さらに,建 設の許認可に入る以前に,

計画の全体的な見通 しを得 る目的で行われる

一般許認可(generallicense)を 受けること

が予定 されている。 この段階では,処 分シス

テムを明らかにす るとともに,環 境影響評価

が行われることになる。この環境影響評価 に

ついては,広 く公衆 と地方行政府にも参加の

機会があ り,最 終的には議会の承認 を受ける

必要があることか ら一般公衆の意見が反映さ

れるものであり,制 度的にみて特に重要な位

置づけを与えられている。

3.カ ナダ

1977年 カナダのエネルギー鉱山資源省は,

放射性廃棄物についての見解 を政府 と公衆に

示す専門家グループを設置 した。 このグルー

プの報告書に基づ き1978年 にカナダ政府 とオ

ンタ リオ州政府は,深 地層中への処分が安全

か どうかを評価するため,貫 入型火成岩地層

を対象に研究開発 を目的とした放射性廃棄物

管理計画の実施 を公表 した。これ を受けて,

研究開発の責任機関 となったカナダ原子力公

社(AECL)は,政 府の監督のもとに研究

を開発 した。1981年 にカナダ政府 とオンタ リ

オ州政府は,処 分サイ トを特定 しない段階で

の地層処分の概念が広 く評価を受けて国民に

理解 されるとともに,両 政府によって承認 さ

れない限り地層処分場の立地選定は行わない

ことを決定 した。AECLは,1993年 の完成
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を目指 して処分概念の成立性に関す る研究を

進めているところである。

AECLか ら提出され る処分概念 とその成

立性 を示 す報告 書 につ いて は,国 側 が レ

ビュー し,そ の有効性を判断 した上で国 とし

ての決定 を下すこととしてお り,レ ビューの

ための組織 手順等の体制を整備 しつっある。

この段階では,廃 棄物処分にかかわらず環境

への影響が予想されるすべてのプロジェク ト

に義務付けられている環境影響評価書が最 も

重要な文書である。そのレビュー を行 う国側

の組織 として,環 境評価パネルを設置して7

名の委員が選定された。このパネルは,AE

CLが 作成する環境影響評価書を含む処分概

念をレビュー し,政 府に勧告するこ,とを主た

る任務 としている。AECLの 提案する処分

概念が処分後の安全性を確保 できると認め ら

れない限 り処分場 の立地段 階に入れないた

め,同 パネルはレビューの段階ではいかなる

特定の処分地 も頭に描いていない。 また,同

パネルは,AECLが 環境影響評価書 を作成

するためのガイ ドラインを作成 しAECLに

提示 した。AECLは このガ イ ドラインに

そって環境影響評価 書を作成す るこ とにな

る。環境評価パネルはレビューを実施すると

ともに,公 開ヒア リングを開催 して一般公衆

の意見 も採 り入れた後,最 終的なレビュー結

果を環境大臣に提出し,環 境大 臣による決定

のための基礎 を与える。

これ らのレビュー活動は,原 子力管理法の

下で行われるのではな く,環 境影響評価の為

の法律に従 って実施 される。従って,レ ビュー

の主体は原子力管理委員会(AECB)で は

な く,環 境省(環 境評価パネル)で ある。

カナダではプロジェク トの計画段階で,規

制側のみならず一般公衆 も含めて,研 究開発

の実施者であるAECLが 提案す る概念 と処

分 システムについて,国 民 と議会の承認を得

た上で具体的な処分場選定の活動に入るよう

に制度化 しているのが特徴 である。

マニ トバ州に設置されている地下研究施設

(URL)は,マ ニ トバ州 との契約により試

験研究が終了した時点で完全に埋め戻して返

還することを前提にして開始されてお り,将

来処分場になることはないことが明確にされ

ている。URLで 得 られる処分場開発のため

の技術,お よび安全評価に必要なデータやモ

デルぽ,処 分場の概念 を作成す る上で重要な

もの となるだけでな く,将 来の処分場の選定

のためにここで得 られた知見が処分の実施主

体に トランスファされることが想定 される。

4.米 国

米国は,高 レベル放射性廃棄物の処分の研

究開発か ら実施に至 る手続きを法律によって

詳細に定めている唯一の国である。1987年 の

放射性廃棄物政策法の改定によりヤッカ ・マ

ウンテンが処分場の候補地 として指名 されサ

イ ト特性調査 を行 うこととなった。ヤッカ ・

マウンテンが処分場の候補地になった経緯は

極めて政治的に行われたとの印象が強 く,地

元州の反対は相当なものであった。それ以前

の米国の研究開発 と処分場の選定に至 る過程

は順調であるかにみえた。すなわち,実 施主

体のみならず,規 制関係機関の役割,処 分場

開発の規制のための規則類の策定,段 階的な

処分場候補地の選定プロセスや処分場開発の

ためのスケジュール等が法律や関連する文書

で明確にされ,そ の通 りに進行すれば極めて

スムーズに進むような体制にあった。
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放射性廃棄物政策法(NWPA1983年)で

は,処 分の実施主体を含め,関 係する機関 を

次の様 に定めた。・エネルギー省(DOE)が

処分の実施 を行 う。・環境保護庁(EPA)が

環境規準を定める。・原子力規制委員会(NR

C)が 処分の規制のための実施規準を定めて

規制実務 を行 う。さらに,そ れぞれの機関が

任務 を遂行す る上で必要 な指針,規 準類の策

定 を明示 した。

1987年 以前の処分場候補地選定のプロセス

は次の通 りであった。すなわち,NWPAに

従 って,1983年 に処分場候補地 として9サ イ

トが選定され,そ の後環境評価 を実施 してそ

の中から5サ イ トをサ イ ト特性調査 を行 うサ

イ トとして大統領に推薦 した。1986年 に,大

統領はDOEか ら推薦のあった5サ イ トから

3サ イ トを承認 した。

このように,NWPAの 規定に従えば,サ

イ トの選定は段階的に進め られ,3サ イ トで

サイ ト特性調査 を実施 してその中か ら処分場

を選定することになっていたが,先 にも述べ

た様に,1987年 のNWPAの 改定によりサイ

ト特性調査はヤ ッカ ・マウンテンでのみ実施

す ること,従 って処分場候補地 として選定 さ

れることになった。

訪問調査 を実施 した放射性廃棄物技術評価

協議会(NWTRB)は,こ の法律改正の際

に新 たに設置が きめ られた組織である。NW

TRBは,DOEが 行 うヤ ッカ ・マウンテン

におけるサ イ ト特性調査 に関する技術的,科

学的正当性についてレビュー して,2回/年

の割合で議会 とDOEに 対 してレビュー結果

を報告す ることを任務 にしている。米国の場

合,同 法の改正前 まではヤ ッカ ・マウンテン

でのサイ ト特性調査が終了し,大 統領および

議会 によ り処分場 としての指名が承認されな

い限 り公のレビュー活動(こ の場合は規制行

為になる)は 行 えない制度になっていた。実

際にはサイ ト特性調査活動が進行 している段

階で,定 期的にその活動内容 をレビューす る

ことが,全 体の進行に とって特に重要である

ことと,こ の段階で得 られるデータ等の知見

が将来の規制で用いられることから,サ イ ト

特性調査の重要性が認識され,こ のような独

立したレビューを行 う機関が設置されたもの

と理解される。NWTRBは 外国の機関に訪

問調査を実施 し,欧 州各国の動向に も眼を向

けるとともに,継 続的な情報交換を行 うよう

にするなど,一 般的にいわれている欧州流の

柔軟性のある進め方に もアプローチ している

ことは興味のあるところである。

5.フ ランス

フランス放射性廃棄物管理機関(ANDR

A)が,原 子力庁の内部部局 として1979年11

月に創設され,高 レベ ル放射 性廃棄物の処分

に関す る研究開発が実質的にスター トした。

高レベル放射性廃棄物の処分方策に関して

は,1980年 代に入って国レベルで検討が行 わ

れて幾つかの報告書が作成 されて きた。放射

性廃棄物の管理に係わる研究開発に関して検

討 して政府に報告する役割 を持つワー キング

グループが,キ ャスタン教授 を座長にして設

置された。同ワー キンググループが1983年 の

3月 に提 出した報告書に基づ いて,エ ネル

ギー担当大臣は,原 子力施設で発生す る放射

性廃棄物の管理に関する研究に重点 を置 くこ

とと,深 地層処分場の適性評価を目的とした

研究 を優先的に取 り扱 うことを指示 した。深

地層処分場の適性評価のための研究 として,
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処分の安全性 を総合的に解析す るために必要

な地質学的パ ラメータの把握を目的 とする,

1カ 所ないし数 カ所の地下研究施設の必要性

が示唆された。1987年5月 には産業大臣とエ

ネルギー担当閣外相の依頼により,地 質学者

のゴーゲル教授を会長 とする調査会が,地 層

処分サイ トの選定規準に関す る検討報告 書

(ゴーゲル報告書)を 作成 した。産業大臣は,

ゴーゲル報告書の提出を受けた後,地 層処分

場 としての詳細調査 を行 う対象 として,地 層

の異なる4カ 所 を選定 した。その後,そ れら

4カ 所で地下研究施設を設置す ることに関 し

て関係住民の大多数の反対に会い,1990年2

月に首相の決定によ り地下研究施設建設を少

な くとも1年 間凍結す る指示がだされた。こ

のようにフランスでは,こ のモラトリアムま

では,地 層処分に関す る研究開発は極端な反

対運動に会 うこともな く,行 政べ一 スで進め

られて きたといえる。

この事態 を打開するためにロカール首相が

下した決定は,1年 間のモラ トリアムの間に,

学識経験者で構成される首相の諮問機関であ

る技術 リスク委員会 と,公 正中立の立場か ら

外部専門家の意見を取 りまとめて議会に提出

する議会に所属する科学技術選定評価局に,

それぞれ放射性廃棄物の管理に関す る意見を

求めることであった。特に,後 者の科学技術

選定評価局が作成 した報告書(ク リスチャ

ン ・バタイユ議員による高レベル放射性廃棄

物の管理に関する報告書)は 国民議会のクリ

スチャン ・バ タイユ議員が とりまとめたもの

であり,そ の後の 「放射性廃棄物の管理 に係

わる研究に関する法律」のべ一スにされるな

ど,内 容 もさることながら,国 民議会議員が

中心になってとりまとめた意味か らも,フ ラ

ンスにおける高レベル放射性廃棄物処分の研

究の進め方における一つの転換点になるもの

と捉えることができる。

「放射性廃棄物の管理に係わる研究に関す

る法律」は,国 民議会(フ ランス下院)と 上

院の審議iを経て昨年(1991年)12月 に成立し

た。フランスにおける高レベル放射性廃棄物

対策は,こ の法律に基づ いて進められてい く

もの とみ られている。

「放射性廃棄物の管理に係わる研究に関す

る法律」には,手 続 き上いくつかの重要な点

が盛 り込 まれた。

1)地 下研究施設の建設は,「環境保全のた

めの規制対象施設に関する法律」の対象施設

とする。施設に持ち込まれる危険物質は施設

の許可期限が切れる際には,施 設外へ取 り出

さな くてはならない。特例措置として,許 可

期限が無期限に延長 される許可に関 しては,

それが従 うべ き条件 と保証は今後の立法措置

に従 うとして,地 下研究施設がそのまま処分

場へ移行す ることに法的に歯止めをかけると

ともに,一 方で将来別の法律 を建てることに

より移行が可能になるようにも配慮 した。

2)放 射性廃棄物の管理に関す る研究の進

捗状況については,政 府が毎年報告書を作成

して議会に報告書を提出する。 また,法 律の

公布から15年 までの間に,政 府は議会に対 し

て,研 究の総合評価報告書を作成 して,議 会

に提出することとされた。議会は報告書の提

出を受けると,議 会の科学技術選定委員会に

検討評価を付託する。

3)地 下研究施設の設置に際 しての要件を

幾つか定めている。例えば,

・設置の全体計画は,予 備調査の前に関係住

民と選出議員の協議に付 されること。
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・環境影響評価の作成,関 係市町村議会,県

議会,地 域圏議会の意見聴取の実施,公 聴

会の開催。

・放射性廃棄物の保管,処 分の禁止。

4)工 業,研 究,環 境の各大臣の監督下に

ANDRAの 名称の公共機関を新設する。

このように,高 レベル放射性廃棄物の処分

問題の主な部分 を立地問題 と捉えて,そ の打

開のためにまず地下研究施設の設置を異例 と

も思える 「～研究に関する法律」 という形で

定めて一歩前進させ ようとしたもの と理解 さ

れる。さらに,関 係住民の合意 を得て進め る

ことを優先にする法的な手続 きを定めたこと

が特徴 としてあげられる。

4つ の事項についてのまとめ

1.処 分の実施主体について

以上述べた5力 国の中で,ス ウェーデン,

スイス,米 国の3力 国は,高 レベル放射性廃

棄物の処分に係 る研究開発か ら実施までを担

当す る機 関が 明確 にされてい る。特 に,ス

ウェーデン,ス イスでは発生者負担の原則に

基づ き,放 射性廃棄物の発生者である電力会

社等が共同で設立 した機関が,研 究開発か ら

処分場候補地の選定,処 分の実施 までを一貫

して行 う体制が整ってお り,そ のプロセスが

分か りやすいもの となっている。 カナダの場

合には,当 面の全体計画が第1段 階である処

分概念の評価に置かれていて,そ のための研

究の実施機関としてカナダ原子力公社が指定

されてお り,そ の担当範囲は研究開発にある

ことが明確にされている。

わが国においては,研 究開発の推進機関は

定められているが,処 分に責任 をもつ実施主

体は明確にされていない。実施主体の問題は,

研究開発か ら処分の実施に至る一連の流れの

中で,研 究開発をどのように捉えて処分の実

施 と関係付けるか ということと密接に関係す

る。研究の積み重ね を通 じて徐々に達成され

てい く性格が特に強いこの分野において,研

究開発の推進機関 と処分の実施主体の役割 と

両者の関係などが全体の計画立案にあたって

根幹 となる問題だけに今後十分検討すべ き重

要な課題である。

2.処 分研究の手順について

スウェーデンやスイスの場合には,先 に述

べ た処分 の実現性 を示す評価 書や その レ

ビューを通 して,そ の後の研究の進め方や重

点の置 き方,代 替案の研究など,研 究の進め

方に関 して一つの方向性を与えるきっかけを

作 っている。スウェーデンの場合には,ス ト

リーパ研究に代 表 され る1980年 代の研 究開

発,1990年 代のHRLを 中心にした研究開発,

2000年 初期 に行われる処分場候補 地の選定

と,ほ ぼ10年 毎に大 きな節 目をおいて進めて

いる。それぞれの年代 で行われる研究の目的

は明確にされている。

米国の場合には,処 分場候補地の選定から

処分場の決定,さ らにその後の処分場建設の

許認可か ら続 く一連の規制等,処 分の実施に

至 る手順が放射性廃棄物政策法 とい う法律で

細か く規定されてお り,手 続 きが非常にわか

り易 く文書化 されていて公開されている。そ

れに比べ ると研究開発の進め方,特 にサ イ ト

特性調査段階にっいては,詳 細な項 目は示 さ

れていたが,具 体的な進め方が明確 に示 され

ていなかった。放射i生廃棄物政策法の改定の

際に新設された放射性廃棄物技術評価協議会

は,第3者 の立場 か らDOEの 活 動 をレ
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ビューする組織であり,サ イト特性調査活動に

ついて2回/年 の頻度で報告書を作成 してD

OEと 議会に提出することとな り,その報告書

の中ではDOEに 対 して調査の重点や進め方

など具体的な勧告 も行われることとなった。

フランスの場合にも,「放射性廃棄物の管理

に係わる研究に関す る法律」の中で,研 究の

実施状況について1回/年 の割合で報告書 を

作成 し,議 会に提出することが義務付けられ

たことか ら,公 表されるか否かは明確 ではな

いが,第3者 が報告書 をレビューすることを

通 じて,米 国の場合 と同様に研究の段階でも

実施者だけの間で進められてい くという方法

は排除 しようという姿勢がみ られる。

カナダの場合 はこれらの国とは若干違った

独特の方法 を採用 している。すなわち,処 分

場候補地の選定 に関する手続 きは具体的には

一切決め られていな くて,む しろ,そ のため

には,計 画の段階で一般公衆 も含めて国とし

てコンセンサスを得た上で進め るもの と考え

ている。これは原子力に特有な制度ではなく,

環境への影響が予想されるプ ロジェク トに対

して環境評価法に従って義務付けられたもの

である。AECLの 行 う研究の当面の目標 は,

この法律に基づ き環境影響評価書の作成 を行

うこととされている。 さらに,国 側の評価プ

ロセス,手 順 も明確にされている。

具体的な処分研究がどのような考 え方でど

のような手順で進め られているかということ

は,処 分についての理解 を促進す る上で重要

なことの一つに考 えられる。

3.研 究 計 画 書,評 価 書 と その レ ビ ュ ー に つ

い て

ス ウ ェー デ ンや ス イ ス で は,処 分 場 候 補 地

の選定に至 る研究開発の段階で,研 究計画や

その時々の研究成果のとりまとめとレビュー

が公式に制度的に位置づけられている。特に,

KBS-3やProjektGewahr1985は,法 律

で実施が要求されて行われた処分の実現可能

性を示 した,研 究成果を取 りまとめた評価書

である。スウェーデンのR&DProgramme

は法的に定期的に作成してレビューをうける

ことが義務づけ られた研究計画書である。こ

の二つの国で考えられていることは,研 究開

発の段階で処分の実現性の見通 しをレビュー

結果で確認した上で,そ の後続 く規制側によ

る研究開発のレビュー活動を通 じて,処 分の

実施主体 と規制側で技術的なコンセンサス作

りを図ってい くことを重視 していることであ

る。特に,ス ウェーデンにおいては,将 来の

規制に備えることと,実 施者に規制のガイダ

ンスを示す ことを目的に規制機関が独 自の研

究開発を実施 していて,レ ビュー活動のべ一

スに もしている。また,こ れ と似たような活

動はカナダにおいても行われていて,AEC

Lが 作成す る環境影響評価書作成のためのガ

イダンスを,レ ビュー側である環境評価バネ

ルが作成 しAECLに 示すことにより,事 前

に共通認識を図ることに留意 している。 しか

し,こ れはあ くまで も開発側,規 制側(レ

ビュー側)が 法的に与えられた使命を達成 し,

社会に最終的に受け入れられるための手段 と

して採 られている立場 と理解される。

米国においては,以 前は許認可以前のサイ

ト特性調査の段階では,そ の活動 をレビュー

する公式な手続 きはなかった。この段階にお

ける成果が将来の許認可の段階で最 も重要に

なることから,こ こでの研究計画や研究の成

果がサイ トの特性を評価する上で必要なもの
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になってい くのか どうかを第3者 がレビュー

する重要性 を認識 したもの と理解 される。

フランスにおいてはこれ と同様 な意味で,

研究開発段階で研究の進捗状況や研究の実施

状況が計画から逸脱 していかないかなどにつ

いて,政 府が報告 して議会が レビューす る制

度 として法律の中で位置づけたもの と理解 さ

れる。

研究のある時点か ら行 われ る,こ のような

レビューについては,各 国 ともその重要性 を

認識 して制度化 を図っているもの と思われ

る。研究開発段階で行 われ るこのよ うな レ

ビューを,処 分の実施にいたる長い過程の中

で どの ような位置づ けに し,ど のよ うなレ

ビューを制度的に実施するのか,ま たその行

為が処分の実施に向けて どのような役割 を果

たすのか,わ が国としての進め方を具体的に

考 える時期にきている。

4.地 下研究施設の位置づけについて

地下研究施設の性格 を分類すると一つの方

法 として,3つ が考えられ る。

①処分技術の開発および必要 なデー タの取

得を主目的 とするもので処分場にはしな

いもの

②処分場候補地に建設され,処 分場 として

の適性 を評価す るためのもの

③処分場開発に直接役立つ技術やデー タの

取得 を目的 とし,処 分場 との関係 を保留

しているもの

①に属するものとしては,ス ウェーデンの

ス トリーパ研究鉱山,HRL,ス イスのグリ

ムゼル岩盤研究所,カ ナダのURLが ある。

これらはいずれ も,将 来処分場にはしないこ

とを明確にした上で地下研究施設の建設が始

められている。特にカナダの場合 には,地 元

のマニ トバ州 との間で将来埋め戻 してサイ ト

を州に返還するという協定 を結んだ上で行わ

れてお り,制 度上その位置づけが非常に明確

である。

②に属するものとしては,米 国のヤ ッカ ・

マウンテンがある。ヤッカ ・マウンテンの場

合には,法 律 によ り処分場候補地が選定 され

たものの,そ の後地元州の強い反対に会いス

ケジュールに大 きな遅れをみている。

③に属するものとしては,フ ランスが予定

している地下研究施設があげられる。フラン

スは,処 分の実現性を示す上で候補 とな りう

る岩種 を対象にした地下研究施設が不可欠で

あるとしてお り.そ の結果がそのまま候補地

となりうる可能性については別の立法措置に

よる手続 きが必要であるとしている。地下研

究施設がそのまま処分場になることに法的に

歯止め をかけてお くことにより関係住民等の

合意 をとりつけ,地 下研究施設の建設を促進

しようと意図 したもの と理解 される。

地下研究施設 を設置す る時点で重要なこと

の一つは,将 来の処分場 との関係であ り,そ

れを踏 まえた上で関係住民の理解 と合意を得

ることである。国による法制度の違いがあ り,

さらに今後の進展についても不明な点はある

が,フ ランスの 「放射性廃棄物の管理に係わ

る研究に関する法律」の中で示された方策の

考え方はある意味で参考になると思われる。
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蕊

地 層 処 分 に至 る流 れ ・ス ウ ェ ーデ ン 地層処 分に至 る流 れ ・スイス

法律 、取 り決 め、計画 、

評価 書 等
地下研究施設

処 分場 の選 定 と

建 設 、操業 、閉

鎖

法律 、取 り決 め、計 画 、

評価書 等
地下研究施設

処 分場 の選 定 と

建 設 、操 業 、閉

鎖

条件法制定 原子力法改正

1970年 代 地層処分に関する研究開 1970年 代
新規原子力発電所建

設許可等に対 し廃棄物
発開始 の安全 な処 分の保証 を

要求
KBS-3報 告 書の作成 国 際 ス トリーパ計 放射線防 護 目標(R-2わ
と国 に よ る レ ビ ュ ー 画の開始 ProjektGewahr85 グ リム ゼル岩盤

1980年 代
R&DProgrammeの3 地下研究施設

1980年 代 の 作 成 と国 に よ る レ ビ

ユ ー(1985→1988)

研究所 の建 設 、

試験研 究の 開始
年毎 の作成 とレ ビュー開 (HRL)の 設 置 を 結 晶質岩 に加 え、堆積 (1983)
始(1986-) 決定 岩の研究を指示

SKIProjekt-90(1991) 国際 ス トリーパ 計 安全評価書を作予定

(規制側独 自の プ ロジェ 画 の終了(199D (結晶質岩 、堆積岩) グリムゼル岩 盤

ク ト) 1990年 代 (1993) 研究所の試験終

SKB-91の 作 成 予 定 結晶質岩か堆積岩かの 了 予 定(1gg4)

(1992) HRLの 第1段 階開 選択 を予定σ995)
璽

処分概念の決定予定 始
1990年 代 処 分場候 補3サ

イ トを選 定予 定
処分場候補地の
選定

(1993年 又はそれ 候 補地 に おけ る

環境影響評価書の作成を
予定

以降)

サ イ ト調 査 の実

施 を予定
2000年 代 段階的許認可

地下研究施設建
設のための調査

・処分 場予 定地

一般許 認可 の選定

予備安全評価書の作成 建設許可 ・予備 調査

2000年 代

処分場立地申請 処分場立地決定
操業許可
閉鎖許可

・処 分場 建設 、

操 業 、閉 鎖

最終安全評価書の作成
処分場建設申請 処分場建設開始

処分場閉鎖



刈
刈

地層処分 に至 る流 れ ・カナ ダ 地層処 分に至 る流 れ ・米国

＼ ＼
法律 、取 り決 め、計画 、

評価 書 等
地下研究施設

処分 場 の選定 と建

設 、操業 、閉 鎖 ＼ 法律 、取 り決 め、計画 、

評価書 等
地下研究施設

処 分場 の選 定 と建設 、

操 業 、閉鎖

1970年 代 核燃料廃棄物管理計画 1950年 代 米 国ア カデ ミー報 告

核燃料廃棄物に関する
1960年 代

岩塩 プ ロジェ

ク ト

10ケ 年の研 究計画
、

(1980> サイ ト調 査 とモ 省 庁 間 タ ス ク フ ォ ー ス

処分概念評価のためのプ ニ タ リン グ 旧Gに よる国家計画 と

ロ セ ス を公 表(1981) (1980"2000) 1970年 代
しての アウ トラインの

公表

WIPP地 質 調査

開始

予備的性能評価書 NRCの 実施 規準案

施設の建設とサ (10CFRPart60)
1980年 代 環境評価 と レビュ ープロ イ ト特性調 査

セ スの ガイ ドライ ン命令 (1982「989)

(1984) 放射性廃棄物政策法

規 制 文 書(RD)R-71

規 制 文 書(RD)R-104 操業段階の実験

(NWPA)制 定(1983)

環 境 評 価 書 案(9サ イト)

WiPP最 終 環境

影 響評価 書作

処 分場候 補地9サ イ ト

選定(1983)

規 制文書(RD)R-72 (1989-2000) サイ ト選定指 針(DOE)

環境 評価書(5サイト)

成
サイ ト特性調査の適合

連邦環境評価パネルメン ミ ッ シ ョ ン プ ラ ン Wlpp建 設 開 始 5サ イ ト選 定(1985)

バ ー の 指 名(1989)

1980年 代

EPAの 環境 規準案

3サイトに おけるサイト特性 サ イ ト特 性調 査 を行 う

調査活動の決定 3サ イ トを承 認 σg86)

1990年 代

カナ ダ環 境 評 価 法 の 制 定

(1990)

EISガ イ ドラ イ ン の 公 表

とAECLへ の 通 知(1992>

放射性 廃棄物 政策法

(NWPA)の 改定(1987)
サイ ト特性調 査計画 書

放射性 廃棄物技 術評価

協議会(NWTRB)の 設

ヤ ッ カ ・マ ウ ン テ ン の

み をサ イ ト特 性 調 査 サ

イ トと して 指 定(1987)

日Sを 含む概念評価書を
山
⊥乙(1987)

作 成 予 定(1993)
AECLの 概念 評価

ヤ ッ カ ・マ ウ ン テ ン で

国 に よ るEISの レ ビ ュ ー
が国の 承認 を得 た

後 、具体 的 な活動 1990年 代

NWTRBに よるサ イ ト

特性調 査活動 の レビュ
のサ イ ト特 性調査

2000年 代 に入 る
一

NRCに よる許認可
現時点では未定 2000年 代



一
IEA国 際 会 議 「NewElectricity21」

-21世 紀 に 向 け て の 電 力 技 術 と経 営 戦 略 一

(5/12～5/14)の 開 催 を 〕顧 み て

NewElectricity21日 本 委 員 会 事 務 局

(勧 エ ネ ル ギ ー 総 合 工 学 研 究所)

事務局長 吉

森

澤 均 ※

信 一 郎 ※※

※

嘩

直

※ ※

盛

1.は じ め に

平 成4年5月12日 か ら14日 ま で の3日 間,

東 京 の ホ テ ル グ ラ ン ドパ レス で,IEA(国

際 エ ネ ル ギー 機 関)と 通 商 産 業 省,NewElec-

tricity21日 本 委 員 会 の3者 の 主 催 に よ り,

「21世 紀 に 向 け て の 電 力 技 術 と経 営 戦 略 」 を

探 る 国 際会 議 「NewElectricity21」 が,開

催 さ れ ま し た。

会 議 に は,IEA加 盟 国 の ほ か,中 国,タ

イ,イ ン ドな どの ア ジ ア諸 国 や,ロ シ ア,ハ

ン ガ リー,ポ ー ラ ン ドな どの移 行 経 済 諸 国 な

ど35力 国,ま たEC委 員 会,世 界 銀 行 な ど7

つ の 国 際機 関 か ら,電 力 産 業 に 係 わ る政 府,

電 気 事 業 者,メ ー カ ー の経 営 者 や,経 済,技

術 の 専 門 家 が 参 加 し,そ の 数 は 海 外208名,国

内572名 の合 計780名 に の ぼ り ま し た。

本 会 議 で は,21世 紀 の世 界 に お い て も 「電

気 」 は そ の 使 い易 さや ク リー ン さか ら ます ま

す そ の 重 要 性 が 増 加 す る こ とが,改 め て 世 界

の共通の認識 として確認され,資 源制約 ・環

境問題 ・経済開発などの解決 を目指 し,電 力

産業に係わる各国の関係組織が,国 際的な視

野で新技術の開発 と適用 を進める必要性があ

るとのコンセンサスが得 られました。 また,

電力の安定供給 と地球環境保全のための技術

戦略や,発 展途上国 ・移行経済諸国への技術

移転の方法などについて,活 発な議論が行わ

れ ました。

以下に,IEAが 主催する会議の中で も最大

規模の会議 となった 「NewElectricity21」

を開催が決まった当初より,準 備等を含め,

裏方の事情を中心に顧み ることとします。

2.開 催 趣 旨

「21世紀に向けて
,社 会における電気エネ

ルギーの果 たす役割 は益々大 き くなってお

り,瑠 境保全 と経済の安定成長を両立させつ

つ,エ ネルギーの安定的供給を確保するため,

電力産業は新たな発想に基づ き積極的に対応

※ ㈲エネルギー総合工学研究所 専務理事

※※ ㈱エネルギー総合工学研究所 主任研究員
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する必要があ ります。

情報技術や新素材に象徴される著 しい技術

革新が進展する中で,需 要側では,社 会 ・経

済情勢や消費者のライフスタイルの変化に伴

い,電 力のサービスに一層の高度化 と多様化

が要求されています。一方,供 給側では,地

球環境問題や資源制約,立 地制約 などの重要

かつ困難な課題があ ります。

このため,国 および電力産業は,革 新的技

術によるブレイクスルーを見出し,国 際協調

の下で,長 期的展望に立った政策 と経営戦略

を立案 してい く必要があります。また,電 力

技術の開発戦略構築のためには,発 電から送

配電,利 用に至る広範な技術の将来展望 と,

情報 ・通信技術や超電導 などの先端技術が

電力技術に対 して果 たす役割 を,総 括的評価

によって明らかにしていかなければな りませ

ん。

本会議は,世 界各国のエネルギー政策 と電

力産業経営 の中心 となってい る方々に よっ

て,21世 紀に向けて電力産業が更なる飛躍を

遂げるための技術開発 と経営戦略,及 び国際

協力について活発な議論 を行い,共 通の認識

と展望 を明らかにして,そ れらがいかにある

べ きかを全世界に向け提言しようとす るもの

です。」(「NewElectricity21」 ファース ト

サーキュラー より)

3.開 催 経 緯

IEAは,エ ネルギー分野 をと りまく社

会 ・経済状況の変化 を踏 まえ,技 術開発に関

する種々の調査 ・検討,共 同研究等 を推進 し

てお り,ま た,そ れ らに関する国際会議等 を

毎年開催 しています。

平成2年 に,IEAか ら我が国に対 し,21

世紀に向けた電力分野の技術開発についての

国際会議 を開催す るよう要請があ りました。

このテーマは,我 が国で強い関心の持たれて

いるものであ り,国 際貢献に寄与すべ く要請

を受入れ,本 会議は開催 されることにな りま

した。

このようにして開催 されることになった本

会議は,発 電 ・送配電 ・最終電気利用等の電

力技術 を中心にお きつつ,そ れらをさらに広

い経営 ・政策的な視点から論ずる会議 とする

ことにな りました。電力関係においては,個

別技術に関する国際会議は度々開催されてい

ますが,こ のような試みはこれまで世界でも

ほ とんど例がな く,21世 紀に向けた総合的技

術戦略 を討議す る場 として極めて有意義 と期

待 されるところとな りました。

また,我 が国での開催は,NIES,AS

EAN等 のアジア諸 国か らの参加 も期待 で

き,従 来にない幅広 い会議がで きるもの と期

待されました。

4.開 催 準 備

(1)運 営 組 織

国 際委 員 会 と して,IEAの 場 に 関係10ケ

国 と5機 関 の 代 表 者 か ら な る 運 営 委 員 会

(SteeringCommittee)が 設 置 さ れ,会 議 の

基 本 的構 成,メ イ ン ス ピー カ ー 等 の検 討,関

係 国へ の 参 加 の 呼 び か け 等 を行 うこ とに な り

ま した 。 ま た,運 営 委 員 会 の 下 に組 織 委 員 会

(OrganisingCommittee)が 設 け られ,各 国

関 係 者 との 連 絡,開 催 準 備 を行 う こ とに な り

ま した 。

一 方
,日 本 国 内 で は,通 商 産 業 省,学 識 経
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験者,電 力会社,エ ネルギー関係諸団体,研

究機関等によって構成されるNewElectric-

ity21日 本委員会(委 員長:宮 原 東京電力

副社長,副 委員長:関 根 東京理科大学教授)

が平成3年6月 に設置され,会 議の構成,内

容,運 営等の検討協議 を行 うことにな りまし

た。日本委貝会の下には2つ の専門委貝会(総

務 ・運営委員会及び企画委員会)を 置 き,会

議開催のための諸準備,会 議運営,会 議後の

とりまとめ等の実務的作業を行 うことにな り

ました。 また,日 本委員会の活動 を円滑に行

うため,事 務局が㈲エネルギー総合工学研究

所内に設置 されました。

・国際組織

国

際

エ
ネ

ル
ギ

ー
機

関

国

際

運

営

委

員

会

国

際

組

織

委

員

会

事務局(技
術開発局)

・国内組織

日
本
委
員
会

総務 ・運営委員会

企画委員会

事務局
(エネルギー総合工学研究所内)

図1実 施体制

国 際 委 員 会 と 日本 委 員 会 の 設 置 か ら会 議 の

開催 まで の準 備 工 程 を表1「 「NewElectric-

ity21」 開 催 工 程 」 に示 し ます 。

(2)会 期中の実施体制

海外か ら多数の参加者が出席す る大規模な

国際会議 となったことから,準 備及び当 日の

運営については,会 議運営の業務 を委託 した

㈱サイマル ・インターナショナルや旅行代理

店の業務要員に加え,総 務 ・運営委員会の も

とにスタッフとして,日 本委員会 を構成 して

いる電力会社やメーカー各社,各 団体 ・機関

等か ら約130名 の方々の応援 をいただ くこと

になりました。

この応援により,円 滑な運営が可能 となっ

ただけでな く,応 対について,海 外の参加者

からも大変好評でした。

(3)参 加者の勧誘

会議開催決定当初,参 加予定者は海外250

名,国 内250名,計500名 を予定していまし

たが,結 果 としては海外208名,国 内572名,

計780名 と,参 加者の数は当初の予定を上回

りました。特に海外か らの参加者が200名 を超

えたことは,IEA側 からも高 く評価されま

した。

これは,会 議のテーマが国内外を問わず非

常に関心の高いものであったことと,以 下の

ような参加者勧誘の努力を行ったため と思わ

れます。

① 会 議 の 開 催 を通 知 し,参 加 を募 る 「フ ァ

ー ス トサ ー キ ュ ラー 」 の 送 付 は
,当 初 海 外

1,000部,国 内1,000部 程 度 を予 定 して い ま
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したが,IEA及 び国際委貝会 メンバーか

ら部数 を大幅 に増やすよ う強い要請があ

り,海 外7,000部,国 内4,000部,計11,000

部を送付 しました。

このことが,結 果的には海外か らの参加

者が200名 を超 えるこ とになった大 きな要

因 となった と思われます。

② 平成3年12月 及び平成4年2月 にパ リで

開催された国際委員会に,宮 原委員長,関

根副委員長他,日 本委員会関係者が出席 し,

各国委員に参加 ・協力の要請をするととも

に,こ の機会を活用 し,イ ギ リス,イ タリ

ア,フ ランス等の電力会社 を訪問 し直接参

加 ・協力の要請 を行いました。

これにより,会 議に対す る日本側の熱意

が伝わ り,海 外からの参加促進に大いに役

立ちました。

③ 参加国の地域バ ランスを確保するため,

ロシア,イ ン ド,タ イ,ヨ ルダンか らの参

加者については,招 聰者 として参加 してい

ただきました。

④ 国内の参加者については,会 議運営費確

保の見地から各方面に会議への参加のご協

力をお願い したところ,快 くご理解 してい

ただき,予 定 を上回る有料参加者の登録 を

いただきました。 ここに,厚 くお礼申し上

げ る次第です。

(4)募 金

計画当初の試算により,会 議の準備 ・運営

に要す る経費は多額の ものとなることが推定

され,会 議参加者の登録料だけでまかな うこ

とは難 しい と判断されたことから,国 内及び

海外の電力産業に関連 した団体に募金 を募 り

ました。寄付 をいただいた団体は以下の通 り

です。

① 国 内

・電 力 業 界

・電 機 業 界

・電 線 業 界

・機 械 業 界

・電 設 業 界

・電 力建 設 業 界

② 海 外

・欧 州 共 同体 委 員 会(CEC)

・フ ラ ン ス電 力 公社(EDF)

・イ タ リア 電 力 公 社(ENEL)

・ナ シ ョナ ル ・パ ワー(英 国)

・ニ ュ ー ク リア ・エ レ ク ト リッ ク(英 国)

・パ ワ ー ジ ェ ン(英 国)

・ナ シ ョナ ル ・グ リ ッ ド(英 国)

・米 国 エ ジ ソ ン 電 気 協 会(EEI)

なお,海 外か ら寄付をいただいた団体につ

いては,共 催 となっていただき,会 議のプロ

グラム資料 に共催 として団体名 を記載 させて

いただいた他,会 場に も共催 として団体名を

掲示させていただきました。

5.会 議 プ ロ グ ラ ム

会 議 は,特 別 基 調 講 演,3つ の ワー ク シ ョ ッ

プ,ス ペ シ ャ ル フ ォ ー ラ ム,及 びパ ネ ル デ ィ

ス カ ッ シ ョン で構 成 され ま し た。

(1)日 程

表2「 日程 」 に 会 議 の 日程 を示 し ます 。
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表2日 程

月 日 午 前 午 後

5月12日(火) 開会挨拶

特別基調講演

ワー ク シ ョ ップ1(A)

ワー ク シ ョップ2(A&B)

ワー ク シ ョップ3(A)

5月13日(水) ワ ー ク シ ョ ップ1(B)

ワー ク シ ョ ップ2(A&B)

ワ ー ク シ ョ ップ3(B)

ワー ク シ ョップ1(C)

ワー クシ ョップ2(C)

ワー ク シ ョップ3(C)

5月14日(木) スペ シャルフォーラム

総括集約者報告

パネルディスカッション

結論集約

閉会挨拶

(2)特 別基調講演

世界の各地域における電力産業の現状,21世 紀に向けての技術進歩や資源マネージメ

ン ト戦略の決定要因,電 力サービス需給の現状及び将来展望

(3)ワ ー クシ ョップ1:電 力技術の開発 と適用 を促進す るための経営戦略 と政策

1(A)二 環境変化に対応す る電気事業経営 と意思決定

1(B):経 済的,資 金的課題

1(C):政 策,規 制面の課題

(4)ワ ー クシ ョップ2:資 源,環 境上の制約を克服するための電力技術

2(A&B):10～20年 先の発電技術

2(C):更 に将来の発電技術

(5)ワ ークショップ3:送 配電及び効率的な電気利用のための新技術の開発 と導入

3(A):送 配電技術の進歩

3(B)=情 報,通 信,制 御技術における先端技術

3(C):需 要家管理 と電力利用技術

(6)ス ペシャルフォー ラム

地球環境問題を克服するための電力技術 と国際協力

(7)総 括集約者報告

各ワー クショップでの議論の要点の報告

(8)パ ネルディスカッション

21世 紀に向けての技術開発における電力産業の役割
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6.会 議 の 成 果

(1)本 会議は,主 催者を代表 してガリバーI

EA技 術開発局長,沓 掛通産政務次官,宮

原 日本委員会委員長の開会挨拶 で幕が開

き,那 須電事連会長,ミ ッチェル米国エジ

ソン電気協会次期会長をはじめ として,世

界の電力産業に関する団体の多数の トップ

層の方々により,包 括的,長 期的,か つ グー

ロバルな視点か ら,21世 紀に向けての電力

技術 と経営戦略について活発 な議論が3日

間にわたって行われ,電 力産業の直面する

課題について共通の認識 を得 ることができ

ました。

ワー クショップにおいては,22の 国 ・機

関より基調講演9件,一 般講演84件,合 計

93件 もの発表が行われました。

最後に,ガ リバーIEA技 術開発局長,

宮原 日本委員会委員長か ら会議の集約が行

われ,幕 を閉 じました。

(2)会 議の主要参加者を表3「IEA国 際会

議 「NewElectricity21」 」に示 しますが,

本会議のように世界の電力産業に関する行

政,学 界,産 業界,国 際機関のハイレベル

にある方々が一同に会 して議論 したこ と

は,初 めての試みであ り,大 変意義深いも

の となりました。

また,会 議での議論や7.に 記 します関連

行事を通 し,電 力産業関係者の国際交流が

図られ ました。

(3)会 議の主要な論点については,最 終 日に

会議の集約 を述べ られた 「宮原 日本委員会

委員長閉会挨拶(要 旨)」と,各ワー クショッ

プでの議論の概要を記 した 「会議のハイラ

イ ト(速 報)」の2つ の資料 にまとめられて

いますので,本 報告の最後に別添資料 とし

て掲載させていただきます。

(4)本 会 議 の最 終 報 告 書 は,IEAに お い て

「Proceedings」 とい う形 で ま とめ られ
,製

本 の う え,参 加 者 各 位 に送 付 さ れ る こ とに

な っ て い ます 。

(5)な お,会 議に使用されたプログラム資料

は,片 面が英語版,も う片方の面が 日本語

版 とい う両面か ら2力 国で書かれた もの

で,会 場 では非常に好評で した。

これは,宮 原 日本委員会委員長の御提案

になったもので,同 委員長の数多い海外の

国際会議参加の御経験 を活かされた もので

す。

7.関 連 行 事

関 連 行 事 と して,レ デ ィー ス ツ アー,テ ク

ニ カ ル ツ ア ー 及 び 式 典(パ ー テ ィー)を 実 施

しま した 。

(1)レ ディースツアー

海外の参加者に随行されて来 日されたご婦

人方を対象 として,日 本の文化 を見ていただ

き,日 本についての理解 を深めていただ くた

め,会 議開催期間中にレディースツアーを実

施 しました。

このツアーは,女 性ボランティアの方が同

行 されたことにより,明 るく,和 やかな雰囲

気の うちに進め られ,大 変喜んでいただける

もとな りました。

レディースツアーの 日程は以下の通 りで
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①

肌

②

生花 ・ショッピングツアー5月12日

(火)

AM草 月流会館(六 本木)

生花の体験 レッスン

PM三 越デパー ト(銀 座)

ショッピング

鎌倉古都見学ツアー5月13日(水)

AM鶴 ヶ岡八幡宮

PM長 谷大仏

(2)テ クニカルツアー

海外の参加者を中心に,日 本の電力産業設

備及び 日本の文化を見ていただき,日 本につ

いてより理解 を深めていただ くために,見 学

先の各社 の御支援 と御協力をいただき,テ ク

ニカルツアー を実施 しました。

このツアーは大変好評な ものとな り,参 加

者の多くの方が,日 本の電力技術のレベルの

高 さ,設備が非常に良 く整備 されていること,

設備が周辺環境に対 して十分配慮 されている

ことに感心 していました。

テ クニカルツアーの 日程 は以下の通 りで

す。

① 東京都心ツアー5月15日(金)

AM東 京電力大井火力発電所

PM東 京電力中央給電指令所,東 京

電力箱崎熱供給センター

② 東京近郊ツアー5月15日(金)

AM京 セラソーラーエネルギーセン

ター

PM富 士 電機 燃料 電池システム工

場,東 京電力大井火力発電所燃

料電池プラン ト

③ 関 西 方 面 ツ ア ー5月15日(金)～16

日(土)

5月15日 関 西 電 力六 甲新 エ ネ ル ギー

セ ン ター,関 西 電 力 基 幹 系

統 給 電 所

5月16日 二 条 城,金 閣 寺,平 安 神 宮

(3)式 典(パ ーティー)

参加 された世界各国の電力産業関係者の交

流の場を設け,相 互理解 を深め,会 議の前後

の緊張をほ ぐすために,式 典(パ ーティー)

を実施 しました。

式典 はいずれも,盛 大に,か つ,和 やかに

行われ,各 界からの参加者の交流に大変役立

つ もの とな りました。

式典の 日程は以下の通 りです。

①

②

③

カ クテ ル パ ー テ ィー5月11日(月)

18:30～20:00

会 場 ホ テ ル グ ラ ン ドパ レ ス

海 外 か らの 参 加 者 を 中 心 に250名

が 参 加 。

ウ ェ ル カ ム レ セ プ シ ョン5月12日

(火)18=00～20:00

会 場 ホ テ ル グ ラ ン ドバ レ ス

600名 を越 え る参 加 者 を迎 え て 盛

大 に 開催 され た。

バ ン ケ ッ ト5月13日(水)

19:00～21:00

会 場 学 士 会 館

会 議 の 開催 ・運 営 等 に お 世 話 い た

だ い た 各 国 の 代 表100名 を招待 。

8.お わ り に

本 会 議 の 開 催 は, 電力技術の革新と研究開
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発の最先端をい く我が国で国際会議を開催す

ることの意義を認めたIEA側 の強い要請に

応えたものでした。

本会議は,

①IEAの 電力関係 の国際会議は,わ が国

では最初であったこと

② 海外か らの参加者が200名 以上である大

型の国際会議であったこと

③ 会議資料は全て英語であ り,会 議時間の

制約があることから,会 議の進行 をスムー

ズなものにす るため,全 ての会議で同時通

訳をつける必要のあること

等が特色であり,そ の開催に当たっては,通

商産業省をはじめとして,電 力産業界の総力

をあげて取 り組 まなければ成功の見通 しがた

たないと思われる超大型の国際会議でした。

費用 も当初の予定より大 きく膨 らみました

が,国 内関係各社の皆様の寄付並びに参加登

録者数の増大,海 外機関からのCo-Sponsor-

shipに より調達することができました。

また,会 議の準備及び運営,テ クニカルツ

アーの実施等に関係各社の皆様方の絶大な御

支援 と御協力を賜 りましたことに対 し,厚 く

お礼申し上げる次第です。

今や 日本の電力産業は,世 界の電力産業を

支えるまでに至ったことが,し み じみと実感

される3日 間でした。

事務局 として至 らぬ点が 多々ございました

が,ご 存知の通 り成功裏に終わ りましたこと

をご報告 申し上げ,厚 くお礼 申し上げる次第

です。

末尾になりますが,宮 原委員長 をは じめ と

す るNewElectricity21日 本委員会の関係

者の皆様及び当日の会議の準備運営にあたっ

ていただきましたボランティアの皆様方の御

尽力に対しましては深甚の謝意を表 します。

特に,NewElectricity21日 本委員会の総

務 ・運営委員会,企 画委員会の双方の幹事 を

務められた東京電力㈱開発計画部の後藤 清

課長,事 務局 を務め られた東京電力㈱開発計

画部の矢部 邦明 副長の獅子奮迅の御尽力

に対 しては重ねて感謝の意 を表する次第で

す。

以 上
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①

1

表1「NewElectricity21」 開 催 工 程

項目

年/月

国際委員会
日本委員会

企
画
委
員
会

総

務

・
運
営

委
員
会

委員会開催

座長及び講演者

プログラム

論文、予稿集 、プ

ロシーディ ングス

委員会開催

案内

資金計画

予決算

会 場

宿 泊

テ クニ カルツアー

式 典

広 報

91/5 6

5/30(⊃(ノ 〈リ)

06/14

7

07/8(

(⊃6/14()6/25

8

京)

9 10 11

010/18

↑

○ ～～ ～～～～～～～～～ ～～～～～～○

日本側主要参加者 調 整 主要参加
者の決定

12 92/1

○
子骨

012/6(パ リ)

11/230

06/14 7/310

論文募集

論
審査

i採用
i決定

○

アブストラ外

○詳細

iプログラム

論文依頼

1/170

2 3

2/200(パ リ)

4 5

○ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～0

1stサ ーキ・ラー 作 成 ・発 送

○～○～～～～○
計画案作成 ・調整 募金文書発送

○基本計画○一次予算

○予約

○ 本テル予約 ○ ホテル予約

○基本案

6/140プ レス発表

○設備予約

○骨子(VIP確 保)

○ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～0

2ndサ ー一キ・ラー 作 成 ・発 送

○

募金状況チェック

○詳細案

○各式典内容

(東 京)0

5/11

03/23

○ ～～～～～～○

ディスカッション

の進め方

論

3/230

ー

集
刷

○

編
印

〇二次予算

○最終案

○式典次第 ・出

N

E

21

開

催

"
5

月

12

日

ー

5

月

14

日

4/28ル ス発 表○

6 7

会議実施報告
6/190

6/190
会議実施報口

プロシーデ ィングス

編集

○～～～～～～～ ～

6/190

会議実施報告



表31EA国 際 会議rNewElectricity21」 の主 要 参加者 リス ト

プログラム 役 割 所 属 氏 名

開会挨拶 挨 拶 IEA技 術開発局長
通産政務次官
日本委員会委員長(東京電力副社長)

S.Garribba

沓掛 哲 男宮原 茂悦

特別基調講演 座'長
講演者

日本委員会副委員長(東 京理科大学教授)
EC委 員会エネルギー局審議官
ユーロエレク トリック会長、イタリア電力公社(ENEL)副 総裁(イ タリァ)
エジソン電気協会(EEI)次 期会長、ポ トマック電力社長(ア メリカ)

世界エネルギー会議名誉副議長(ヨ ルダン)電事連会長
、東京電力社長

関根 泰 次
R.DeBauw

A.Ortis

E.MitcheIl

H.Khatib

那 須 翔

ワー クシ ョップ1
セ ッシ ョン1-A 座 長

総括集約者基
調講演者

ドイツ火力発電技術協会(VGB)理 事(ド イツ)
パシフィックパ ワー環境技術部長(オ ース トラリア)

関西電力副社長

H.D.Schnling

J.Sligar

成 松 啓二

セ ッシ ョン1-B 座 長
総括集約者
基調講演者
招待講演者

アメリカ電力研究所(EPRI)上 級副所長(ア メリカ)
アメリカ電力研究所(EPRI)副 所長(ア メリカ)
パワージェン常務(イ ギ リス)

電力エネルギー庁長官(イ ンド)

K。Yeager

G.T.Preston

A.Roberts

S.Rajgopa1

セ ッシ ョン1-C 座 長
総括集約者
基調講演者
招待講演者

ユニペデ発送電運営委員会委員長
エネルギー環境公社部長(オランダ)
通産省資源エネルギー庁長官東
京大学経済学部教授

L.E.Lundberg

R.Derks

山本 貞一

植 草 益

ワー クシ ョップ2

セ ッシ ョン

2-A&B

座 長

総括集約者

基調講演者

A)パ シフィックパワー社長(オ ース トラリア)
B)日 本委員会副委員長(東 京理科大学教授)
A)ABBカ ーボン社部長(ス ウェーデ ン)
B)テ ネシー渓谷電力公社(TVA)技 術開発部長(ア メリカ)
A)電 源開発社長
B)カ ナダ電気協会理事(カ ナダ)

R.M.Bunyon

関根 泰次
S.Jansson

E.D.Daugherty

杉 山 和 男

A,E.Kingsley

セ ッシ ョン2-C 座 長
総括集約者
基調講演者

スペイ ン電力公社(ENDESA)資 源燃料局長(ス ペイン)
ヨーロッパガスタービン社(イ ギリス)
電力中央研究所理事長

J.Fernandez

D.Pollard

依 田 直

ワー クシ ョップ3
セ ッシ ョン3-A 座 長

総括集約者基
調講演者

国際電力技術会議(CIGRE)技 術委員会委員長(ス ウェーデン)
三菱電機電力変電技術部長
アメリカ電力研究所(EPRI)副 所長(ア メリカ)

M.F.Chamia

鈴 木 浩
N.Hingorani

セ ッシ ョン3-B 座 長
総括集約者
基調講演者

日本委員会総務運営委員長(東 京電力開発計画部長)
EAテ クノロジー社(イ ギ リス)
フランス電力公社(EDF)副 総裁(フ ランス)

一 原 嘉 昭

A.D,Cross
F.Ailleret

セ ッシ ョン3-C 座 長総括集約者

基調講演者

スウェーデン電気事業連合会常務理事(ス ウェーデ ン)
シナジック・リソーシズ社社長(ア メリカ)
イタリア電力公社(ENEL)(イ タリア)副 本部長

K.Lindholm
D.R.Limaye
G.GallizioIi

スペ シャル フォー ラム 座 長
総括集約者基
調講演者

パネリスト

世界エネルギー会議東京大会事務局長
EC委 員会エネルギー局
ノーザンステーツ電力会長(ア メリカ)
世界銀行環境政策局長
慶応大学教授
タイ国発電公社技術開発局長(タ イ)
能源部電力総工程師兼電力司司長(中 国)
ユニペデ地球温暖化専門家グループ委員長(ス イス)

横 掘 恵一
M.Gowen

J.Howard

M.Munasinghe

石井 威 望
K,Karnasuta

陸 延昌
Y.Haller

パネルディスカション 座 長
パネ リス ト

IEA技 術開発局長
ユーロエレク トリック会長、イタリア電力公社(ENEL)副 総裁(イ タリア)

アメリカ電力研究所(EPRI)上 級副所長(ア メリカ)
中部電力副社長
通産省資源エネルギー庁技術課長
ABB副 社長(ス イス)

国際電力技術会議(CIGRE)会 長(ブ ラジル)

S.Garribba

A.Ortis
K.Yeager

太 田 宏 次谷
口 富 裕

G.Lundberg

J,Z,L.Lepecki

結論集約閉会挨拶 IEA技 術開発局長
日本委員会委員長(東京電力副社長)

S,Garribba

宮原 茂 悦

上記の他に次の方が参加。
イギ リス

ン
ド

デ
ン

一
ラ

ン

ア

エ
ン
湾
国
ダ
オ

シ
ウ

イ

ル
カ

ロ
ス
フ
台
韓

ヨ
マ

:ニ ュークリアエ レクトリック社
ナ ショナルパワー社
ロシァ火力技術研究所
ス ウェーデ ン電力 庁(VattenfaID

フィンランド電力公社
台湾電力公司韓国電力公社

ヨルダン電力庁
マカオ電力公社
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(別 添 資料 一1)

IEA国 際 会議NewElectricity21

宮 原 日本 委 員会 委 員 長 閉会 挨 拶(要 旨)

平成4年5月14日

1,会 議 の 意 義

本 会 議 は、 包 括 的 、 長 期 的 か つ グ ロ ーバ ル な 視 点 か ら、電 力 技 術 と経 営 戦 略 に

っ いて 、 世 界 の 多 数 の国 や 機 関 か ら電 力 産 業 に関 係 す る行 政 、 学 界 、 産 業 界 、 国

際 機 関 の ハ イ レベ ル に あ る方 々が 一 同 に会 して 議 論 した こ と は初 め て の 試 み で あ

り、 大 変 意 義 深 い もので あ った。

こ う した論 議 の 中 で、 電 力産 業 を取 り巻 く環 境 、 諸 条 件 が 大 きな 転 換 点(夕 一

ニ ング ポ イ ン ト)に あ る とい う認 識 を鮮 明 にす る ことが で き た ばか りで な く、 こ

れ か らの電 力産 業 の 活動 が 資源 、環 境 、技 術 の 問題 か ら単 に一 地 域 の ロー カ ル な

枠 に お さ ま らず 国境 を越 え て グ ローバ ル な もの に な った と い う認 識 を共 通 に 得 ら

れ た の で は な い か と思 う。

ま た 、会 議 中 の 様 々 な 形 で の情 報 交換 や意 見 交 換 に よ り参 加 者 の皆 様 方 の 間 で

培 わ れ た 緊 密 な 人 間 関 係 と信 頼 関 係 は 、必 ず や今 後 の世 界 の電 力産 業 の 発 展 に 大

き く寄 与 す る こ とで あ ろ う。

2.会 議 の 要 旨

会 議 で 議 論 され た 問 題 は、IEAガ リバ 局 長 が 報 告 され た よ うに 多 岐 に わ た り、

一 概 に は ま とめ る こ と はで き な いが 、 そ れ らを 総 合 して 私 な りの 所 感 を 以 下 の よ

う に率 直 に述 べ た い と思 う。

電 力 産 業 は、 基 幹 産 業 と して 各 国 、 各 地 域 の 歴 史 的 、 地 理 的 条 件 、 資 源 賦 存 状

況 な ど、 ま さ に その 地 域 の す べ て の 条 件 に関 わ って い るた あ 、 発 展 の 歴 史 か ら来

る事 業 形 態 も千 差 万 別 で あ り、 か か え る問 題 も多 様 、 解 決 へ の ア プ ロ ー チ もさ ま

ざ まで あ り、 なか に は鋭 い意 見 の対 立 も見 られ た。 しか しなが ら、 参 加 したす べ

て の 人 々 は、 電 力産 業 の か か え る 問題 にっ いて 、 話 し合 い と協 力 を通 じて 解 決 の

道 を探 る 強 い意 欲 を持 って お り、 会 議 が 終 始 積 極 的 な発 表 と討 論 の場 と して 運 営

で き た。

今 回 、 得 られ た共 通 の認 識 に は、 次 の よ うな ものが あ るの で は な い か と思 わ れ

る。
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(21世 紀 にお け る電 力 の 重 要 性)

来 世 紀 に お いて も、 利 便 性 、 資源 利 用 効 率 、 ク リー ンさな どエ ネ ルギ ーの 中 で

電 力 の持 っ 優 れ た特 性 か ら、 社 会 の 中 に 電 気 の 果 た す 役 割 、 重 要 性 が ます ます 増

加 す る こ とが 改 めて 共 通 の 認 識 とな った 。

(エ ネルギー需要 の増加 と省 エネの必要性)

21世 紀 に向けて 、主 として途上国にお ける人工増や生活水準 の向上 によ って、

エネルギー需要 が著 しく増加 す ることが確実 と予想 され るが、 これに対 し大幅 な

省エネルギー努 力が必 要であ ることが論議 され た。特 に、省 エネルギー技術 の開

発 と先進 国、途上 国を問わず その普及の重要性が共通 に認識 され、その ための教

育問題 も含めた国際協 力の重要 性が協調 され た。

(安 定 した 電 力 供 給 の 確 保)

さ らに、 世 界 の 電 力 需 要 は、 一 次 エ ネ ル ギ ー需 要 の増 加 率 を 大 幅 に上 回 って着

実 に増 加 して きて お り、 今後21世 紀 に む け て も、 同様 の 高 い 電 力 需要 の 増 加率

が 見 込 まれ る。

世 界 各 国 の 電 力 産 業 は、 従 来 か ら各 地 域 の特 性 を踏 ま え つ っ 、 安 定 した 供給 を

確 保 す るた め 努 力 し、 十 分 そ の 使 命 を達 成 して き た。 しか し、 さ ま ざま な リス ク

に備 え て 安 定 供 給 を 確 保 す る た め に、 今 後 と も電 源 の 多様 化 な ど一 層 の 努 力 が 求

め られ て い る。 そ の た め に は、 石 炭 の ク リー ンで高 効 率 の利 用 法 、 原 子 力 発 電 の

安 全 性 の 向 上 、 及 び 、 核 燃 料 サ イ クルの 確 立 、再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー や未 利 用 エ ネ

ル ギ ーの 利 用 促 進 に 係 る技 術 開 発 が 必 要 で あ る と認 識 され た 。

また 、 供 給 サ イ ドの み な らず デ マ ン ドサ イ ド ・マ ネ ー ジ メ ン ト(DSM)な ど

需 要 側 の 対 策 の 重 要 性 は今 後 ます ます 高 ま る もの と予 想 され る。 供 給 ・需 要 両 面

か らの 総 合 的 な戦 略 が 不 可 欠 で あ る と考 え られ る。

さ らに、 量 の 確 保 の み な らず 、電 力 の 質 の 確保 へ の 要 求 、 お 客 様 ニ ー ズ の 多 様

化 へ の 対 応 に向 けて 、 情 報 技 術 、 先 端 技 術 を導 入 した 高度 な 制 御 、 運 用 シ ステ ム

を 確 立 して い く必 要 が あ る と思 わ れ る。

(地 球 環 境 保 全 へ の 取 り組 み)

地 球 温 暖 化 、 酸 性 雨 等 の 地 球 規 模 で の環 境 問 題 は、 今後 の 電 力産 業 の 経 営 に多

大 な影 響 を与 え る ことが 予 想 さ れ る。 電 力 の 形 で 利 用 す る こ と に よ り、 そ の 他 の

形 で エ ネル ギ ーが 利 用 され た と き に比 べ て 、 全体 と して環 境 へ の 影 響 は大 き く抑

え られ て き たが 、 今 後 と も電 力産 業 は エ ネ ル ギ ー の 主 要 な供 給 者 の 一 っ と して 、
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また 産 業 界 の リー ダ ーの 一 っ と して 、 人 類 の 未 来 の た め 環 境 を 保 全 しっ っ 、 経 済

発 展 を 実 現 す る こ とが 、 必 ず や 可 能 で あ る との 信 念 を 持 って 、 「持 続 的 成 長 」 を

具 体 化 す る事 業 活 動 を実 行 して い くよ う期 待 さ れ て い る。 と りわ け省 エ ネ ル ギ ー、

効 率 向 上 等 効 果 が 高 く、 多 くの 目 的 に資 す る対 策 か ら順 次 実 施 に移 す 必 要 が あ る

と思 わ れ る。

(技 術 の果 たす役 割 と効率 的な技術 開発)

これ までの歴 史において電 力産 業が直面 した課題の解決 に対 し、技術 は重要 な

役割 を果 た して きた。将来において も、技術 こそが問題解決 の重要 な鍵 とな るも

の と期待 され る。技術開発 はまず各電力産業個 々の活発 な研究 、開発によ って進

む ものであ るが、効率的な開発を進め る上で、行政 ・電気事業者 ・メーカー ・研

究機 関の適切な役割分担 に基づ く協調 とと もに国 際協 力が不可 欠であ る。 これ ま

で も国際的な組織 にお いて様 々な活動が行われて きたが、 さらに最近 も各地 域の

もっ諸 条件 に合わせ、種 々の先取的な取 り組みが 開始 されてお り、例えば、欧州

の電気 事業者 は、ECの 統合化の進展 に呼応 し、石 炭ガス化複合発電技術等、域

内共同 プロ ジェ ク トを実施 に移 して いるとの紹介 があ った。今後 は更 に全世界規

模での先進国 間の共 同プロジェク ト、先進国 ・途上 国の共同 プロジェク トも、課

題の性質 に応 じた様 々な場で積極的 に進 めるべ きであ ると思われ る。

(競 争 と協調)

世界各 国よ り競争 と市場 メカニ ズムの導入 を 目指 した電気事業の規制緩和、民

営化等の組織改編 について議論が あ った。条件 によ って は電力産業の活性化 に寄

与 しっっ ある との報告 がある一方で はい くっかの課題があ げ られた。電力供給の

公益性 を満 た しっ っ競 争の利点 を最大 限に生 かすため には、競争 と協調の 間のバ

ラ ンスにっ いて慎重 な配慮 が必要 と思 われ る。

(人 材育成 と社会 貢献)

電力産業 の高度 の技 術力を維持す る上 で、今後 と も人材育成 は最 も基本 的な条

件で ある。 また電 力産 業は、常 に先端 の技 術に取 り組 み、社会 において極 めて重

要 な役割 を担 う産 業 と して、 さらには人類 の未来を担 う魅 力ある産業 と して積極

的 に社会へPRし 、電 力産業に対す る社 会の理解 と支持が得 られ るよ う引き続 き

努 める必要 があ ると思 う。特 に先進 国が途 上国 にこの面 でます ます支援 、協 力を

強化す る ことが重要 であ ることが確認 された。

一90一



(国 際化 と国際協力)

経済 、技 術の グローバル化が急速に進展 しっっあ る中、電 力産 業 は今 まで も国

際的な情報 の交換、共 有の実績 を積みっっあ るが、 もっと広範 な国際化 が今後 と

も一層加速 す る もの と予想 され る。今 日の討論の色 々な局面 で もそれが とりあげ

られた。環境問題 は じめ、困難な問題への対応 にっ いて 、技術 開発 はもちろん、

様 々な経営的取 り組み にっ いての情報交換の拡大、電 力産 業を支え る人の教育、

育成の問題 も含む交流、協力の拡大、特 に環境技術や省 エネ技 術の途上国への移

転を促進 して い く必要が ある。 このため に、共 同技術 開発の形 も含あた多様 な技

術協力、情報通信技術 の電 力系統への利用 にっ いて の標 準化の促進、 その他広範

な国際的な共 同技術 開発 の必要性が強 く認識 された。 これ らの面で 日本 に対す る

期待の大 きさを強 く感 じた。

以 上
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(別 添 資 料 一2)

平 成4年5月14日

IEA国 際 会 議NewElectricity21

会 議 の ハ イ ラ イ ト(速 報)

NewElectricity21日 本 委 員 会

21世 紀 に向 けて 、電 力産 業 の技術 と経営 戦 略を地 球 レベル で論議 す るため に開催 され

た本 会議 は、IEA(国 際エ ネルギ ー機関)、 通 商産 業省 、NewElectricity21日 本委 員

会 の3者 主催 の下 、EC委 員会 、 フラ ンス電 力公 社 、 イ タ リア電力公 社、英 国 ナ シ ョナル

パ ワー社 、英 国 ナ シ ョナル グ リッ ド社 、英 国パ ワー ジェ ン社、英 国 ニ ュー ク リアエ レク ト

リック社 、 米国 エ ジソ ン電 気協 会の共 催 を得て 、1992年5月12日 か ら14日 にか けて東京 に

おいて 開催 され た。

参加者 は海外 か らの200名 を含 め、約800名 で、IEA加 盟 国の ほか、 ア ジアか ら

中国 ・タイ ・イ ン ドな ど、移 行経済 諸国 か らロシア ・ハ ンガ リー ・ポーラ ン ドな ど計35

ケ国、 またEC委 員会 、世界銀 行等7っ の国 際組織 か ら、電 力産業 に係 わ る政 府、電気 事

業者及 び メー カの経営 陣や、経 済 ・技術 の専 門家 な どが 参加 した。

21世 紀の世界を考える上で、 「電気」はその使 い易 さやクリー ンさか らますますその

重要性が高 まっている。資源制約 ・環境問題 ・経済開発などの解決を目指 し、電力産業に

係わる各国の関係組織が、国際的な視野で新技術の開発と適用を進め る必要性があるとの

コンセンサ スが得 られた。電力の安定供給 と地球環境保全のための技術戦略や、発展途上

国 ・移行経済諸国への技術移転の方法などにっいて、活発な議論が行われた。

本会議における議論の要 旨を速報 としてまとめると以下の通 り。

(ワ ークショップ1)

政府、電気事業者は効率的な電力供給を可能とするよ う、機構及び規制面の課題を克服

し経済性の向上に務め、21世 紀に向けた新技術の開発と導入促進に協力 していくべきで

ある。 この場合には、各国によ り状況は異なるものの、地球的規模での総合的な取組みが

求められ る。電気事業者は政府及び需要家の理解を得 ることにより、政府による適切な規

制の下で、新技術の積極的な導入を促進す るべ きである。

・地球的規模の諸課題の解決には、技術開発及びそのための新たな資金調達方法の確立が

必要であ り、市場経済に即 した民 間活力を引 き出す ことも一つの方法である。

・電気事業の制度面での変更を行 う場合 には、事業者間の競争 と協調のバランスを考えつ

つ、従来か ら達成 されて きている電力供給の安定性、信頼性及び効率性が損なわれない
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よ う配 慮す べ きで あ る。 また、需要 家 に対 し公 平 なサ ー ビスが確保 され る こと も必要 で

あ る。

(ワ ー クシ ョ ップ2)

発電技 術 は、エ ネル ギー供給 の セキ ュ リテ ィ と環境 保全 の課題 に対 応す るた めに、20～

30年 あ るいは更 に長 期 的な視野 で検討 されな ければ な らな い。

・今後20年 以 上 にわた り、電 力供給 は、化 石燃料 、原 子 力 と水 力 に大 き く依存 し続 け る。

・環境 適合 性 に優 れ た発電方式 と して、 まず ガス ・コ ンバ イ ン ドサ イ クル、次 に10～20年

後 に石炭 ガ ス化 と加 圧流動床 等 の ク リー ン ・コール ・テ ク ノロ ジーが重 要な役 割 を果 た

す 。

・原 子力 の安全性 を更 に高 め、標準 化 を進 め る必 要 が あ る。

・再 生可能 エ ネルギ ー は、 その導 入が進 みっっ あ るが、 今後20年 以 上 は、出 力が常 時一定

で な い こと、 コス トが高 い ことな どによ り、大 きな供 給 力 と して は期待 で きな い。今後

ともコス トダ ウ ンの研究 開発が続 け られ るべ きで あ る。

・更 に将来 の発 電技術 にっ いて は、種 々の先進 的 な技術 の研 究開発 が進 んで い る。 現時点

での コス ト予 測 はまだ 困難 で あ るが 、 これ ら技術 の 開発促 進の ため に は、長 期的 な観点

か ら、 国際 的な情報 交換 ネ ッ トワー クの確立 や人 材交 流が 必要 であ る。

(ワ ー ク シ ョップ3)

技 術開 発 によ って 、送配 電効率 及 び需 要サ イ ドの電気 利用 の効率 向上 が進 んで い る。今

後 、需要 家の ライ フス タイルや経 済の 高度化 に対 して 、 どの よ うな新技 術 を選 択す べ きか

につ いて検 討す る必要 が あ る。供 給制約 、環境 問題 へ の対応 を図 る視点 か ら、本 ワー クシ

ョップにお いて は、以 下 のよ うな技術 にっ いて議論 が な された。

・UHV送 電 、直流送 電 によ る送 電損失 の低 減

・パ ワーエ レク トロニ クスの適用 に よ る系統 運用 の フ レキ シ ビリテ ィの増加

・高効率電 力貯 蔵 システムに よ る ピー ク負荷 の平準 化

・急速 な事業環 境 の変化 に対応す るための先 進 的かっ 標準 化 され た コ ン ピュー タ ・通信 技

術 の適 用

・事業者 にと って重 要 なイ ンフラ と しての高 速通信 網 の構 築

・電力消 費の抑 制 と既設電 力設備 の有 効利用 を可能 とす るデ マ ン ド・サ イ ド ・マネ ー ジメ

ン ト(DSM)

以 上
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第1章 世界通商 ・経済の動向

第1節 鈍化 した世界の通商 ・経済

世界経済は,83年 以来長期 にわたる好景気

を享受 して きたが,91年 には主要国における

景気の鈍化 ・停滞,旧 共産圏地域の経済的混

乱,湾 岸危機の後遺症による中東地域経済の

落ち込みなどを反映 して,前 年比1%未 満の

成長に とどまった。

世界的な景気後退基調の中で,ア ジアNI

ES・ASEAN地 域においては,や や伸び

は鈍化 しつつあるものの,引 き続いて高い成

長を維持 している。

91年 の世界全体の貿易は,世 界全体の経済

活動の低調さを受けて,数 量べ一スで前年比

0.6%増,金 額べ一スで,前 年比1.0%増 と低

い水準の伸びにとどまった。80年 から90年 に

かけての長期的な世界の輸出入構造の変化 を

見ると,世 界の貿易量は,約1.8倍(年 平均5.8

%)と 大 きく拡大 した(図1)。 中でも,経 済

統合が進展す るEC地 域 と高成長のアジアN

IES・ASEAN両 地域における貿易の拡

大が顕著である。 また,原 油輸出を中心 とし

た中東諸国か らの輸出が世界全体の輸出に比

べ相対的に縮小 した。

91年 の我が国の経常収支は,湾 岸支援金拠

出の影響により移転収支の赤字幅が拡大 した

ものの(前 年比70億 ドル),貿 易収支黒字の大

幅な増加(同395億 ドル),貿 易外収支の赤字

幅縮小(同46億 ドル)に より,一 転 して黒字

幅拡大(同371億 ドル)と なった。地域別の貿

易収支(通 関べ一ス,以 下同 じ)の 動向を見

ると(図2),対 アジアNIES(395億 ドル),

EC(274億 ドル)の 黒字額の拡大,減 少傾 向

にあるものの依然 として大きな対アメリカ貿

易収支黒字(382億 ドル)の 存在等,我 が国の

地域別の貿易収支の構造は多極化 しつつある

もの と言える。

91年の我が国の輸出は,前 年比9.6%増(ド

ルベース)と 近年にない高い伸びとなった。

輸出総額の伸びの うち価格上昇は6.5%,数 量

増加は3.0%と 価格面での寄与が大きい。価格

上昇の要因としては前年に比 して為替相場が

円高基調で推移 したことによるJカ ーブ効果

に加 えて,我 が国の輸出財の高付加価値化の

進展が挙げられる。

地域別の輸出動向(ド ルベース)を 見ると,

資本財を中心 とした東南アジア地域への堅調

な輸出の伸びが注 目される(アジアNIES,

ASEAN諸 国向け輸出合計の,我 が国の輸

※ 通商産業省通商政策局通商調査室
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① 輸 出

② 輸 入

5.8

羽年

づフ

4.4

8z年

■国 日本
㎜ アメリ力
團EC

医動ASEAN・NIES
[コ 中東
口 その他

3.4

gz年

gz年

(備考)世 界の輸出総額と輸入総額は、輸出と輸入で統計の取り方が異なることから、数値は一致しない。

グラフ中の数値は、世界全体の輸出(輸 入)総 額に占める各地域の割合(%)を 示す。

また、グラフ中央の数値は、世界全体の輸出(輸 入)の 総額を示す。

(資料)IMF「DOT」 、台湾行政院 「自由中国之工業」

図1主 要国 ・地域の全世界輸出入に占める割合
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(資料)大 蔵省 「貿易統言十」

図2地 域別 貿 易収支(通 関べ 一 ス)の 動 向
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出総額の伸 びに対する寄与度は4.6%と 大 き

なウェイ トを示 した)。これは我が国が同地域

に対 し部品 ・中間製品を含めた資本財の供給

者 となっているという,同 地域 との分業 ・貿

易構造に起因するものと考 えられる。また,

EC向 け輸出は ドイツ統一の影響により高い

伸び となった。

91年 の輸入は,前 年比0.8%の 微 増 とな り

(ドルベース),87年 以降二桁台の伸びを示 し

てきた輸入の拡大 も著 しく鈍化 した。数量べ

一スでも3 .0%増 と90年 に比べ伸 びは低下 し

た。輸入の鈍化の要因としては,原 油輸入価

格の低下等による鉱物性燃料輸入の減少,株

価 ・地価の下落に伴 う資産効果の剥落による

美術品 ・高級乗用車等奢修品輸入の急減が挙

げられる。 また,設 備投資の鈍化等を反映し

た資本財輸入の伸び悩みなどから奢修品を除

いた製品輸入も伸び悩みが見 られた。

第2節 ソ連 ・東欧社会主義圏の崩壊 と各国

の支援

旧ソ連の国民総生産は,公 式統計の発表す

るところによれば,90年 には,2%減 と戦後

初の減少,91年 では前年比17%減 となった。

命令に依存していた経済において 「市場」が

十分機能せず,供 給側 と需要側 との間で齪飴

が生 じていることが原因 となっている。都市

部においては,流 通事情の悪化から農産物を

中心に消費財不足が発生す るとともに,急 速

なインフレが進行 し,技 術者 ・労働者や年金

生活者の実質所得は大幅に減少,一 般市民の

生活の困難を招いている。これらの問題に加

えて,大 幅 な財政赤字による極度の流動性過

剰,貿 易の急減,対 外債務の増大など困難な

問題に直面している。

旧ソ連地域経済の抱える問題点 としては,

①市場経済の基礎の不備,② 競争環境の不備,

③生産性の停滞,④ 中小企業活動の不足によ

る生産主体の層の薄さ等があげられる。経済

の混乱や停滞による市場経済に対する不信感

の高まりが,経 済的 ・政治的不安定要因 とな

らないようにするために,① 流通部門の整備,

市場情報の円滑な伝達促進等を通 じた市場機

能の充実 と市場機構に対する信頼の醸成,②

独 占的企業体の分割や民営化の推進等による

競争的市場の整備,③ 企業経営の自主性の付

与,適 切な組織 ・報償 システムの形成を通 じ

た生産性向上,④ 積極的な中小企業の育成等

の政策が必要である。

旧ソ連の経済復興は,市 場経済に参加す る

国民の積極的姿勢 と,当 該地域の自助努力が

最 も重要だが,そ れを前提 として先進国が同

地域のより円滑な市場経済への移行 を支援す

ることは有意義である。我が国は,終 戦後,

市場形成努力,情 報の共有,外 部経済の内部

化等のきめ細かな公的セクターの介入によっ

て,市 場 メカニズムを補完 しつつ自由経済の

発展 を経験した。今後の同地域への支援に当

たっては,各 国の要請に応え,適 時適切な技

術的助言を行ってい く体制 を整えることが重

要である。

第3節 世界のマクロバランスと持続可能な

成長の条件

経済の中長期的な最大成長力は,労 働 人

口 ・労働生産性 ・貯蓄 ・資本ス トック等の要

因によって供給面から制約 を受けている。需

要の伸 びが供給能力を上回る場合,実 物面で

は他国からの財の純輸入によって,資 金循環

面では他国か らの貯蓄の取 り入れによって一
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時的には需給不均衡が緩和される。

80年 代のアメリカでは,金 融 自由化による

消費者信用の活発化やベ ビーブーマーの消費

年齢人口化,財 政赤字の拡大により国内需要

が急速に拡大する一方で(図3),供 給能力は

サー ビス業等の非貿易財産業ヘ シフ トした。

我が国では,財 政改革による国内貯蓄の増加

や資本財価格の低下 を通 じて設備投資が活発

化 して供給余力が拡大 した。このため主要先

進国の対外不均衡が拡大 し,国 際的な資金移

動が活発化 した。

現在の世界経済はこの80年 代の国際的なマ

クロ不均衡の回復過程にある。中で もアメリ

カでは内需の伸 びが鈍化 しているが,こ れは

消費ブームや財政赤字等によって積み上がっ

た家計 ・企業 ・政府の債務削減,ベ ビーブー

マーの壮年化 を中心 とした入口構成の変化及

び住宅 ・耐久消費財のス トック調整メカニズ

ムによる。アメリカ経済が中長期的に持続可

能な成長経路へ移行するには,こ のようなプ

ロセスを通 じて輸出可能な供給能力を充実さ

せ る必要がある。

供給能力は,労 働供給量 と労働生産性によ

って規定 される。我が国の労働生産性は,豊

かな貯蓄で投資 を行 い,資 本ス トックを増強

して量的に生産能力を高めることや,積 極的

な研究開発活動による技術革新を通 じて付加

価値の高い財 ・サービスを提供 した り,電 気

機械産業を中心に高度化 ・情報化 された産業

構造へ転換す ることで高い伸びを達成 してき

た。

90年代の労働人口が伸びを展望すると,先

進国では伸び率の鈍化が予想されている。 こ

のため,合 理化 ・省力化投資を通 じて労働生

産性 を高める一方,女 性のように必ず しも充

分に活用されてこなかった労働力や,国 防関

連産業のように今後縮小が予想される分野で

の労働力を活用する必要がある。
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(備考)i.支 出項 目の定義の相違か ら、厳密な比較はできない。

2.貯 蓄には、±地家屋借金返済を含まない。

3.居 住関係費は、住居 光熱水道 ・家具家事用品・土地家屋借金

返済か らなる。

4.対 象は、日本が勤労者世帯、ア メリカが消費者世帯。

(資料)総 務庁 「家計調査」

ア メリ力労働省 「HANDBOOKOFLABeRSTATISTICS」

図3-(2)日 本 ・アメリカの年齢層別支出動向

第4節 我が国の高成長パ ターンとその変化

我が国の高経済成長 を支えた,① 高投資に

よる供給能力の拡大,② 高い労働の質の向上

のテンポ,③ 高い貯蓄率 というフレームワー

クの背景には,我 が国の企業活動 における長

期継続的関係 を前提 としたリスク分散 と利益

分配のメカニズムがある。

我が国の企業は,取 引先,雇 用者,株 主 と,

長期継続的関係を前提 として リスクを分散す

る構造 を有する。取引先 とは,相 互の成長に

よる成果の前提 として,契 約の範囲を超えた

柔軟な取引関係 を形成 して経営環境 を安定化

させ,労 使関係においては,企 業別労働組合,

終身雇用慣行,年 功処遇制度によって,多 く

の場合生涯賃金の回収 を後ろ倒 しし(図4),

経営 リスクを分散することなどにより企業の

拡大 ・発展 を企業 ・雇用者共通の利益 とする

傾向が作 られた。また,株 主 も現在の配当よ

り長期的な事業の成長 を求める傾向が強い。

取引当事者,雇 用者,株 主が 自らの利益 を

長期的な視野で見 ることにより,企 業経営は

現在の利益 よ りも将来の利益への選好 を高

め,そ れが長期継続的関係 を前提 とした柔軟

なリスク分散,利 益分配構造 と相 まって積極

的な投資の意志決定を促 した。こうした積極

的な投資によって実現 された高成長が将来の

期待利益を更に拡大 し,関 係者の将来利益へ

の選好が一層強まるとい うサイクルを形成 し

た。

我が国の成長志向の企業活動のフレームワ
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(備 考)1.20～24歳 の 平 均 を100と した指 数 に よ る推 計。

3.推 計 の 詳 細 に つ い て は付 注 参 照 。

4.日 本 及 び イキ'リスは89年 、 韓 国 は87年 、 アメリカは69年 の

調 査 に よ り、 そ の他 は72年 の調 査 に よ る。

60(歳)

2.韓 国は全職種、それ以外 は製造業管理・事務 ・技術労働者 が対象。

日本

アメ リカ

イギ リス

西 ドイツ

フランス

イ タリア

韓国

(資 料)総 務 庁 「労 働 力 調 査 」 、 アメリカ商 務 省rCurrentPopulationSurvey」 、

イギ リス雇 用 省rNewEarningsSurvey」 、ECrStructureofEarningsinIndustry」

図4年 齢 別 賃 金(男 子)国 際 比 較

一 クは,こ れまでは経済的に見て合理的な意

志決定メカニズムであったが,我 が国経済の

拡大テンポが過去に比べて相対的に低下 して

い くなかで,将 来の主観的な予想利益の低下

や現在利益の分配への選好の高まりが見られ

るようになってきた。 さらに,そ の傾向は近

年の通商摩擦の激化に伴 う,我 が国企業の成

長志向型の活動パター ンそのものに対する批

判の高まりや我が国における価値観の多様化

による現時点での生活の充実に対する選好の

強まりによ り促進されている。

これまでのフレームワー クをどの ように社

会経済の環境変化に適応させてい くか を容易

に判断できるものではないが,少 な くとも,

利益分配において現在 と将来のどちらを重視

す るか という選好に関する経済主体の多様性

と利益や リスクの分配の在 り方についての異

なる枠組みの存在 を許容す るものである必要

がある。今後,価 値観 と理念を持 った国 とし

て国際社会において大 きな役割 を担ってい く

ためにも,我 が国が国民的なコンセンサスの

もとで新 たに形成すべ きフレームワークは,

自己決定 ・自己責任の要素をよ り加味 した形

で形成 されてい くことが必要である。

第2章 貿易構造のダイナ ミックな展開

第1節 精緻な国際分業の進展

70年代か ら80年代半ばにかけての我が国の

産業構造変化の最大の特色は,加 工組立型産

業の急速な成長である。この背景には石油危

機の影響等による企業収益の悪化及び需要構

造の多様化に対応 した同産業における積極的

なオー トメー ション化の推進,研 究開発の強

化等が挙げ られる。このような産業構造の変

化に加 え,円安で推進 した為替環境等 もあり,

我が国の貿易構造は同産業における輸出特化
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の 輸 出 入 構 造 の 変 化

の進行,輸 入に占める原材料 ・エネルギー資

源の拡大から垂直的な産業間分業の側面が強

まった。(図5)。

80年代後半の円高の進展 を機に,国 内需要

の拡大に対応 した我が国製造業の内需シフ ト

及び製品のより一層の高付加価値化の推進 と

いった構造的変化,並 びに企業活動の国際的

展開を背景に,我 が国の国際分業構造はよ り

精緻化 され た分業形 態へ と変化 して きてい

る。例えば,東 南アジア地域 とは低付加価値

製品 と高付加価値製品 との棲み分けによる垂

直的な製品差別化分業並びに部品 ・中間財の

貿易を通 じた工程間分業が形成されてきてい

る。ECと の間ではブランド,デ ザイン等に

より差別化 された製品間での水平的な製品差

別化分業が進展 した。

85年以降の我が国の対外直接投資は記録的

な規模に達 し,投 資先国及び投資業種の多様

化が見 られる。その内容 と背景の第一は,我

が国企業のアウ トソーシングの拡大である。

80年代後半の国内需要の高付加価値製品への

シフ トと円高の進展による海外生産の有利化

は標準的製品や量産品等の価格競争の要素が

大きい製品分野における製造拠点を,国 内か

ら東南アジア地域 に移転す る動 きを加速 し

た。第二は,市 場密着をめ ざしたアメリカ,

ECへ の進出である。この時期,我 が国企業

の国際企業間提携 も活発化 している。我が国

企業の国際的な企業間提携が この時期に増加

した要因としては,円 高にともない我が国市

場が外国企業にとって魅力的となったこと,

我が国企業の優れた技術力,経 営力が認識さ

れてきたこと等が挙げられ る。

第2節 急速に深化する我が国とアジアとの

分業関係

アジアNIESの 貿易は,80年 代 を通 して,

輸 出入共に機械類の比率が上昇 し,食 料品,

原料品等の非製品類の比率が低下 した。また,

貿易相手国は,80年 代前半にはアメリカ向け

の輸出,我 が国からの輸入が大きいウェイ ト

を占めたが,80年 代後半には,輸 出入共に貿

易量が拡大 したほか,我 が国市場への輸出拡

大等,相 手先の多角化 も進展した。さらに,

80年代末以降,ア ジアNIESの 所得向上,

ASEAN諸 国への直接投資の急増等の要因

一100一



■
暫
l
l
ー
ー

i

①85年以前

画

圃

②86～88年

資本

技術
資本財

アジアNIES[=醸 → 國

雑製品

亘[読 → アジアNIES

技術
資本財

◎89年 ～現在

画

圃
技術

資本財

資本
技術
資本財

図6

画

匝

資本財

ASEAN諸 国

機械類
雑製品

ア ジア地域 の分業構造 の変化

により,ア ジア地域内での取引が拡大 してき

ている。

ASEAN諸 国においては,近 年,我 が国

企業 を中心 とした大量の海外企業の進出によ

り,輸 出主導型の工業化が急速に進展 してお

り,こ れが貿易構造に反映 して,特 に87年 以

降,急 激に輸出品 目の高度化を見せ ている。

地域別 には,我 が国 をは じめ,ア メリカ,ア

ジアNIES,EC等 主要地域の寄与が大き

1アジアNIE釧

〉[画

圃

アジアNIES

く,ア ジアNIES以 上に,外 向 きの経済発

展の色彩が強いと言える。アジア地域におい

ては,我 が国一アジアNIES-ASEAN

諸国とい う高度経済成長の連続的な動 きが見

られ,こ れは,し ば しば 「雁行形態的経済発

展」 と呼ばれている。

80年代 を通 じ,我 が国とアジア地域 との分

業構造は,我 が国企業 を中心 とす る海外企業

の進出に伴い,機 械産業 を中心に工程 間分業
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が急速に進展 した(図6)。 我が国か ら供給さ

れる資本財は,ア ジア地域の生産工程に深 く

組み込まれているほか,我 が国企業は,技 術

移転や輸入 を通 じて,同 地域の産業基盤の整

備,技 術力の向上をサポー トしている。一方,

アジアNIESに おける所得向上 による高付

加価値品への需要増大等の要因から,近 年,

我が国 とアジア地域 との間で垂直型製品差別

化分業 も進展 して きた。さらに,最 近では,

我が国国内生産拠点におけ るアジア地域から

の輸入部品の生産工程への組み込み も進みつ

っあ り,我 が国 とアジア地域 との分業関係は

急速に深化 している。

第3節 複合的かつ精緻な我が国とアメリカ

との分業構造

我が国の対米資本財輸出は80年代 に一貫 し

て増加する一方,消 費財は85年 以降の円高 ・

ドル安 による価格効果が浸透 したこ ともあ

り,86年 をピークとして88年 まで減少 し,そ

の後はほぼ横ばいで推移 している。資本財輸

出増加の背景 として,非 価格競争力を強化 し

た我が国の高付加価値品に対す るアメリカの

需要が高まったことに加 え,ア メリカ企業が

アウ トソー シングを活発化させ る中で,我 が

国企業 のOEM商 品や部 品の供給が促進 さ

れ,次 第に我が国の輸出がアメリカ産業の中

にビル トインされてい く傾 向が強まったこと

が挙げ られる。

通商産業省の調査によると,ま ず,我 が国

の対米完成品輸出の中には民生用電子機器,

コンピュー タ等のようにア メリカ企業に対す

るOEM供 給分が高い比率 を占めている輸出

品目も見 られる。次に,我 が国の対米部品輸

出の中には我が国企業の現地子会社向け輸出

のみならず,ア メリカ企業向けの部品も相当

部分 を占めている。また,我 が国の対米工作

機械の輸出は大部分がアメリカ製造業向けの

輸出であり,供 給力の十分でないアメリカの

工作機械産業 を補完 していると言えよう。

日米間の貿易においては,ア メ リカ産業の

比較優位構造の変化や我が国の競争力の強化

を背景に,民 生用電子機器,工 作機械,鉄 鋼

等の産業のように我が国が対米輸出を増加さ

せ,ア メリカ市場における供給者 としての立

場 を明確 にす る一方,ア メリカ産業が自国シ

ェアを縮小させた分野がある(図7)。 しかし,

これらの分野についても現地生産や企業間提

携によって相互に補完関係が構築 されっつあ

る。そして,ア メリカが競争力を維持,あ る

いは産業内部において比較優位構造 を変化さ

せた化学,コ ンピュー タ,半 導体のような産

業では 日米間で産業内貿易が進み,同 一産業

内でのより細分化 された棲み分けが進む形で

製品差別化分業や工程間分業が進展 している

ことか ら,日 米の分業構造はより精緻化する

方向に向かっていると言えよう。

第4節 製品差別化分業を中心に進む我が国

とECと の貿易

我が国 とECと の貿易は80年 代後半以降,

急速に拡大 し,我 が国の消費構造の多様化等

を背景に製品差別化による同一産業内での相

互の貿易が 自動車,化 学,鉄 鋼,繊 維 ・衣類

等の分野で行われている。他方,電 子 ・電気

機器分野では我が国の輸出額が一方的に増加

してお り,産 業内貿易は今の ところほとんど

進展 していない。また,我 が国の輸出部品や

製造用機械は,EC企 業の生産活動にも組み

込 まれて きてお り,我 が国とECの 相互依存
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図7ア メ リカ製 造業 出荷 伸 び率 と 日米産 業 内貿易指 数 の関 係

関係は質的にも深まっていると考えられる。

また,80年 代後半以降,EC市 場統合の明確

化,円 高,強 まる貿易摩擦等を背景 として,

対EC直 接投資が急速に増加 した。在EC日

系企業は,現 地調達率の上昇や現地での研究

開発活動の強化,権 限委譲等 を通 して,現 地

化の努 力も進めている。

80年 代後半以降,ECで は設備投資主導型

の経済成長が復活 し,EC産 業の構造変化は

進みつつある。こうした産業の構造変化は今

のところ貿易構造の変化 としては顕在化 して

いないが(図8),今 後EC企 業の競争力の強

化につながってい くことが予想され る。その

gz

一方で
,需 要 ・供給 ともに今後拡大が見込ま

れる先端産業において,ECの 据野産業が十

分に育っていない分野が相当存在す る。この

ような分野で産業力を強化するには,EC企

業の販売力 ・商品開発力等 を活用 しつつ,高

い技術 を有する域外の企業 とも中間財の調達

や商品開発への参画を通 じた密接な協力関係

を形成 してい く必要があろう。EC企 業,我

が国企業 ともに長期的な相互利益の観点に立

って,積 極的にこうした協力関係の構築に取

り組んでい くことが望 まれよう。
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図8EC主 要 国 の工 業 製 品 輸 出構 造

第3章 自由かつ明確な世界通商システムに

向けて

第1節 自由貿易体制の形成 と発展

18世紀に産業革命が進展 し,世 界随一の工

業力を持つに至ったイギリスは,1860年 まで

に穀物法等保護関税 を基本的に全廃,一 方的

な自由貿易主義が成立 した。1860年 には,英

仏二国間において最恵国条項を盛 り込んだコ

ブデン ・シュバ リェ条約が成立 し,続 いて,

同様の通商条約がヨーロッパ各国間に網の目

のように張 り巡 らされ,多 角的な自由貿易の

端緒が開かれた。

19世紀末期,幼 稚産業保護論 を思想的背景

に ドイツ,フ ランス等は保護主義に転換,20

世紀初頭の世界恐慌下には,排 他的ブロック

経済等が次々 と形成され,世 界貿易は縮小,

世界生産 も一層低下した(図9)。 この自由貿

易崩壊の背景には,当 時の自由貿易主義が未

だ 「強者の論理」の域を出ず,経 済厚生全体

を高める観点か ら達成すべ き理想であるとい

う認識がほ とんどなかったことがある。

戦後,貿 易における自由 ・無差別原則の遵

守等を目的 とした体制づ くりが進められ,貿

易面ではGATTが 国際秩序 として大きな役

割 を担 うようになった。アメ リカは,産 業上

の優位,共 産主義陣営への対抗の必要性から,

60年代のケネディ ・ラウン ドに至る度重なる

多角的通商交渉 を主導 した。

1970年 代 に入り,欧 米で保護主義の台頭が

顕著 となるなかで,多 国間交渉により,相 互

の監視 と貿易制限的措置等の撤廃 を進める必

要性が強まったため,東 京ラウン ドが実施さ

れた。その結果,発 展途上国のGATTへ の

取 り込み,一 層の関税引き下げ,非 関税障壁

の軽減等が実行され,GATTシ ステムは,
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自由世界の大部分 をカバーする普遍的システ

ムとなった。

近年,世 界の通商はサービス,投 資等の極

めて幅広い分野 と有機的に結び付き,質 的に

変化 している。この中で,GATTを 有効 な

国際通商の包括的枠組み として発展させてい

くため,ウ ルグアイ ・ラウン ド交渉が開始さ

れ,従 来の国境措置における機会均等 をさら

に徹底することに加えて,制 度のハーモナイ

ゼーション等のより実質的な機会均等 を確保

する方向で交渉が進められている。

国際通商ルールの発展の歴史は,一 国の自

由化から多国間の合意へ,ま た国境 ・水際の

制度から国内の制度へ と進展 してきた。今後,

世界経済の相互依存関係が深 まるにつれて,

国際的なルール とすべ き事項 ・制度の範囲 と

内容が,恒 常的な議論 と検討の対象になると

考えられる。

第2節 通商秩序における複層化 と多元化の

動 き

70年代以降のアメリカやECは 各国経済の

発展に伴 う相対的な地位の低下に直面する中

で,GATTル ール外の様々な貿易取極や通

商政策 を展開す るようになった。現下の国際

的な通商秩序は,URの ような一元的秩序の

構築 と,個 別品目分野の通商問題の現実的対

応等により複雑化 し,多 層構造にな りつつあ

る。

二国間措置 を中心 とす る現実の通商政策

は,国 際的な相互依存関係が強まる中で経済

的・政治的に多くの国に波及する性格 を有 し,

次のような点でGATT理 念の もとにおける

一元的な通商秩序に影響 を与えている。

セーフガー ド適用の現実的困難 さから増加

した輸出自主規制は,発 動要因等の透明性に

欠けること,現 実に世界貿易に占めるウエイ

トが大 きいことから,GATTル ール上のセ

ーフガー ド規定 を著 しく形骸化 させ た。 しか

し近年,輸 入国の消費者に不利益 との認識 も

次第に定着 し,安 易な導入が難 しくなってき

た。
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またアンチ ・ダンピングは,不 当廉売によ

る損害 を相殺す る措置 としてGATT上 認め

られているが,恣 意的な運用の可能 性を否定

できず,特 定の輸出国を狙 い打ちすることに

より,国内産業保護に濫用 される懸念がある。

例えば,91年4月,日 本系タイプライタ製造

企業(A社)が,ア メ リカ系タイプライタ製

造企業(B社)の シンガポール子会社 による

ポー タブル ・タイプライタのアメ リカへの輸

出をダンピングとして提訴し,ア メリカの国

際貿易委員会により 「クロ」の仮決定を受け

たが,商 務省はA社 の提訴適格を認めず調査

を打 ち切った。一方,B社 による日本製パー

ソナル ・ワー ドプロセッサに関する提訴につ

いては,提 訴適格 を認めているが,B社 の米

国部品調達比率は,A社 製のタイプライタの

米国部品調達比率 より低いものであった。 こ

のようなことから発動要件等のよ り詳細な明

確化が必要である。

一方いわゆる 「不公正貿易」に対する一方

的報復措置を行使する通商政策の枠組みは,

著 しく曖味な 「不公正」という概念に基づ き,

紛争の一方の当事者が独断的に報復の是非 を

判断するという非常に大 きな手続 き的問題が

あるとともに,実 体的にもGATTが 認める

自国産業保護の範囲 を超 える措置を有 し,か

つ,実 施する国の影響力次第でGATTの 紛

争処理規定以上の強制力を持つため,事 実上

このような一方的措置が一次的な世界通商秩

序 とな り,GATTの 存在を希薄化す る可能

性がある。

また80年代には,ECの 統合市場の深化 を

端緒として,NAFTA等 の地域経済統合構

想が相次いで打ち出され,現 実の通商秩序は,

GATTル ール と地域 内通商取極 に多元化 し

つつある(図10)。

地域経済統合の形成に際しては,域 内関税

引下げにとどまらず,投 資障壁の撤廃や人 ・

サービスの自由な移動,規 制や基準認証の統

一,公 共調達の開放等 をは じめ とした様々な

規制 ・政策の自由化 と共通化が実施 され,域

内経済成長 を高め,世 界的な貿易の拡大につ

ながる可能性がある。 しか し,貿 易転換効果

による域外国への悪影響 を及ぼす ことが懸念

される他,次 のような点で世界の自由貿易秩

序に重要なマイナスの影響を及ぼす危険性 を

有する。

第一に,GATTの 求心力の低下である。

地域統合における交渉が先行すれば,そ れが

既成事実化 され,GATTレ ベルの交渉で柔

軟な対応が とりづ らくなるほか,域 内の補完

関係が強化 され ると,世 界的な分業を進める

インセ ンティブが低下す る可能性 も存在す

る。

第二に,保 護主義的手段の適用機会の増大

である。地域経済統合の形成は,原 産地規則

やセーフガー ドの選択的適用の適用機会 を増

大させ,ま た,そ のような対外的影響 を拡大

する効果 を有す る。我が国や韓国の半導体 メ

ーカーが既にEC各 国に後工程工場を設置し

た後で,半 導体の前工程を 「実質的工程」で

あるとし,こ れ らの企業の製品をEC域 内産

と認めなかった例がある。

第三に,バ ーゲニング ・パワー濫用の可能

性である。統合 された地域は,巨 大な市場の

形成により,国 際市場における発言力が拡大

される。その力を背景に保護的措置が濫用さ

れれば,域 外国の地域統合等による対抗力強

化を促 し,ひ いては通商秩序が,地 域間のパ

ワーゲームに とって替 わられる可能性が あ
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図10主 な地 域経 済統 合 の世 界全体 に 占め る比 重(89年)

企業活動の国際化は,自 国企業の保護 と自

国雇用の保護の間に乖離を生 じさせている。

最近では保護措置の目的が雇用維持か ら自国

企業の保護に入れ替わっている例が見受け ら

れる。保護主義の 目的その ものの不明確 さは,

保護主義的措置の内容を複雑化 ・不明確化さ

せるとともに,企 業にとっての予測可能性の

欠如の度合いを増大させている。GATT成

立当時においては,国 の経済的な役割は,適

切な経済政策 ・通商政策の遂行により,国 内

の完全雇用 を達成す ることであるという点は

ほぼ明確に認識されていた。GATTル ール

の中に認め られたセー フガー ドも,そ もそも

国内産業を保護す る措置は,当 該国の消費者

GDP

に不利益 を与え,一 国全体 としての経済厚生

の低下につながるものではあるが,当 該国の

経済状況を勘案 し,失 業急増等の産業調整 コ

ス トを緩和す るという観点か ら,例 外的措置

として認め られた ものであって,自 国企業の

保護 を認めたものではない。今後,世 界の通

商秩序の維持の観点から国内産業の保護が認

め られる場合の要件 ・手続 き等についても,

各国間でよ り冷静な議論が進められることが

期待 され るが,少 な くとも保護的措置の目的

が国内の雇用の質的向上 と量的拡大にあ り,

その 目的と必ず しも一致 しない自国企業の利

益の拡大にあるのではない という点について

は,明 確に理解 される必要がある。
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去る7月13口,私 たちは長野県大町市にある,㈲ 大町工ネルギー博物館(以 下 「エ

ネ博館」)を訪問しました。小中学生を対象としたこの博物館では,実 際に見て,体 験

することによって,科 学やエネルギーについて楽しく学ぶことができます。

展示物を生み出すまでの苦労話などを中心に取材しましたので どうぞご覧ください。

農旗物の紹介 馨

U
ー

l

I
目

喜多郎のオリジナルBGMの 流れる中,地 元

の民話がスライドで映し出されます。雄大な

宇宙の眺めは感動的です。

投影時間30分間(定 員60名)

プラネタ リウム

歩いたり飛び降りたりするとランプが光り,
「か あさん お肩 をたたき ましよ」の メロ

ディーが流れます。この機械はつくば科学博

の展示品をゆずり受けたものだそうです。

＼
励
雛ソ

瀞

》

≧

ふ

》

譜

轡う

飛び降 り発 電機

㌔

昭和51～53年 にかけて長野～横手山間でテレ

ビ中継に使われたアンテナ2台 が,距 離をへ

だてて向い合っています。音波の反射によっ

て,小 声で話しても音が届きます。

無
←

∠∠

パラボラアンテナ

Bow
Wow

ボタンを押すと,管 に通してある赤いリング

が,左 右に行ったり来たりします。これはボ

タ ンを押 すことで磁力が起こり,反 発力 に

よって飛び上がるのです。

繰

'a'6

画

《 軸

電 磁 ピ ン ポ ン
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1

殺立幾初のお話

蕪lAE女 性研究員取材チーム黙

'勲

このユニークな博物館が開館したのは,今

から10年 前のこと。もともとは大町市の町お

こしの一環として持ち上がった計画のようで

すが,ち ようどオイルショックの燃料のない

時代を経験し,「 これからはエネルギーの時

代,エ ネルギーの問題を通 して子供たちの社

会教育に役立つ施設をつくろう。」という目的

で昭和57年 の4月 に設立されました。

設立当初より館長を努めていらっしゃる村

井さんは,実 は,博 物館に関しては全くの素

人だったといいます。博物館設立の話がもち

あがり,館 長として白羽の矢をたてられた村

井さんは,国 立科学パイオニアや科学技術館

等の博物館施設,更 には関係省庁をまわり,

博物館とはいったいどんなものかという勉強

をなさったそうです。その結果,「子供たちが

物を考える力を持てるような博物館をつくろ

うじゃないか。」と決意なさいました。

それから10年,現 在,エ ネ博館には村井館

長さんと3人 の,学 芸員と呼ばれる博物館の

専門 ス タッフが い ま

す。子供たちの科学の

夢を育みたいという理

想に燃えるこの方々が

どんな活動をしている

のか,次 のコーナーで

ちょっとご紹介 してみ

ようと思います。

博 物 館 が 行 っ て いる 活 勤

発明クラブ 繭

(f
κ壱

地域の子供たちを集め,週 り回開いているク

ラブ活動です。ここで生み出された作品は,

全国の発明コンクールで笛回入賞するほどの

輪 ト韓
スペースシャトルに一定の期間乗せて,そ の

後,地 球に戻したトマトの種を栽培したもの

で,宇 宙空間で受けた放射線がトマトの遺伝

子にどのような影響を与えるかを観察してい

ます。希望によっては近くの小中学校に種を

配り,普 通のトマトとの発育の違いなどを観

摩

察してもらっています。

その他
曽6

●エネルギーの写真コンテスト作品展

●夏休み行事

(FAX交 信,手 作りおもちゃ教室など)

●湯道の石仏供養祭

(大町ダム完成による水没地域より移設し

た石仏29体を供養)

●工作教室 『音リモコンの製作」

(科学技術週間協賛)

●全日本学生児童発明工夫展 ・大町移動展

など,い ろいろあります。
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薪 ガ ス 自 勤 車(も くちやん) 口

いろいろと個性的な活動をしているエネ博館ですが,更 にこの博物館の目玉ともいうべき

ものをご紹介いたしましょう。映画 「少年時代Jに も出演 したという人気者,薪 がスを燃料

にして走るバス,通 称 「もくちゃん」です。

　い

秘議箋驚
轡飛 轟 蕪蝉 難》
灘細 毒婦榊

信濃大町駅～エネ博館間 を走る 「もくちゃん」

田舎道を"ぼ くぽくど 走るもくちゃん。

「景色を楽しめるスピードで,旅 をするとい

う風情を満喫できますよ。」とは,も くちゃん
ふりはた

の運転手を努める学芸員の降旗さんの弁。

そもそもは,博 物館開館の昭和57年に大町

市内にあったがス発生炉のメーカーから昭和

25年製という窯を譲り受けたのが薪がス自動

車復元のきっかけとなりました。

当初はトラックとして復元する予定でした

が,「せっかく走らせるからには来館者に体験

乗車してもらえるようなものにしたい。」とい

うことで,何 とかバスとして,そ れも当時の

風情を出すためにボンネットクイプのバスと

して復元しようと試行錯誤が始まります。と

いうのも,肝 心のボンネットバスの車体が手

に入らないからです。いろいろ思案したあげ

く,エ ンジンおよび骨組みとなるシャシは大

町市から払い下げてもらった消防車を使用

し,そ の上にバスの胴体を中抜きして被せ,

更にボンネットの部分は消防車からとって付

けるというつぎはぎ作業により,よ うやく平

一110一

もくち ゃん はこう して動 く

薪を窯に入れて熱を加えるとがスが発生
するので,そ れを燃焼させて走ります。

理科の実験で,割 りばしを試験管の中に
入れ,ア ルコールランプで熱すると試験

管内にがスが充満し,そ れに点火すると

燃焼するのと同じ原理だとのことです。

成2年 に完成しました。がス発生炉を譲り受

けてからほとんど10年こしの復元作業です。

このもくちゃん,実 はがソリン走行もでき

るのです。というより,薪 代が高いため,が

ソリンで走った方が安くあがるのだそうで

す。しかも薪を作る業者がいないので,降 旗

さん自ら木を細かく砕いて薪を作っていると

いうことで,ち なみに,バ スを1回 走らせる

のに必要な薪を作るのに4時 間かかるそうで

す。

こんな苦労をしてまで薪バスを走らせてい

る裏には,戦中戦後の物資の不足にもめげず,

なんとかして車を走らせようとした苦労の時

代があったことを知ってもらいたい,そ して

がソリンでしか車は走らないという固定概念

を打ち破り,子 供たちに柔軟性のある発想を

してもらいたいという思いがあります。

ゴールデンウィークと8/り～20という期間

限定走行のもくちゃんですが,エ ネ博館の皆

さんの熱い思いに押されつつ,晴 れ渡った田

舎道をのどかに走っていたことでしょう。
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参調発 しているもの

さて今度は,私 たちlAEレ ポーターが取

材にお邪魔した時,ま さに開発中だったもの

についてお話 ししてみましよう。

一つは
,こ の夏熱い注目を集めたソーラー

カー。各地で様々なレースやイベントが行わ

れたようですが,エ ネ博館でもその流行に遅

れることなく,ソ ーラーカーを展示品に加え

る試みをしていました。

外見は遊園地にあるゴーカートのようです

が,中 身は立派なソーラーカー。もちろん,

"体験すること"が モットーの博物館ですか

ら,た だ飾っておくだけでなく,実 際に動か

して来館者を乗せられるようにときれいに化

粧直 しをし,耐 久性を持たせるため何度も実

験を繰 り返したそうです。というのも,す ぐ

に故障してしまうようでは意味がないからで

す。いつ,誰 が乗っても同じように動く,そ

れによって「太陽のエネルギーってすごい1」

そう感じてもらうことが大切なのです。

そして今,エ ネ博館が力をいれているのが

酸性雨の問題です。なぜならこの博物館,雨

が降ると,黒 部ダム見学や付近の山を登山す

る予定だった修学旅行の学生たちがどっと押
ψ'、 、、'

駆

、熱
ロ
ん

い

ニ
ャ

ぬ
な

ハ

ロ

ハ

　

ー

、蕎

β

愚

縞

'…叫欝

最後に,取 材に応じて

下さった村井館長さ

んはじめ博物館のス

タッフの皆さん,本 当

にありがとうござい

ました。

無,

へ(

し寄せ,見学者が激増します。その大勢の人々

の前で酸性雨の実験をすることができれば,

広報価値も高いだろうと考えたわけです。

私たちが取材をした時点では,雨 が降るた

びにDHを 測定し,そ のときの気象状況を調

べて記録をつけるという作業を行っていまし

たが,ゆ くゆくは,今 降っている雨を採って

きて,そ の場で即座にPHが わかるような装

置を導入したいと考えているそうです。

新しいものや今社会で注目されている問題

にも積極的に関わっていこうとする姿勢,こ う

した意欲的な取り組みによって,開館以来工ネ

博館の展示物はどんどん増加しています。

とにかくやる気のかたまりのような博物

館 展示物のほとんどは企業や関係団体から

の寄贈によるものですが,そ のすべてに創意

工夫をこらした改良を施し,体 験型博物館に

見合ったものに加工してしまうのです。

さあ皆さんもぜひ り度,こ の遊び心いっぱ

いの博物館を体験してみてください。エネ博

館ならではのユニークな展示物が眠っている

感性を刺激してくれるかも……

★ 東京 方 面 よ り

列車で約4時 間

東京 松本 大町中央東線 大糸線

お車で約4時 間30分

東京 豊科IC大 町　　　
めすむ 　るフ

★名 古屋 方 面 よ り

列車で3時 間
名古屋 松本 大町中央西線

大糸 纏

お車で4時 問

名古屋 豊科lC大 町
中央自動車道R147

大阪→名古屋→大町 約5時 間30分

★ 糸 魚川 方 面 よ り

糸魚川→大町 約1時 間40分

★大 阪 方 面 よ り

日本エアシステム大阪一松本(通 年就航)

区 分 単位(人)観覧料(円)

頑
大 人 / 400

小 ・中学生 1 200

団
体

大 人 つ 360

小 ・中学生 1 180

特別展示の観覧料は,そ のつど発表
します。

讐霧 難i欝
■ 開 館 時 間

通年開館(11月 ～4月 は火曜定休)
AM9:00～PM5:00

(入館は4:30ま で)
プラネタリウム(投影時間30分間)
午前10:30午 後/'303:30
(臨時投影もあり)

●お問い合せ
・一驚 大肛 礼 ギー醐 館 〒398羅罰鷲 鶉 寄i鴛轡 合

ス 套8;ll=1;二llll
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エ ネ テ ク ド リー ム21(そ の3)

奔流 とな る天然 ガス メタ ノールサ イクル発 電
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と す る 動 き が,昭 和60年 頃 か ら 活 発 に な っ て

§1.は じ め に

き た 。 昭 和60年3月,運 輸 省 の 指 導 に よ り 日

(1)メ タノールのエネルギー利用着目の経緯

メタノールは,従 来から化学工業用原料 と

して生産され消費されて来ているが,石 油危

機以降はメタノールをエネルギー(燃 料)と

して利用 しようとす る動きが現われ,世 界の

メタノール需要の約10%が 石油代替の自動車

用燃料 として使用された時期 もあった。 しか

し,1986年 以降の石油価格の下落に逆比例 し

て経済性の面で競争力を失い,後 退を余儀な

くされた。発電の分野においても導入の機運

は見られたが,メ タノール専焼火力の建設や

自家発電用ボイラーにおける大量導入には至

らなかった。

(2)最 近におけるメタノール発電の本格的導

入機運の高まり

最近 におけ る地球 環境問題の高ま りに伴

い,メ タノールのエネルギー利用が見直され,

中でもメタノール発電の本格的導入の機運が

高 まったことは特徴的である。

①環境対策の面か らのメタノール車導入転

換

大都市部における自動車公害対策 として,

自動車用燃料 メタノールの導入促進を図ろ う

本メタノール 自動車㈱が設立され,メ タノー

ル車の走行試験が開始された。一方,通 産省

では昭和60年7月 に発表 した 「新エネルギー

導入 ビジョン」の中で 自動車用メタノールに

ついての基本的取組み方 を示 し,昭 和61年 に

設立された㈲石油産業活性化センター を中心

として,メ タノール専用エンジンの開発等を

含めた研究開発が展開された。

しか しなが ら,自 動車用石油代替燃料 とし

ては,都 市ガス業界を中心 とする圧縮天然ガ

ス車の開発が急速な進展 を見せ ており,業 務

用分野におけるLPG車 の普及実績 と技術体

系か ら考察す ると,メ タノール車の本格的導

入については楽観的見通 しを得 ることは困難

な状況にあると思われる。

②天然ガス利用の第2サ イクル としてのメ

タノール発電

石油危機以降エネルギー源の多様化が国策

として進め られ,発 電の分野においても電源

多様化が図 られてきてお り,そ の中核は原子

力,石 炭及び天然ガスである。

これら三電源の最近における開発状況につ

いてみると,

①原子力発電では,安 全性の確保,年 間利
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用率の高度達成維持,電 源三法を中心 とする

傾斜的立地対策の推進努力にもかかわらず,

新規立地は仲々進展 しない状況にある。また,

近い将来,立 地情勢が大 きく好転す ると判断

される要素 も余 り見当たらない。立地対策に

おける発想の転換が強 く求められていると思

われる。

②石炭火力発電では,各 地で300万 ～400万

kWの 大型石炭火力の立地が順調 に進んでい

る。この要因については,(i)我 が国の石炭火

力は,高 効率の排煙脱硫装置,排 煙脱硝装置

を設置するとともに,ば いじん対策について

は吸着灰の再飛散のない 「湿式電気式集 じん

装置」及び 「ノンリー ク型ガス ・ガスヒータ

ー」の採用に より,実 質的に「Zeroリ リー ズ」

の体系を完成 し,採 用 していること,(ii)用地

は,大 部分が臨海部の埋立により造成され る

ため,「 用地買収・立退 き」の対象 となる住民

が少いこと,(111)地域住民による反対運動が比

較的弱いため,地 方公共団体 における行政当

局者の苦労がやや軽いこと等が特徴的事由と

して挙げられ る。そしてこれらの事由は,地

球環境問題への対応上,高 効率石炭火力発電

の技術開発 と導入があれば,近 い将来 とも変

ることはないと見通される。

③天然ガス火力発電では,昭 和40年 代の天

然ガスの導入以来,「LNG」 として輸入され

る天然ガスが利用されている。この「LNG」

導入プロジェクトは,現 地における液化,輸

送のための専用船の建造,国 内におけるLN

G受 入基地の建設などインフラ設備の整備に

膨大なコス トを伴 うため,「 大量・長期間安定

引取」によるコス トダウンを実現 しなければ

ならない。従 って,天 然ガス田から見ると,

「大規模かつ良質のガス田」に対象が限られ

るということになる。(また,価 格の高い天然

ガスの高効率利用技術 として,コ ンバイン ド

サイクル発電方式が採用 され,最 近立地され

た天然ガス火力では,プ ラン ト効率は48%に

も達 している。)

今後の電源立地において,原 子力発電の未

達分については,天 然ガス火力により補完せ

ざるを得ないが,事 情は欧州 ・米国等におい

ても同様であ り,CO,排 出量削減の最有力手

段 として各国とも天然ガスへのシフ トを明ら

にしている。従 って,今 後のエネルギー市場

において天然ガスの奪い合 いが急速に激化す

るもの と予想 され,現 に東南アジアにおける

LNGプ ロジェク トでは韓国,台 湾などの新

規参入により我が国の独 占は崩れつつある。

このような事情を考察すると,天 然ガス利

用 を原子力発電立地の未達分の補完及びCO2

排出低減のため,よ り大幅に拡充してい くた

めには,「 大規模かつ良質のガス田」だけの開

発から,「小規模かつ良質でないガス田」の開

発導入の方途 を開拓 しなければならないこと

となる。

ここにいう 「小規模」 とは当該天然ガス田

の可採埋蔵量が大 きくない意味であ り,ま た

「良質でない」とは,エ ネルギー とならない成

分,例 えばCO2等 を多く含む とい う意味で使

わせて頂いている。東南アジア等の天然ガス

田ではCO2が20～30%,場 合によっては50%

を超えるガス田もあ り,こ のCO2の 効果的処

理がガス田開発の課題 として,相 手国か ら要

望 されているケースが少な くないのである。

(3)天 然ガス利用第2サ イクルとしてのメタ

ノールサイクルの必然性 と発展性

①メタノールサイクル導入の必然性
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天然ガスの輸送は,大 陸系諸国ではパイプ

ライン網によっているが,海 上輸送 を必要 と

する諸国に対 しては 「LNG方 式」が採用さ

れ,LNG取 引量の7割 程度は 日本向け とな

っている。 しか しなが ら,地 球環境問題に対

応するためのCO,削 減の手段 として,欧 州,米

国等において 「急速な天然ガスシフ ト」が進

む ものと予想される。これに伴い,天 然ガス

利用の第2サ イクル(海 上輸送を必要 とする

場合について考察することとする。)と して,

「小規模かつ良質でないガス田」の有効利用

を図るため,メ タノールサイクルの導入は是

非 とも実現しなければならないのである。特

に,CO、 を伴 うガス田については,CO、 の処理

を可能 とするメタノールサイクルの導入は必

然的なもの ということができる。

②CBM(炭 層ガス)メ タノール との合流

CBM(炭 層ガス)の 実用化 は,既 に米国

で始まってお り,数 年内には豪州でも本格的

採掘が開始される見通 しである。この場合,

豪州 国内での消費 よりも,メ タノール転換 し

て海外へ輸出する内容 で計画は検討されてお

り,CBMメ タノールが国際マーケットに登

場する日は遠 くない。

③太陽,風 力,水 力等再生可能海外ク リー

ンエネルギー輸送 システムにおけるメタ

ノールサイクル との接続

国のサ ンシャイン計画で提唱 されている

「WE-NET構 想」では,そ の技術的実証

性,安 全性,利 用技術の汎用性等から考察す

ると,「 メタノールサイクル」が主流になると

予想される。その実用化時期 を2010年 頃と考

えれば,当 然,天 然ガスメタノール→CBM

メタノール→海外クリーンエネルギーメタノ

ールへ と接続するメタノール輸送 ・利用体系

が展開することとなり,か つその主流は発電

利用であると考えられるところか ら,本 篇の

見出しを 「奔流 となる天然ガスメタノールサ

イクル発電」としたのである。(図1:メ タノ

ールサイクル説明図)

(4)エ ネ テ ク ド リー ム と して の 「メ タ ノー ル

サ イ クル 発 電 」 の 課 題

① コス トの 低 減

こ れ ま で メ タ ノー ル の エ ネ ル ギー と して の

利 用 が 進 展 しな か っ た の は,単 位 発 熱 量 当 た

りの価 格 が,LNGや 石 油 価 格 の約2倍(1991

年)と い う 「コス ト高 」 に尽 き る とい え る。

従 っ て,天 然 ガ ス か らの メ タ ノー ル の 製 造,

輸 送,利 用(発 電 等)の 各 段 階 で コス ト低 下

の 方 策 を探 り,そ れ を実 現 し なけ れ ば な ら な

い 。

②発生CO2量 の削減

「メタノールは製造過程で大量のCO 2発生

を伴 うから,地 球環境対策上天然ガスメタノ

ールサイクルの採用は見合せ るべ きだ」 との

指摘は多い。この指摘は,天 然ガスか らLN

Gを 製造する場合の熱効率が85～90%で ある

のに対 して,天 然ガスか らメタノールを製造

する場合の熱効率が70%程 度に止まることに

基づ くもの と思われる。 しかしなが ら,メ タ

ノールサイクルは,①LNG輸 送に馴 まない

「小規模かつ良質でないガス田」の開発利用

に不可欠のサイクルであるこ と,②CO、 もメ

タノール合成の原料 とできること,③ メタノ

ール発電技術の高効率化の達成が確実 と見通

されること等か ら,CO2発 生量の少いエネル

ギー としての位置付けを失 うものではない。

従って,メ タノールサイクル側 における規

模の確保,集 荷分散,産 地の異なるメタノー
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図1メ タ、ノ ー ル サ イ ク ル 説 明 図

ルの混合による基地設備の合理化等,コ ス ト

低減策の達成が,メ タノールサイクルの夢を

実現する方策 となるのである。(天然ガス採掘

に お け るCH、 の 逸散 に つ い て は,LNG出 荷,

メ タ ノー ル 出荷 の 双 方 に 差 は な い 。)
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§2.メ タノール燃料の特性 と環境安全性

(1)メ タノール燃料の特性

①メタノールの物性

メタノールは分子式CH30Hで 示 される最

も簡単なアルコールで,メ チルアルコールと

も称する。常温で無色透明な液体であ り,特

異な香気をもち,水 及び多くの有機溶媒によ

く混和する。その基本的な物性値 を表1に 掲

げる。(表1「 メタノールの物性値」参照)

表1メ タ ノー ルの 物性値

分 子 量 32.04

比 重 (20/4℃)0.7917

(15/4℃)0.79577

沸 点 64.65℃

引 火 点 11℃

発 火 点 470℃

爆 発 限

(空 気 中vo1%)

界 下 限6.72

上 限36.5

蒸 気 圧 15℃74mmHg

25℃127mmHg

燃 焼 熱 高 位5,417kca1/kg

低 位4,761kcal/kg

蒸 発 熱 263kcal/kg(64.7℃)

②LNGと メタノールの燃料 としての特性

比較

メタノールはLNGと 同様,燃 焼ガス中に

SOx,ば いじんが含まれないクリーンな燃料

であるが,分 子中に酸素 を含んでいるため,

LNGに 比べて発熱量が1/2以下 と小 さく,L

NGと 同 じ熱量 を得 るには2倍 以上の流量

(t/h)が 必要である。(し かし,LNGは 液比

重が0.4程 度であり,メ タノールは同じく0.8

程度であるため,輸 送,貯 蔵面における設備

容量は同等である。)また,燃 焼温度 も低 いた

め,NOxの 発生量は大幅に低下す る傾向にあ

る。

また,燃 焼により生ずるとされるアルデヒ

ド類については,国 内外においてこれ までに

実施された試験例によれば,極 めて低い濃度

であり,メ タノールはガスタービン燃料 とし

て,燃 焼性,排 気性状 とも好 ましい燃料 と評

価 される。

(2)メ タノールの環境安全性について

メタノールは従来から化学製品製造用の原

料 として広 く工業用に利用されてきてお り,

環境安全性についても,消 防法,労 働安全衛

生法,毒 劇物取締法等により十分な規制がな

されている。 また,海 上輸送に関して も,船

舶安全法,港 湾法,港 則法,海 上交通安全法

等により規制がなされているところである。

メタノールの人の健康に対す る影響や生物

に対する影響については,資 源エネルギー庁

によ り昭和56～60年 度にわた り,① 低濃度メ

タノールの長期吸入の影響,② メタノールの

水棲生物への影響,③ メタノールの水中及び

大気中での拡散等の挙動の3項 目を中心にし

て,環 境安全性実証試験が実施 され,有 意義

な結果が得 られている。

以上のとお り,メ タノールをエネルギー と

して大量に利用す るに際 しての安全性の確

保,環 境保全については,十 分な見通 しが得

られてお り,立 地対策上困難が生 じることは

ないと考えられる。

§3.メ タノール利用の現状 と将来予測

(1)我 が 国 の メ タ ノ ー ル 需 給

現 在 我 が 国 に お け る メ タ ノー ル の 需 要 は,'

殆 どが 化 学 製 品 製 造 の 原料 で あ る。1990年 の

メ タ ノー ル 消 費 は174万 トン で あ り,そ の 内40
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表2わ が 国 におけ るメ タノー ルの供 給
(単位:千 トン/年)

1985 1986 1987 1988 1989 1990

カ ナ ダ

サ ウ ジ ア ラ ビ ア

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド

マ レ ー シ ア

チ リ

そ の 他

561

297

153

24

0

5

471

331

150

81

0

0

532

350

159

130

0

34

650

386

177

170

39

28

690

388

208

190

124

0

674

408

211

177

126

50

輸 入 計 1,039 1,061 1,206 1,450 1,600 1,646

国 内 生 産 254 219 178 139 78 84

合 計 1,293 1,280 1,384 1,589 1,678 1,730

輸 入 比 率 80.4% 82.9% 87.1% 91.3% 95.4% 95.1%

表3将 来 わが 国 にお いて見込 まれ る メタ ノー ルの 燃料 用需 要

用 途
需 要量

(千 トン)
備 考

自 動 車 0.35 日本 メ タノー ル 自動車 ㈱ 向け の150台 。1991年 実 績。

発 電 2 メ タ ノ ー ル 改 質 型 ガ ス タ ー ビ ン。 試 験 期 間1.5年 。

発 電 1.6 ガス ター ビ ン実 証試 験。

発 電 1,600 電気事業審議会需給部会中間報告による2010年のメタノール火力発
電 の導 入 見込 み(100万 即,40億kWh/年)よ り算定 。

(メ タ ノー ル 高位 発 熱 量:5,420kcal/kg,発 電 効 率:39.5%〔100万

kWの う ち,1,300℃ 級 の コ ンバ イ ン ド発 電(効 率:47%)と 単 サ イ ク

ル ガ ス ター ビン発電(効 率:32%)が50%つ つ 導 入 され る もの と想

定 〕)

発 電 4,170 電気事業審議会需給部会中間報告参考資料による2010年のメタノー
ル 燃料 電 池の導 入 見込 み(240万kW)よ り算定 。

(メ タ ノー ル 高 位 発 熱 量:5,420kcal/kg,発 電 効 率:40%〔 沖 縄 電

力㈱ 渡 嘉敷 島発 電 プ ラン ト実 績〕,発 電量:105億kWh/年 と想定)

MTBE 125 全 て のハ イ オ クガ ソ リン(平 成3年 実 績べ 一 ス)にMTBEを7%

混 入 させ,そ の ためのMTBEを 国 内 で生産 す る と した場合 。

%以 上 が ホ ル マ リ ン 製 造 用 に 向 け られ て い

る。

日本 の メ タ ノー ル 需 要 の 特 徴 は,欧 米 と比

べ,MTBE(MethylTertiaryButhiyl

Ether:ガ ソ リン の オ ク タ ン価 向 上 剤 。 メ タ

ノー ル と イ ソ ブ チ レ ンか ら製 造 され る)用 が

な い こ とで あ る。 しか し,我 が 国 で も1992年

に ガ ソ リ ンへ のMTBEの 混 入 が 認 可 され た

ことか ら,今 後この需要は増加する可能性が

あると考えられる。

ところで,平 成2年6月 の電気事業審議会

需給部会の中間報告によれば,2010年 末にお

いてメタノール火力発電100万kWの 導入 目標

が示されてお り,利 用率70%と す ると当該年

度において約160万 トンのメタノール需要 と

なる。また,2010年 には240万kWの メタノール
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燃料電池の導入が想定されてお り,こ れによ

るメタノール需要は約420万 トンと見込 まれ

ることから,発電用 として合計580万 トンに及

ぶ メタノールの需要が想定 され る。これは

1990年 の国内全需要量の3倍 以上であ り,供

給力は別途手当される必要がある。

メタノール供給面についてみると,95%が

カナダ,サ ウジアラビア,ニ ュー ジーラン ド,

マレー シア等からの輸入で賄われている。従

って,今 後の需要増大に対 しては,海 外か ら

の輸入プロジェクトにより対処す ることとな

る。

(表2「 わが国におけるメタノール供給」参

照),(表3「 将来わが国において見込まれる

メタノールの燃料用需要」参照)

(2)世 界のメタノール需給

世界のメタノール需要は,1990年 で1,815万

トンであるが,約4割 はホルマ リン製造用で

ある。近年の米国及び西欧におけるガソリン

の無鉛化に伴 い,鉛 に代 るオクタン価向上剤

としてのMTBEの 需要が著 しい伸 びを示 し

ている。米国では,大 都市地減におけ る自動

車排ガス対策 として,含 酸素燃料 を混入 させ

た 「改良ガソリン」の義務付けが予定 されて

お り,MTBEの 需要は更に増大す る見込み

である。

メタノールのガソ リンへの直接混合 は,

1984年 か ら1987年 にかけて西独を中心に盛ん

に行われ,70万 トン/年 程度使用 されたが,

1987年 のメタノール価格の高騰 とMTBEの

台頭によ り下火にな り,現 在は殆 ど使用され

な くなっている。

メタノールが主に天然ガスを原料に製造 さ

れることから,供 給面においては,ア ジア,

オセアニア,中 東,中 南米などの安価な天然

ガスの産地での生産能力の伸びが大きい。現

在 まで,メ タノール製造プラン トの稼働率は

80%前 後で推移 してきている。

(表4「 世界のメタノール生産能力」参照)

(3)メ タ ノー ル の 価 格

メ タ ノー ル の価 格 は 化 学 製 品 の 中 で は最 も

安 いが,燃 料 と して は 原 油 やLNGよ り も割

高 で あ る。 メ タ ノー ル の平 均 的 な輸 入 価 格 は

US$150/ト ン で あ り,こ れ は3.6円/103kcal,

原 油 価 格 に して40ド ル/バ ー レ ル に相 当 す る。

(現在 の 原 油 価 格 が15～19ド ル/バ ー レル で

表4世 界 の メ タ ノー ル生産 能 力
(単位:千 トン/年)

地 域 1983 1986 1989 1990

アジア/オ セアニア

中 東/ア フ リ カ

北 米

中 南 米

西 欧

東 欧

911

1,126

7,341

328

2,505

3,690

2,711

2,436

4,836

728

1,870

5,420

2,994

2,436

5,911

1,478

2,110

5,420

3,030

2,686

7,110

1,507

2,970

4,980

合 計 15,901 18,286 20,426 22,283

需 要 合 計 13,000 14,301 17,433 18,151

稼 働 率(%) 82 78 85 81

(注)ニ ュー ジー ラ ン ドの合 成 ガ ソ リン用 は含 まない。
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1990年

わ 国 に お け る メ タ ノー ル,原 油,

あることを考 えれば,か な り割高である。)

また,価 格の変動が大 きく,原 油やLNG

にかな り接近 したこともあるが,2倍 を超え

た時期 もある。 メタノール価格は,需 要 と供

給のバ ランスに密接 に連動 し,需 給が逼迫す

ると値上 りし,緩 和すると値下 りす るパター

ンが繰返 されている。これは全体の生産能力

が小さいことにより起こる現象であ り,今 後

需要量が大幅に拡大し,生 産設備が増加する

ことにより,そ の変動幅 も小 さくなるととも

に,平 均価格 も低下するもの と予想 される。

(図2「 わが国におけるメタノール,原 油,

LNGのCIF価 格の推移」参照)

÷
21

・ブ

LNGのCIF価 格 の推 移

によりなされてお り,4万 トンクラスが就航

しているが,今 後10万 トン～20万 トンクラス

への拡大は十分可能 と考えられ,輸 送 コス ト

の大幅ダウンが期待 される。

一方
,我 が国におけるメタノール基地の整

備は全国的に展開されてお り,海 外の産地か

らのメタノールは一次基地に陸揚げされ,こ

こか ら内航船,ロ ー リーあるいはタンク車で

二次基地やユーザー向けに輸送されている。

大型のメタノール火力発電所が計画 される場

合は,多 量 を取扱 う必要性か ら大型一次基地

の建設を含めて最 も合理的受入体制が検討さ

れ ることとなる。

(4)メ タノールの海上輸送と,我 が国におけ

るメタノール基地の整備状況

メタノールは安 い天然ガスを産出する地域

で大型プラン トにより製造され,外 洋を渡っ

て輸送され る量は世界の全製造量の%に あた

る600万 トンに達 している。輸送は,汎 用ケ ミ

カルタンカー,又 はメタノール専用 タンカー

§4.メ タ ノ ール 製 造 技 術

(1)メタノールは,一 酸化炭素 と水素の混合

ガス,も しくは一酸化炭素,二 酸化炭素,水

素の混合 ガスを触媒上で反応 させ て得 られ

る。 この混合ガスを通常 「合成ガス」という。

メタノール製造プロセスは,合 成ガスを製
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造す る「ガス改質工程」,合 成ガスを圧縮 して

触媒存在下でメタノールに転化させ る 「メタ

ノール合成工程」,及び合成された粗 メタノー

ルか ら不純物 を除去す る 「精製工程」 とか ら

構成 されている。

(2)合成ガス製造法 として,基 本的には 「水

蒸気改質法」 と 「部分酸化法」があ り,現 在

は水蒸気改質法が多く用いられている。

省エネルギー,製 品歩留 りの向上等プロセ

スの合理化 を目標 として,研 究開発中のプロ

セスとして,「自己熱改質法」,「低温液相合成

法」「懸濁液相法」「気相流動層法」等があり,

その実用化が期待されている。

(3)精製工程のコス トアップは僅か

粗 メタノールは,ギ 酸 メチル,エ ーテル,

アセ トン等の低沸点成分,並 びに水及び各種

高級アルコール等の高沸点成分 を不純物 とし

て含んでいるので,こ れらを蒸留で分離する

必要がある。この精製工程 によるメタノール

のコス トアップは数%程 度に止 まるとされて

いるので,メ タノール火力発電の実用化を考

えるに当たっては火力機器の寿命保持等の見

地か ら,「精製 メタノールの導入」として計画

が立案 されるものと考 えてよい。

(図3「 メタノール製造基本工程図」参照)

天然ガス

合成ガス

う CH,十S

脱 硫 工 程

く

H2,CH4,CO,CO2

粗 メ タ ノー ル

CH4十H20

ス チー ム

H2十CO十CO2十CH

o

CH30H十H20

改 質 反 応

CH4十H,OeCO十3H2-49.3kcal/mol

CO十H,OHCO,十H2十9.8kca1/mol

メ タ ノー ル 合 成 反 応

CO十2H,HCH,OH十21.6kcal/mol

CO2十3H,HCH,OH十H20十11.8kcal/mo1

精 メタ ノー ル CH30H十(0.15%H20)

図3メ タ ノ ー ル 製 造 基 本 工 程 図
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§5.メ タ ノ ール を 燃 料 とす る発 電 技 術

(1)汽 力発電(ボ イラ燃焼)技 術

メタノール焚きボイラは,LNG焚 きボイ

ラと比較 し,ボ イラ本体は同等であるが,煙

風道設備 はやや大規模 となる他,バ ーナーは

構造上異なったもの となる。また,燃 焼排ガ

ス中の水分が多いため,水 分蒸発潜熱分の損

失の増加及び水分 による機器腐食防止のため

の排ガス温度上昇 による損失が増加す るた

め,ボ イラ効率 は低下する。

このようにメタノール焚き汽力発電は,技

術的には十分可能であるが,他 の燃料 と比べ

て効率が低 く,採 用上不利 となる面を有 して

いるので,NOx発 生量が大幅に少 くなるとし

ても,大 型火力での採用の可能性は少い。

(2)ガ スタービン発電技術

メタノールのガスタービンへの適用につい

ては,燃 料燃焼設備の若干の変更により在来

のガスター ビンでも利用が可能である。LN

G,石 油系燃料 と比較 して,NOx発 生量の大

幅減少(60～70%低 減)が 可能であり,出 力

の向上が図れる等,メ タノールはガスタービ

ン用燃料 として優れた燃料 といえる。実用プ

ラン トの場合,排 熱回収によ りプラン ト効率

の向上を確保するコンバイン ドサイクル発電

方式が採用 されることとなる。

上が期待できる。既存技術の組合せ で実用化

可能であることか ら,低 コス トで効率向上 を

図る方式 として注 目されている。

現在,資 源エネルギー庁,NEDOに よる

1,000kW級 バイロッ トプラントの実証試験(§

6参 照)が 実施 中であるが,将 来の実用化段

階では更に高効率化 を目指 して,汽 力サイク

ルと組合せたコンバイン ドサイクル発電が志

向されるものと考えられる。

(4)燃 料電池発電技術

メタノールを燃料 とする燃料電池には,メ

タノールを直接電解液 と混合 して用いる 「直

接型」 と,メ タノールを水素 を主 とする改質

ガスに改質 して利用する 「間接型」がある。

直接型は小型電源に,間 接型は小型か ら地域

発電設備 までの広い範囲の発電設備 として考

えられている。間接型の リン酸型燃料電池(P

AFC)は 最 も実用に近 く,現 在商用化 を目

指 して電池や改質器等の主要機器の性能向

上,プ ラン トとしての信頼性の向上,コ ス ト

ダウンに対 して研究開発がなされている。

メタノール燃料電池発電は,天 然ガス燃料

電池 と比べ,改 質反応が低い温度で極めて容

易に反応が進行 し(メタノール:200～300℃,

天然ガス:800℃ 附近),脱 硫・器やCO転 換器

が不要であるため,発 電プ ラントとして高い

発電効率が得 られる。

(3)メ タノール改質型ガスタービン発電技術

メタノール改質型ガスター ビン発電は,メ

タノール を改質することで,水 素 リッチの燃

料ガスを生成し,ガ スター ビンの燃料 とする

発電方式であ り,改 質にガスタービン排熱を

利用することにより,排 熱回収による効率向

以上のとお り,今 後のメタノール利用発電

技術は確実に実用化段階を迎えようとしてお

り,当 初は天然ガスを原料 とするメタノール

の導入からスター トするものと予想される。
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§6.メ タ ノ ー-dル燃 料 に関 す る国 の プ ロジ ェ

ク ト,政 策 の 現 状

石油危機以降メタノールは石油代替エネル

ギーの有力候補の一つとして注目され,国 レ

ベルにおいて も,そ のエネルギー利用に関す

る技術 関発プ ロジェク ト等が実施 されてい

る。また,メ タノール燃料の導入促進 を図る

政策 も発表 されてきた。

(1)発 電用

メタノールの発電用燃料 としての利用に関

しては,資 源エネルギー庁により昭和56年 度

か ら関始された 「石油火力発電所 メタノール

転換等実証試験」がある。本試験は,昭 和60

年度 まではメタノール燃料の供給,利 用に関

す る調査,メ タノール環境安全性実証試験等

が実施 され,昭 和60年 度からはメタノール改

質型ガスター ビンの開発研究が開始 されてい

る。メタノール改質型ガスタービンは,1,000

kW級 の トータルシステムプラン トが中国電力

㈱大崎試験発電所に設置され,平 成3年 度で

設置工事が完了し,平 成4年 度か ら平成5年

度 まで実証試験が行われる予定である。

メタノールは燃料電池の燃料 としても優れ

てお り,工 業技術院のムーンライ ト計画の一

環 として,離 島用 リン酸型燃料電池発電シス

テム(メ タノール燃料,出 力200kW)の 開発・

運転研究が行われている。この試験は,平 成

2年 度末に終了 したが,良 好な結果が得 られ

ている。

発電用 メタノール燃料導入への関心の高ま

りを受けて,資 源エネルギー庁では平成3年

度か ら3ケ 年計画で,メ タノールのガスター

ビンでの実機燃焼試験データの評価を主目的

とする 「メタノール火力発電所の環境影響調

査」を実施 中である。

(2)自動車用

自動車用メタノール燃料については,資 源

エネルギー庁,運 輸省,環 境庁などにより,

その導入に関す る施策が行われている。

資源エネルギー庁 では,㈲ 石油産業活性化

センターを通 じて,「自動車用メタノール燃料

の利用に関す るフィージビリティ調査」を実

施 してお り,平 成4年1月 現在で38台 のメタ

ノール自動車(デ ィーゼルタイプを含む。)が

試験走行中である。

運輸省では,主 として業務用 トラックのメ

タノール燃料化 を推進 してお り,すでに150台

程度のメタノール自動車が導入されている。

環境庁は,昭 和62年 度に低公害車普及基本

構想 を発表 し,そ の後のメタノール自動車普

及促進懇談会(平 成元年度)で の検討を経て,

現在は公害健康被害補償予防協会の基金によ

る助成策によりメタノール自動車を含む低公

害車の普及 を図っている。

(3)導 入政策

資源エネルギー庁では,昭和60年7月 に「新

エネルギー導入ビジョン」 を発表 したが,そ

の中でメタノール燃料の導入促進を図る必要

があるとし,行 政側 として考慮すべ き基本的

事項の検討,評 価を行った。

また,発 電用に関 しては,平 成2年6月 の

電気事業審議会需給部会中間報告において,

2010年 までに100万kWの メタノール火力発電

の導入 を目標 とすることが明示された。

また,燃 料電池については,政 府の長期的

普及見通 しの中で,2000年 までに30万kW,2010
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年までに240万kWの メタノール燃料電池が導

入されるとしている。

環境庁では,メ タノール自動車普及懇談会

の検討 を踏まえ,メ タノール自動車 を含む低

公害車の普及促進のための助成策を実施 中で

ある。

§7.LNG供 給の硬直性 とメタノールサイ

クルの融通性

(1)LNG供 給プロジェク トの硬直性

日本に輸入されているLNGの ガス田は世

界に数 ヶ所あるが,場 所によりその性状 はま

ちまちである。 このため,天 然ガスを液化 し

てLNGと す る場合 に,不 純物や メタンより

沸点の低い窒素等の非凝縮性ガス,重 質炭化

水素は分離されるものの,LNGの 成分の う

ちメタン,エ タン等の主成分の割合はガス田

によ り異なっている。このため,産 地の異な

るLNGの 混合は,安 全確保上,こ れを避け

る必要がある。

LNG供 給プロジェクトは,イ ンフラ設備

の建設費が高いことか ら,ス ケールメリット

を確保するため 「大量 ・長期間安定引取」契

約 となっているが,こ の産地の異なるLNG

の混合不可能性 も供給プロジェクトの硬直性

を更に強めているのである。

(2)メ タノールサイクルの弾力性,融 通性

天然ガスメタノールは,① 粗 メタノールか

ら精製メタノール とす る精製 コス トが数%程

度にすぎないこと ②精製メタノールの成分

は天然ガス田の産地を問わず,ほ ぼ一定(メ

タノール99%以 上,他 は水分)で あることか

ら,容 易にメタノールタンカー内で混合可能

である。このことは,生 産規模の小さい複数

のガス田からの メタノール集荷が容易である

ことを意味 している。また,国 内の受入基地

のタンク内におけ る混合が可能 であるこ と

は,タ ンクの共用 を可能 とし,コ ス ト低減を

可能 とする。

このように精製メタノールの輸送,取 扱い

は極めて弾力性,融 通性に富んでお り,明 ら

かに コス ト低減 をもた らす もの と考 えられ

る。

§8.む す び 一 メ タ ノ ー ル は安 くで き る

天然ガスメタノールの価格 を安 くする方策

としては,次 のような事項があると考えられ,

現時点では定量的な議論はできないが,こ れ

ら諸方策を組合せて実施することにより,目

標の達成は可能になると予想される。

①需要増大に見合 うメタノール生産設備の

増強による価格変動の小幅化

§3-(3)で 述べたとお り,現在のメタノール

価格の大幅変動は全体の生産能力が小 さいこ

とに起因す る現象であるので,今 後の需要増

大に見合って十分 な生産設備の増強がなされ

ることにより,そ の変動幅は小さ くな り,か

つ平均価格 も低下するもの と予想 される。

②大規模需要創出によるメタノール供給プ

ロジェク トにおけるスケールメ リッ トの

追求

メタノールガスター ビン発電所は出力100

万kWで 年間約160万 トン(利 用率70%)の メタ

ノール需要 を創出す る。この量は1990年 の我

が国の全需要174万 トンに匹敵す るものであ

り,現 在の大型設備2,500ト ン/日(年 産約75

万 トン)を6,000ト ン/日(年 産約185万 トン)

レベルへのスケールアップを可能 とする。 こ

のようなメタノール生産設備の大型化 ととも
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に,受 入基地におけるタンク等諸設備の大型

化によるメ リットを確保することが可能 とな

る。

③メタノール タンカーの大型化による海上

輸送コス トの大幅低減

現在就航中のメタノール専用タンカーは,

積載量4万 トンクラスが最大であるが,将 来

は大型化 し,10万 ～25万 トンクラスのタンカ

ーが使用されるもの と予想される。これ ら大

型メタノールタンカーは基本的には現在の化

学用 メタノールタンカー と同様であ り,技 術

的な問題 はない。海上輸送コス トは大幅に低

減可能である。

④メタノール製造設備の大型化,技 術改良

による設備 コス ト,製 造コス トの低減

⑤随伴CO2の 有効利用による開発対象天

然ガス田の拡大 と低 コス トメタノールの

製造

§1.② 及び(3)で述べたとお り,天 然ガスメ

タノールサイクルは,CO2発 生抑制のため天

然ガスの利用を拡大す るには不可欠の技術で

あり,未 利用のガス田の開発利用 を可能 とす

る。「小規模かつ良質でないガス田」,す なわ

ち 「小規模 であ り,LNGプ ロジェク トに馴

まないガス田」「CO、を随伴するため未利用の

ままにされているガス田」か ら,CO2を 有効利

用(CO2の 割合が15%程 度が最適 といわれて

いる。)して合成す るメタノールは,そ の合成

工程 の短縮等により明らかに経済性を有す る

もの と見込まれる。

⑥ メタノールの発電技術の高効率化,大 型

化による発電 コス トの低減

LNG火 力も昭和40年 代の導入当初 におい

ては,石 油火力より3～4割 は割高 とされて

いたが,SOx,ば いじんを排出しない無公害

火力 として大都市地域で導入されていた。現

在 ではインフラ設備の償却が進み,缶 前価格

において石油 と同等程度の事例 も出現 してい

る。メタノールサイクルについても,償 却の

進展に伴い,同 様の傾向をたどるもの と予想

される。

そして,こ の天然ガスメタノールサイクル

には,近 い将来CBM(炭 層ガス)メ タノー

ルが合流し,更 に2010年 以降は,WE-NE

T構 想に基づ く太陽,風 力,水 力等再生可能

海外 クリーンエネルギー輸送技術によるメタ

ノールシステムに接続されることとなる。ま

さに,メ タノールサイクルは,21世 紀初頭に

おいて奔流となるのである。(図,表 の出典は

㈱エネルギー総合工学研究所報告書 「メタノ

ール火力発電所の環境影響評価実証調査報告

書(平 成4年3月)」 等に拠 らせて頂いた。)

(了)
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研究所の うごき
(平成4年7月1日 ～9月30日)

◇ 月例研究会 ・

第94回 月例研 究会

日 時:8月28日(金)14:00～16:00

場 所 二航 空会館6階 中 ホー ル

議 題:

1.エ コ ・ステー シ ョンにつ いて

(通商産 業省 資源 エ ネル ギー庁 石油 部 流

通課揮 発 油販 売業務 班 長 成瀬 茂夫 氏)

2.固 体 電解 質型 燃料 電 池発 電 シス テムの研

究状 況 につ いて

(東北電 力株 式会社 技 術 開発部 技術 調査

課 岩城 秀雄 氏)

第95回 月例 研 究会

日 時:9月25日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会館6階 中 ホー ル

議 題:

1.ニ ュー ・サ ン シャ イン計 画

(通商産 業省 工業 技術 院 サ ン シャイ ン計

画推 進本 部技術 班 長 奥 田 昌宏 氏)

2.水 素 エ ネル ギ ー

(エネ ルギー 技術 情報 セ ン ター 長 大塚

益 比 古)

◇ 主なで きごと

7月7日(火)

8日(水)

14日(火)

16日(木)

20日(月)

21日(火)

・第1回 エネルギー環境予測検討

委員会開催
・第81回原子力プラントの信頼性

に関する研究会
・第4回 原子力熱エネルギー利用

基盤研究調査委員会開催
・第1回 原子炉安全数値解析高度

化委員会開催
・第1回FBRF/Sプ ラン ト概

念評価検討W/G開 催
・第1回 地熱技術開発用高温高圧

実験装置検討委員会開催
・第1回EDB石 炭技術分科会

・第4回21世 紀の技術 とエネル

ギー委貝会開催

27日(月)

29日(水)

30日(木)

8月3日(月)

18日(火)

19日(水)

26日(水)

27日(木)

28日(金)

9月1日(火)

3日(木)

7日(月)

8日(火)

9日(水)

・第1回 実用発電用原子炉廃炉技

術調査委員会開催
・第1回 中規模都市における未利

用エネルギーを利用した高効率

エネルギー供給システムモデル

調査委員会開催
・第1回FBRF/S要 素技術評

価検討W/G開 催
・第2回 原子炉安全数値解析高度

化委貝会開催
・第1回 実用発電用原子炉廃炉技

術調査廃棄物再利用分科会開催
・第1回 高効率発電技術調査委員

会開催
・第1回 中規模都市における未利

用エネルギーを利用した高効率

エネルギー供給システムモデル

調査分科会開催
・第1回 実用発電用原子炉廃炉技

術調査廃止措置物量等分科会開

催
・第1回 分散型新発電技術実用化

実証研究に関する調査委員会開

催
・第6回 コンセプ ト研究会開催

・第1回 軽水炉技術開発の方向に

関する調査委貝会開催
・第1回 新エネルギー技術開発の

展開に関する調査研究委員会開

催
・第1回 廃棄物発電に係る技術検

討会
・第7回 非在来型天然ガス ・コー

ルベッドメタン調査分科会開催
・第2回 エネ ル ギー環 境予 測検 討

委 員会 開催

・第1回 メタ ノー ル火 力発 電所 の

環 境影響 評価 実証 調査 委 員会

・第2回 原子炉 総合 数値 解 析 シ ス

テム実 用化 調査委 員会 開催

・第5回 非在 来型 天然 ガ ス ・深 層

天 然 ガス調査 分科 会 開催

・第1回 地層 処分研 究 会 開催

・第5回21世 紀 の 技 術 とエ ネ ル

ギー委 員会

・第2回FBRF/Sプ ラ ン ト概
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9月14日(月)

16日(水)

17日(木)

22日(火)

28日(月)

30日(水)

◇ 人事異動

念評価検討W/G開 催
・第1回 家庭用電力最適運用機器

システム検討委員会
・第6回 非在来型天然ガス・メタ

ンハイドレー ト調査分科会開催

・第1回 高度負荷集中制御システ

ム検討委員会
・第4回 非在来型天然ガス調査委

員会開催
・第1回 分解軽油の利用拡大に伴

うA重 油品質のあり方に関する

調査 ・打合せ開催
・第1回 分散型新発電技術実用化

実証研究に関する調査幹事会
・第2回FBRF/S要 素技術評

価検討W/G開 催
・第2回 軽水炉技術開発の方向に

関する調査委員会開催
・第1回 日本における原子力発電

のマネージメントカルチャーに

関する調査委員会開催
・第82回原子力プラントの信頼性

に関する研究会
・第1回 レーザー濃縮新技術経済

性調査委員会開催
・第1回 高効率発電技術調査勉強

会
・第1回 高度負荷集中制御システ

ム検討委員会 ・システム分科会

07月8日 付

(採用)

五 十 嵐和正 業務部 長 に任命

(退任)

プ ロ ジェ ク ト試験研 究部

主任研 究 員 栗 山和 重(出 向解 除)

07月15日 付

(採用)

原 田義 也 主任 研 究員 に任命

プ ロジェ ク ト試験研 究 部 に配属

07月16日 付

(採用)

吉 田隆夫 主管 研 究員 に任命

プ ロ ジェ ク ト試験研 究 部 に配属

(退任)

プ ロジ ェ ク ト試 験研 究部

主 管研 究貝 重 田 潤(出 向解 除)

07月27日 イ寸

(採用)

和 久英 樹 主任研 究 員 に任 命

プ ロ ジェ ク ト試験研 究部 に配属

(退任)

プ ロジェ ク ト試 験研 究部

主任 研 究員 岩城 秀雄(出 向解 除)

07月31日 付

(退任)

経理 部 摘 田徳文(依 願 退職)

08月1日 付

(採用)

大久 保 憲一 主任 研究 員 に任命

プ ロジェク ト試験研究部 に配属

07月1日 付

(採用)

福井康博 主任研究員に任命

プロジェクト試験研究部に配属

松本一彦 主任研究員に任命

プロジェクト試験研究部に配属

成田寿治 研究顧問を委嘱

(期間は平成6年6月30日 迄)

(昇任)

吉江照一 副主席研究員に任命

(退任)

業務部長 大栗正隆(出 向解除)

プロジェクト試験研究部

主任研究員 瓜生宏之(出 向解除)

◇ その他

グラ ン ドソー ラーチ ャ レンジ事 業の 実施

主管:グ ラン ドソー ラー チ ャレ ンジ推進会 議

主催:石 川 県 富 山 県 福 井県

㈲ エ ネル ギー総合 工 学研 究所

○ 第1回 ジャパ ンエ キス ポ富 山'92参加

～「ソー ラー チ ャ レン ジラン ド」 出展

期 間:平 成4年7月10日(金)～9月27日(日)

会場:太 閤 山 ラ ン ド(富 山県小 杉 町)

○ ソー ラーエ ネル ギー フ ォー ラム富 山

日時:平 成4年7月9日(木)

会 場:第1回 ジ ャパ ン エ キ ス ポ 富 山'92会 場

内
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○ ソー ラー ボー トレー ス イン三方 五湖

日時:平 成4年8月23日(日)

会 場:三 方五湖 ・三方 湖(福 井 県三 方町)

○ ソー ラー フ ェス テ ィバ ル イ ン金 沢

日時:平 成4年8月22日(土)～29日(土)

会場:石 川 県西部 緑地 公 園(石 川 県金沢 市)

○ ソー ラー カー ラ リー イ ン能 登

日時:平 成4年8月30日(日)

会場:能 登 有料 道 路及 び千 里浜 海岸(羽 咋)

○ ソー ラー エ ネル ギー 国際 シ ンポ ジウム

日時:平 成4年9月5日(土)・6日(日)

会 場:石 川厚 生年 金会 館(石 川県金 沢市)

第11回 エ ネル ギー総 合工 学 シ ンポジ ウム 開催

日 時:平 成4年7月15日(水)

会 場:abc会 館 ホー ル

テー マ:「 非在 来 型天 然 ガ ス資源 の展望 」

◇ 海外出張

(1)蛭 沢重 信主 任研 究員 は,高 レベ ル放射 性廃

棄物 処分 の状 況調 査 の ため,7月12日 か ら7

月18日 の間,ス イス に出 張 した。

(2)佐 藤 富 男主任 研 究員 は,「SPECTRUM'92

参 加廃 棄 物管理 米加 調査 団」 に参加 し,8月

22日 か ら9月4日 の 問,ア メ リカ,カ ナ ダ に

出張 した。

(3)柴 田誠 一常務 理事 は,「日本 コー ジ ェネ レー

シ ョン研 究 会 第8回 海 外 ミッシ ョン'92」

に参加 し,8月26日 か ら9月9日 の間,ア メ

リカ,メ キ シ コに出張 した。

(4)植 村卓 司主任 研 究員 は,「第11回 電 気 自動車

国際 シン ポジ ウム」 出席及 び電 気 自動車 使用

状況 調査 の ため,9月25日 か ら10月8日 の間,

イタ リア,ス イス,イ ギ リス,フ ラ ンスに 出

張 した。

(5)蓮 池 宏 主任研 究 員は,「第11回 電気 自動車

国際 シン ポジ ウム」及 び 「IEA電 気 自動車

国際 協力 に 関す る専 門家会 合」 出席 の ため,

9月26日 か ら10月3日 の 間,イ タ リア に出 張

した。

(6)鹿 毛 量 副主席 研究 員 は,実 用発 電用 原 子

炉廃 炉技 術調 査 のた め,9月28日 か ら10月11

日の間,フ ラ ンス,イ ギ リス,ベ ル ギー に出

張 した。
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編集後記

本 号 の巻 頭 言は,ご 就 任早 々 の飯 田孝三 日

本 原電社 長 か ら戴 いた。社 長 として の氏 の決

意 の程 が率 直 に吐露 されて いて,今 後 の ご活

躍 が期待 され る。 なお 同氏 は昭和55年 か ら当

研 究所 の監 事 を,そ して61年 か らは理 事 を務

め て いた だい て いる。

さて季報 充実刷 新 の 意欲 が余 って,本 号 は

やや 分 厚 くな り過 ぎた。 厚 す ぎず薄 す ぎず と

い う編 集 は意外 に難 しい。

理 事 長対 談 には,本 年6月,駐 米公 使 か ら

通産 省 の地 球環 境 問題 担 当審 議官 にな られ た

川 口順 子 氏に ご登場 い ただ い た。 経 済発展 と

環 境保 全 が どこ まで調和 で きる もの か,い ま

人類 は容 易 な らざ る問題 に 直面 して い る。

所 外 か らの寄稿 は3編 であ る。

平 田賢 氏(東 大名 誉教 授)が エ ネル ギー有

効 利 用 の推 進 に 以 前 か ら並 々 な らぬ 努 力 を

払 って こ られ た こ とは 改め て ご紹介 す る まで

もな いだ ろ う。

中富 泰三 氏(通 産 省)に は,資 源 エ ネル ギー

庁 の研 究会 一 電力 と技術 懇談 会 一 の報 告 書が

ま とま った機 会 に,そ の概要 を紹介 して い た

だい た。実 は この研 究会 の事 務局 は当研 究所

が務 め て いた。

竹 井 友二 氏(通 産 省)に よ る通 商 白書 の紹

介 は昨 年度 にな ら う試 みで あ る。

所 内か らは5編 で あ る。

岩城 秀雄 主任 研 究員 には 固体電 解質 型燃 料

電 池 につ いて,津 久井豊 主管研 究 員 には高 速

増殖炉 の新 技術 に つ いて,土 持綱 久主 任研 究

員 には水素 吸蔵 合 金 につ いて,ま た蛭 沢重 信

主 任研 究 員 には高 レベ ル放射 性廃 棄物 の処 分

につ いて,そ れ ぞれ読 み ごた えのあ る もの を

ま とめて も らった。

吉 澤専 務 理 事 と森 主 任研 究 員 の 連 名 記事

は,本 年5月 に 東 京 で 開 か れ た 国 際 会 議

ニ ュー ・エ レ ク トリシテ ィ21の 概 要報 告 であ

る。

今度 のエ ネテ ク ドリー ム21は メタ ノー ル発

電 をテー マ に してい る。

そ して女性 チー ム に よる訪問 記 は,3回 目

と もな る とさすが に安 定感 が 出て きた よ うに

思 われ る。 その上,今 回の イ ラス トはチ ーム

の一 人が 書 い た もの で,彼 女 は学校 時代 マ ン

研 の 副部 長 だ った こ とが わか った。 こ とわ ざ

に いわ く,野 に遺 賢 あ りと。(大 塚益 比古 記)
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